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1.1 自動車産業の歴史と取り巻く環境変化 1 

第１章 序 論 

1.1 自動車産業の歴史と取り巻く環境変化 

1.1.1 自動車の普及 

日本の自動車産業は，第二次世界大戦後に急激な成長を遂げた．1949 年に乗用車の生産制限が解除さ

れて以降，1950年の朝鮮動乱の特需により自動車産業の成長が加速することになった 1)．1952年に国会にお

いて，日本の自動車産業の可否が論じられた 2)のち，育成の方針が決定したことが今日の世界をリードする日

本の自動車産業繁栄のきっかけとなった 3)．1955年の 4輪車生産は約７万台で，そのうち乗用車は 2万台で

あった 3)． 

1950 年代後半の急速な経済成長を機に，モータリゼーション時代が到来した．政府の国民車構想とあいま

って，近代的な自動車工場が次々に建設された．これにより，大量生産が始まり，自動車が普及し始めた．こ

のときから自動車外板製品のような複雑形状を持つ大寸法成形体では割れ，しわ，たるみなどの形状不良の

抑制，後工程の組立てのために寸法精度が求められ，成形品の表面性状に対する関心が高まった 3)． 

1960年以降，自動車メーカー各社が競って乗用車の専門工場を新設し，生産台数は，1965年には約 190

万台となった．その後も，自動車の生産台数は飛躍的に伸び，1970年には 530万台，1972年には 700万台

に達した．その後の石油危機をばねにして産業活動は一層活発になり，自動車の生産台数も増加し，1979年

には 1000万台を突破した 3)．このころから，排ガス規制対策および低燃費車開発のために自動車の軽量化が

追求され始めた．1978年には，米国で CAFE(Corporate Average Fuel Economy)規制が制定され，自動車の

燃費向上が求められるようになった．1979 年には軽量化のために高強度鋼板を採用した自動車が市場に出

た．その使用比率は，ホワイト車体重量の 5－10%であった 3)． 

1980 年には経済の安定成長期に入り，自動車生産も増加傾向であった．しかし，地球環境保全から低燃

費化のさらなる推進，排ガス対策，安全対策，リサイクル対策など自動車への社会的要請が厳しくなった．そ

れ以降，バブル崩壊による不況や金融危機，自然災害，原油価格乱高下などの不安要素が多数存在したが，

自動車の生産規模は約 1000万台程度で維持されてきた 3)．2004年時点で日本の一般世帯における自動車

保有率は約 9割に達している 4)．現在自動車は広く普及するようになり，課せられた社会的要求を解決しつつ，

徹底的なコストダウンを図り，消費者のニーズに沿った車つくりが進められている 3)． 
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2 1.1 自動車産業の歴史と取り巻く環境変化 

1.1.2 自動車への社会的要請 
自動車に対する社会的要請は Fig. 1-1のようにまとめられる 5)．地球環境問題対策と安全対策の両立に加

えて，快適性やデザイン性などの消費者のニーズを満たす必要がある． 

 

快適性・デザイン性

安全対策

地球環境問題・公害対策

省エネルギー対策
低燃費化対策

CO2排出量低減

低省資源対策

 

Fig. 1-1自動車に対する社会的要請 

文献 5) 林央“自動車への社会的要請と製造技術”の図を基に編集 

 

1.1.2.1 地球環境問題対策 
地球温暖化問題に対処するため，自動車においても省資源，省エネルギー，CO2低減のための低燃費化

が求められている．地球温暖化問題は，人類の生存基盤にかかわる安全保障の問題と認識されており，最も

重要な環境問題の一つである 6)．日本の地球温暖化対策推進法第一条にも規定されているように，気候系に

対して危険な人為的干渉を及ぼすこととならない水準で大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させる必要が

ある．2015年に開催されたCOP21では，世界の平均気温上昇を産業革命前比２度未満に抑えることを目的と

したパリ協定が合意された．Fig. 1-2に温室効果ガス排出量の推移を示す 7)．温室効果ガスの中でも，CO2は

総排出量の約 9割以上を占めており，もっとも影響が大きい．自動車から排出される CO2量は，日本において

全体排出量の 17％を占めている 8)．パリ協定の採択により，自動車においても CO2ガス排出量の削減が今後

一層求められる． 
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Fig. 1-2温室効果ガス排出量の推移（※2016年度は速報値） 

出典：（http://www-gio.nies.go.jp/aboutghg/nir/nir-j.html）7) 

 

Fig. 1-3は自動車から排出される CO2の各国の規制状況である 9)．自動車の環境対策として各国独自に規

制が定められ，各国ともに規制は年々厳しくなる傾向にある．日本では，JC08モード燃費により規制値が定め

られており，2022年までに 114 g/km以下にする目標値が定められている．一方欧州では，自動車メーカーあ

たりの平均 CO2排出量基準が設けられており，2020年度までに 95 g/km以下にする目標値が定められてい

る． 

Fig. 1-4 は乗用車重量別の CO2排出状況である 10)．車体重量の増大に伴い CO2排出量は 100 kg あたり

約 15 g/km増加する．上記の排出規制達成に対して車体軽量化技術の向上が寄与するところは大きく，その

発展が強く望まれている 11)．対策として自動車部品への高強度鋼板の適用や，アルミニウムや樹脂などの軽

量素材の適用が進められている． 
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4 1.1 自動車産業の歴史と取り巻く環境変化 

Fig. 1-3自動車から排出される CO2の各国規制状況 9) 
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Fig. 1-4乗用車重量別の CO2排出状況 10) 

2015
70
80
90

100
110
120
130
140
150
160
170

C
O

2
em

is
si

on
 / 

g/
km

2020 2025

89 g/km

95 g/km

97 g/km

114 g/km

113 g/km

116 g/km Japan

Korea
EU

USA

China

Year

 4 



1.1 自動車産業の歴史と取り巻く環境変化 5 

1.1.2.2 安全対策 
モータリゼーションに伴い，交通事故が増加した．日本においては 1970 年には交通事故死亡者数が 1 万

6,765 人と史上最高を記録し，社会問題として認識された．この背景を受け，自動車の安全性能向上を目的と

した交通システムの整備，法規制の導入が始まった．1990 年代に入ると，乗員保護に関する衝突安全基準や

自動車アセスメント NCAP(New Car Assessment Program)がアメリカ，欧州および日本で導入された．各国とも

前面衝突基準，側面衝突基準が設定されている．さらに衝突安全性に対する要求は，車対障害物から，車対

人，車対車など衝突形態の多様化も含め年々高度化しており，そのための対策が必要となってきている 11)． 

現在では，危険予知と危険回避により事故を未然に防ぐ予防安全（アクティブセーフティ）と万一事故が発

生した時に傷害を最小限に抑える衝突安全（パッシブセーフティ）の両面からの安全対策が行われている．予

防安全施策としては，スタビリティコントールなどが適用され，また衝突安全の施策としては，エアバックの標準

装備，衝突安全ボディの開発 12)，補強部材の追加等 13)が行われている．自動車の安全性能は公的機関にて

試験が行われ，自動車の衝突安全性の評価結果が公表されている．衝突安全性に対する意識は消費者に

十分浸透しており，自動車の安全性能は消費者の購入動機に影響を及ぼしている． 

 

 

1.1.2.3 消費者ニーズへの対応 
前述の低燃費と安全性能に加え，自動車の快適性とデザイン性が，消費者のニーズとして挙げられる．特

に，スタイル・色などの外観や内装・装備は消費者の半数以上が自動車の購入動機として挙げており 14)，快適

性とデザイン性は特に重要となっていることが伺える． 

自動車の快適性への関心は年々高まっており，座席の座り心地を含めた車内の居住性等の快適性や，走

行時の車内騒音・振動が少なく乗り心地が良いことが求められている 15)．乗用車シートの設計に関する研究例

えば 16)や車内騒音を低減するための研究 17)がなされている．また，乗り心地向上のために高強度鋼やアルミニ

ウム合金を採用した軽量かつ高剛性な自動車ボディの開発 18)が行われている． 

一方，自動車のデザインは，社会情勢やユーザーの価値観の変化を反映し，ボディの成形・製造技術の発

展とともに変化してきた．その変遷について以下に述べる． 

戦前には，鋼板に短時間で高い電流を流し，その熱で溶接するスポット溶接が開発され，より薄い鋼板の結

合が可能となった．これより，モノコック構造が開発され，薄く美しい曲面を持ち，頑丈なスチールボディが主体

となった．Fig. 1-5に戦前の自動車の外形を示す 19)．ボディとフェンダが一体化され，フロントウィンドウが寝か

され，車体の後端を切り落とす自動車形状，いわゆるコーダトロンカが流行した 19)．この当時から，空力抵抗の

低減のための流線形の車体のデザインが脚光を浴びるようになった．自動車ボディの製造は，手たたきの板

金作業によって行われ 20)，自動車の外板パネルは丸みを帯びた形状が主流であった． 

5 



6 1.1 自動車産業の歴史と取り巻く環境変化 

 

Fig. 1-5 戦前の自動車の外形の一例 

 

1950 年代後半以降の自動車の量産化，プレス成形技術の高度化によって，鋼材を用いた自動車のボディ

形状は，さらなる複雑化が可能になった．昔の前後フェンダーが独立したデザインに対し，ボディ側面が一つ

の箱のように平らになった乗用車のデザインが一般化した 19)．また，比較的に簡便に立体感が表現できる「ハ

イライト法」というスケッチ手法や実物大の「インダストリアルクレー」によるデザイン手法が海外から導入された

20)．1961年にはそれらの手法で開発された日本独自の大衆車が市場に出た． 

1970年以降，衝突安全性向上の要求は自動車デザインへも影響し，スタイリング全盛であった1960年代か

ら一転し，自動車デザインは，機能とスタイルの両立が求められるようになった 20)．当時の自動車は，衝突時の

衝撃吸収のために，大きく突出したバンパーを樹脂の緩衝材で覆ったものが外観上の特徴であった．この，樹

脂で覆ったバンパーが，近年にみられるバンパーとボディを一体化したデザインへの変化を加速した 20)．1980

年以降には，それまでスポーツカーでしか採用されなかったバンパーとボディの一体化の構成が一般化した．

また，空力性能向上と意匠効果を目的に，フロント・リヤまわりへのエアスポイラー装着が拡大されてきた 21)．

燃費向上が重要な課題であり，開発に際しては空気抵抗係数を表す Cd値がさらに重視され，風洞実験やコ

ンピューターを使ったシミュレーションが取り入れられるようになった．一方，デザイン性に関するコンピュータ

ーによる設計と機能性の評価では，映像の印象と実際の印象が大きく異なることが度重なり，当時正しい評価

が困難と判断された 20)が，近年ではデジタルツールの飛躍的な進歩により，面品質・意匠性の評価が可能に

なりつつある． 

 

輪郭線形状

キャラクタライン

 
Fig. 1-6輪郭線形状とキャラクタライン 
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また近年では，消費者志向の多様化に伴い，個性的な自動車デザインが求められている 20)．Fig. 1-6に示

すように自動車の外観イメージは輪郭線形状と意匠線（キャラクタライン）によって特徴づけられる 22)．デザイナ

ーはこれらの線を基に，ボディ側面にキャラクタラインを配置することで，自動車デザインの個性や商品イメー

ジを表現している 22), 23)． 

Fig. 1-7に自動車の外観イメージの変遷 19), 24)を示す．衝突時の安全性向上のために，フロントピラーの傾

斜が大きくなってきており 24)，ボディ側面の意匠は，キャラクタラインとして鋭い稜線を複雑な曲面上に有する

形状 25)となってきている．このようなデザイナーの形状イメージを具現化するためには，複雑形状の実現に適

した材料の選定とその成形技術開発が重要になっていくと考えられる． 

以上のように軽量化と，部品性能，消費者ニーズの反映した自動車を実現するための，自動車部品が今後

ますます求められるようになると考えられる．これらニーズに答えた商品価値が高い自動車を実現するために

は，経済性と高い成形性を兼ね揃えた鋼材のプレス成形品で，複雑な曲面と鋭い稜線を組み合わせた部品

形状を実現させることが有効であると考える． 

 

(a) 1930年代

(b) 1980年代

(c) 2010年代
 

Fig. 1-7自動車の外観イメージの変遷 
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8 1.2 自動車用鉄鋼材料の変遷 

1.2 自動車用鉄鋼材料の変遷 
自動車には，鋼材，非鉄金属，樹脂およびガラス等の様々な種類の素材が適用されている．なかでも鋼材

は，自動車原材料構成比の中で 70%超の比率 26)を占める最も重要な素材である．さらに鋼材の中でも鋼板は，

最も多く車体部品に適用されている．自動車用鉄鋼材料は，自動車メーカーと素材メーカーが継続的に協業

し，自動車産業のその時々のニーズに応える技術課題に対応しながら発展してきた 27)． 

Fig. 1-8は，自動車の国内生産台数及び粗鋼生産量推移を，主要な社会環境並びに技術の変遷と対応さ

せて示したものである 27)．自動車の国内生産は政府による国民車構想のもと，様々な形状の自動車部品が大

型設備で大量生産されるようになり急激に生産量が増加してきた 27)． 

鋼板に求められた最初の技術課題は，プレス機械によるプレス成形法 28)によって，破断せずに所望の曲面

状のボディ部品を成形することであった．この技術課題に対し，1950年代の後半から 1960年代の前半にかけ

て，軟質で良く絞れる鋼板 29)（深絞り鋼板）として低炭素アルミキルド鋼板 30)が開発され，ボディ部品の量産に

適用されるようになった．この低炭素アルミキルド鋼板とは，箱焼鈍中に析出する窒化アルミ（AlN）を活用して

再結晶集合組織を制御することで，深絞り性を向上させたものである． 

 

 

 
Fig. 1-8自動車・鉄鋼生産量の推移と鉄鋼技術の変遷 27) 
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1.2 自動車用鉄鋼材料の変遷 9 

さらなる技術課題は，燃費向上と衝突安全性の両立であった．1973 年，1978 年に起きたオイルショック，米

国で 1990 年以降に制定された CAFE（Corporate Average Fuel Economy：27.5 mile/gallon）規制，PNGV

（Partnership for New Generation of Vehicle：80 mile/gallon）プロジェクトへの対応が求められた．また，交通事

故の多発を背景として，1968年に米国で安全規制FMVSS（Federal Motor Vehicle Safety Standards）が施行さ

れ，この規制に対応するために自動車の衝突安全性が求められた．これら技術課題に対し引張強度が高い

材料を使い，板厚を低減するという材料設計の概念が構築され，高強度鋼板に注目が集まり，自動車部材へ

の適用が要望された 11)． 

Fig. 1-9 に鋼材の強度延性バランスを示す 31)．代表的なフェライト単相鋼として，極低炭素 IF（Interstitial 

Free）鋼，代表的な複合組織鋼としては，DP(Dual Phase)鋼や TRIP(Transformation Induced Plasticity)鋼があ

る．幅広い強度の多彩な材料が存在しているが，図からわかるように，強度と伸びはトレードオフの関係があり，

材料強度の向上に伴いプレス成形性は低下する． 

 

 
Fig. 1-9鋼材の強度延性バランス 31) 

 

そこで，高強度鋼板の欠点であるプレス成形性を改善するための研究開発が精力的になされ，リン（P）添

加アルミキルド高強度鋼板 32)，焼付硬化特性を有する BH（Bake Hardening）高強度鋼板 33) - 36)，飛躍的に深

絞り性を向上させた極低炭素 IF型高強度鋼板 37) - 40)などが開発された． 

BH 高強度鋼板は，ドア，フードおよびトランクリッドなどの外板パネルに求められる高い面精度と人間が押

したり小石が飛来して凹むことに対する抵抗（耐デント性）を両立させるニーズに応じて開発された．BH 高強

度鋼板はプレス時には低強度で使用時には高い降伏強度を示す特徴を有する．BH 効果は鋼板中に残存す

るCやNがパネル塗装後の焼き付け処理中に，プレス時に導入された転位へ固着することで降伏点が上げる

現象である．BH鋼は，極低炭素鋼をベースに C, Nが Ti, Nbの添加量より化学当量的に過多になるように制

御して製造されている．最近では，440 MPa 級の引張り強度を有する BH 鋼板が実用化し，外板パネル用材

9 



10 1.2 自動車用鉄鋼材料の変遷 

料も高強度化している 41), 42)． 

極低炭素 IF鋼板は，自動車の外板パネルの高意匠性と高造形性のニーズに応じて開発された．IF鋼はフ

ェライト単相鋼であり，高い延性と絞り成形性を有する．Ti添加 IF鋼は 1966年に八幡製鐵において開発され，

Nb添加 IF鋼は 1981年に川崎製鉄において開発された．Tiや Nb を極低炭素に添加して，固溶炭素（C)や

窒素（N）を析出物として固定している 43), 44)．IF鋼では固溶 C, Nがほとんど存在しないため時効性に優れ，降

伏強度が低いため面ひずみの発生も抑制される．  

IF 鋼は，高い絞り成形性が得られると認識されていたものの開発された当初は表面欠陥の発生や熱延コイ

ル端部の材質劣化に起因する歩留まり低下のために，アルミキルド鋼と分担して使われていた 44)．Ti 添加鋼

の製造最適化による IF 鋼の連続鋳造が 1979 年に実現し，その後表面欠陥の問題の解決が進んだ．そのの

ち，IF 鋼は，アルミキルド鋼よりも成形性が高いことから，自動車パネル形状の複雑化や一体成形化による金

型低減等にも貢献し，広く普及した 44)．さらに IF鋼の研究開発が精力的に進められ，熱間圧延での低温大圧

下と急冷によるフェライトの微細化，高冷延率，高温焼鈍を組み合わせ，成形性と強度を両立する IF 鋼板が

開発された．さらに近年では，Nb-Ti添加極低炭素 IF鋼をベースに，P, Mn, Si等を添加により固溶強化した

440 MPa級のハイテン IF鋼も開発されている 45)． 

前述の通り，今後も自動車の衝突安全性の規制と CO2排出規制の強化が各国で予定されていることから，

今後も材料高強度化と自動車の使用性能とを両立させる自動車業界のニーズは拡大するものと考えられる．

今後のさらなる高強度化に伴って低下する材料の成形性を克服し，自動車業界のニーズに応じたさらなる材

料開発のためには，自動車適用部品ごとに要求される使用性能と材料特性との関係を理解することが重要で

あると考えられる． 
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1.3自動車用部品に求められる性能 
これまでに述べてきたように，自動車軽量化のための材料の薄肉・高強度化に加えて，部位ごとに異なる自

動車車体部品に要求される性能を両立することが求められる．Table 1-1 に自動車車体の代表的な部品とそ

れぞれに求められる性能 46)を示す．サイドメンバー，ドアビーム，クロスメンバーなどの構造補強部品では，部

材剛性，強度（耐久強度，衝撃強度）が要求される．フロアパネル，ダッシュパネルなどの内板パネルでは，張

り剛性，部材剛性，強度（耐久強度，衝撃強度）が要求される．部品によっては衝突時の圧潰強度も必要とな

る． 

一方，ドア，フェンダー，フード，ルーフなどの外板パネルでは，機能として求められる項目が構造補強部品

や内板パネルに比べて多い．張り剛性，耐デント性に加え，表面きずが無いこと，面のゆがみや表面荒れなど

なく塗装後外観を損なわない表面品質と，車の商品価値を演出する美麗さが要求される．商品デザイナーの

感性を具現化するために大変複雑な形状に設計されることが多く，外板パネル材に対する成形性への要求が

厳しい 47)．最近では，前述のように意匠面に鋭い稜線を持つ自動車パネルの造形ニーズが増加しており，材

料の成形性への要求はさらに厳しいものとなっている． 

 

 

Table 1-1代表的な自動車部品とその求められる性能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Parts 
Name 

Requirement performances 
剛性 

Rigidity 
耐デント性 
Dentability 

耐衝撃性 
Crash 

外観品質 
Appearance 

Quality 
Structural 
Parts 

Cross member, 
Door beam 
Side member 

〇  ◎ △ 

Inner 
panel  

Floor panel 
Dash panel 

◎ △ ○ △ 

Outer 
Panels 

Door, 
Fender, 
Hood 
Roof 

〇 ○ ○ ◎ 

 
◎：Seriously important 
○：Important 
△：Less than ○ 
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これらの性能要求に応じつつ自動車の軽量化を実現するため，車体材料の主体として構成される鉄鋼材

料も高強度化が進展してきた．Fig. 1-10 に車体への高強度鋼板の使用比率の変遷を示す 3)．車体に占める

引張強度340 MPa級以上の高強度鋼板の重量割合を示している．1979年においては8.2%であったが，近年

の環境問題や対人保護の社会的要請の高まりから，車体への高強度鋼板の使用は急激に拡大し，2015年に

は 50%超に達した．2025年には約 70%近くになると予想されている 3)． 

 

 

Fig. 1-10高強度鋼板使用率の実績と予測の推移 3) 

 

Fig. 1-11は，2015年時点での部位別の鋼板の強度とその割合を示したものである 3)．2015年時点で構造補

強部品であるピラー，メンバー類では 80～90%に高強度鋼板が使用され，引張強度 980 MPa以上の鋼板の

使用が進んでいる．一方，内板部品，外板部品ともに 70%程度が普通鋼板であり，一部に高強度鋼板が用い

られている．パネル部品は，製品形状が複雑なために，伸びが大きく，絞り成形性に優れ，かつ成形後の形状

凍結性確保のために降伏点の低い鋼板が主に用いられている．代表的な鋼種としては，前節で述べたような

低炭素系の P 添加鋼板，極低炭素系の IF 鋼板，低炭素系および極低炭素系の BH 鋼板である．Fig. 1-12

は，将来の部位別の鋼板の強度とその割合の予測値である 3)．ピラー，メンバー類では高強度鋼板の使用比

率はほとんど変化していないが，さらに高強度化が進展することが予想されている．一方，内板部品，外板部

品に関しては，高強度鋼板の使用比率が大きく向上することが予想されているが，半分以上は普通鋼板であ

る． 
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Fig. 1-11 2015年時点での部位別強度使用比率 3) 

 
Fig. 1-12将来の部位別強度使用比率予測(2025年)3) 

 

さらなる自動車パネル部品の高強度化の阻害要因として，表面品位の劣化の課題があげられる 44)．小さな

曲率半径の稜線を意匠面にもつようなパネル部品の成形時には，材料の塑性変形量は増加する傾向にある．

材料の塑性変形量が増加すると，材料の不均一変形による表面荒れや局所的な塑性変形量の違いによるス

プリングバック量の違いが面外変形として認識される面ひずみの発生が懸念される．鋼板の高強度化による

自動車の軽量化のためには，これらプレス成形時の表面荒れ・面ひずみ等のプレス成形時の不具合対策が

必要であると考えられる． 
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1.4 自動車用薄鋼板の成形技術の歴史 
1.4.1 薄鋼板のプレス成形技術 

日本の近代技術の発展は，19 世紀後半に欧米からの工業技術の積極的な導入から始まる．1901 年に官

営八幡製鉄所が設立された時期に，プレス機械，プレス技術も導入され，プレス技術の基礎が構築された 3)．

車体成形としては大まかな形状と寸法を出すために，プレス機が使われ，仕上げは打出し板金が主体であっ

た． 

1907年以降，大型プレス機械の輸入が始まり，1910年には小型プレス機械が国産化，1920年には大型プ

レス機械が国産化し，現在のプレス成形技術の原形が始まった．1924年にフォードが，1927年に GMが日本

に進出し，自動車の生産と販売を始めた．その後，1932 年に日産が，1936 年にトヨタが自動車生産を開始し

た．これと同じころ，成形用鋼板として熱延鋼板と冷延鋼板が供給され始めたが，第二次世界大戦のために，

乗用車の生産は停止し戦後の生産再開まで自動車部品の成形技術は確立されないままであった 3)． 

Fig. 1-13は，自動車の国内生産台数および海外生産台数推移を，主要な社会環境並びに車体の生産技

術の変遷と対応させて示したものである 3)．以降，図に示す戦後の自動車生産量の変化の特徴 3)に従い，薄

鋼板のプレス成形技術の変遷について要約する． 

戦後に自動車生産が再開し，1954年には大型プレス機の製造がさらに強化された．1957年には，プレス機

を直列配置したタンデムラインが初めて採用され，プレスラインにおける成形品の移送がコンベアで行われ，

成形品生産の自動化が拡大した． 

 

 
Fig. 1-13自動車生産台数の推移，自動車を取り巻く社会環境と 

車体の生産技術関連事項 3) 
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1960 年以降の高度成長期には，生産規模が巨大化し，使用鋼板量も急激に増加することで，プレス成形

品の材料歩留まりに対する認識が強まった．車体の成形は大分割から小分割に変更されることになった．成

形品の品質向上に対する要求が高まり，種々のプレス成形不良現象の把握と技術的対策が進められるように

なった．また，材料に対する要求も明確にされ，それらの情報の製造へのフィードバックが材料開発に生かさ

れた．この時期の自動車車体工場の増設に伴い，大型プレス機が増加し，プレスラインの高速化が図られた．

シートローダー／シートアンローダーの開発が進められ，1960年には国産のトランスファプレスが生産され，半

自動化ラインが主流を占めるようになった 3)． 

その後の自動車生産の急増は，車体の成形技術の発展と鋼板の機械的特性の大幅な改善を促した．プレ

ス成形の大量生産化・高速化・連続化のためには，成形不良現象の低減が不可欠であった．材料特性のバラ

ツキを極力一定の範囲に抑えることが望まれ，成形性の安定化という概念が導入された．材料歩留まり向上の

ために，段絞りや絞りビード等に工夫がなされた．さらに，形状不良や寸法精度不良の修正工程を低減するた

めに張力負荷や決め押し技術が組み込まれた．1968 年に開発されたチタンキルド鋼は優れた成形性能を示

し，プレス成形不良回避の材料として活用された．1969年には全自動化プレスラインの国産第１号機が作られ

た．プレス機械技術は，欧米を凌駕し，諸外国の自動車メーカーへプレス機の輸出が盛んになった．中小型

プレス機も進歩し，型設計技術・型材質・型精度の向上により，プレスラインの自動化は完成の域に達した 3)． 

1970 年代の石油危機以降，低燃費車開発のため軽量化が追求されるようになり，高強度鋼板の適用が始

まった．高強度鋼板は，難加工材であり，この当時成形トライを実施した部品の多くが破断し，破断が回避でき

た場合でも形状不良のため，実用化は厳しい状況であった．新たな成形技術の開発が必要となり，プレス成

形技術，材料製造技術，プレス成形理論の結合が一層求められるようになった．成形技術に関しては，プレス

作業時の型かじり対策をはじめ，しわや面ひずみの制御対策など，総合的な検討がなされた 3)． 

1980年以降，消費者の車に対する個性化志向が強まり，多種少量生産技術の開発が求められるようになっ

た．これに応じ，プレス成形の FMS（Flexible Manufacturing System）化，CAD（Computer Aided Design）

/CAM（Computer Aided Manufacturing）/CAE（Computer Aided Engineering）の導入が検討された．この時期，

数値解析による成形シミュレーションを用いて成形難度の事前評価を行うという概念が生まれた．現在実用化

されているしわ抑え力制御，テーラードブランクの利用，対向液圧成形などの基礎検討が始まった 3)． 

バブル崩壊後のいわゆる「失われた 20 年」の時期には，生産プロセスの効率化とコストダウンが大きな課題

となり，プレス成形技術が見直され，サーボプレスなどの新しい技術の導入が積極的に図られ，高強度鋼板の

スプリングバック問題に対する対策技術の開発も始まるとともに車体への高強度鋼板の使用が一般化した 3)． 

それから現代至るまでで，プレス成形技術，その中でもとりわけ数値解析による成形難度評価技術は飛躍

的な進歩をとげた．モデル実験とともに，幾何学的手法，塑性力学に基づく初等解析，有限要素法(Finite 

Element Method, FEM)による 3次元変形の厳密な解析へと数値解析手法が進歩した 3)．近年では，材料のミ

クロ組織を考慮した結晶塑性 FEM(CPFEM)手法の開発がなされている．今後，FEM は，成形性の事前予測

への利用にとどまらず，新工法や新材料の開発への利用が期待される． 
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1.4.2 プレス成形に関する研究 

前節で述べた薄鋼板のプレス成形技術の変遷に対応して，プレス成形技術に関する研究も行なわれてき

た．プレス成形に関する研究は 1900年の Musoil48)の円筒絞りの検討が最初とされている．その後，塑性理論

の発展とともに，今日の成形理論の基礎となるプレス成形研究が 1925年に Sommerによって行われている 49)．

日本においても 1935年に福井 50)が深絞り成形の理論的考察を行い，プレス成形に関する系統的な研究が開

始された．1942年には，益田 51)が塑性理論による深絞りの研究を行っている． 

成形性に関する研究は，1950 年以降活発に展開され，現在の成形性研究の重要な基礎となっている．

1950年に Lankford ら 52)が塑性ひずみ比（r値）を提案，その深絞り性との関係について報告している．また，

角筒などの異形形状の深絞り性の研究が開始され，破断だけでなくしわに関する研究も盛んに行われた 3)． 

1959 年になされた吉田のプレス成形区分に関する提案 53)により，従来の曲げと深絞りという単純な成形性

の概念が，深絞り，張出し，伸びフランジ，曲げという系統的な成形性への概念へと展開した．このとき，プレス

技術，材料特性，成形試験法の相互の関連が重要であることが明確にされた 3)．材料特性試験法，成形性試

験法については次節で詳述する． 

1960 年代には，自動車車体成形における形状不良の制御が大きな課題として取りあげられ，型なじみ性，

形状凍結性の概念が確立された．形状凍結性確保のための材料特性として降伏点が認識され，低降伏点材

の開発へと展開された 3)．r 値による塑性異方性理論が展開され，r 値と深絞り性との関係が理論的に実証さ

れた 54)． 

それ以降，経験技術的側面の強い成形技術の体系化が試みられるようになった．成形不良現象の解明が

系統的に行われ，新しい成形性評価手法が検討された．Fig. 1-14に示すように，プレス成形不具合として塑

性ひずみによる材料のはだ荒れ(表面荒れ)が，割れやネッキングに加えて，強度上および塗装上の問題にな

ることが認識された 3)． 
 

 

Fig. 1-14 成形不具合発生時の鋼板表面状態 55) 
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Keeler56)によって，現在広く用いられている成形性評価法である成形限界線図（FLD: Forming Limit 

Diagram）による成形難易評価が提案された．また，ブランク板の表面にスクライブドサークル（SC）を描き，成

形後のSCの変化から塑性ひずみを測定するSC法により，プレス成形品の成形限界，はだ荒れ限界が測定さ

れた．しわに関しても系統的な研究がまとめられ，その後パネル部品成形時の面ひずみの研究へと引き継が

れた．東京で第 6回 IDDRG(International Deep Drawing Research Group)会議が開催され，成形技術，材料

開発，成形性研究の成果が注目され，プレス成形における日本の先進性が認められるようになった 3)．1970年

代には，石油危機による低燃費化要求が高まり，難加工材である高強度材の適用に関する研究が進められた．

高強度材の成形性に加えて，成形時の型かじり問題，面ひずみや表面荒れ発生による表面不良対策，スプリ

ングバックによる部品形状不良対策の為に，材料特性と成形性の関連性が調査され，成形方法及び材料の

両面の観点から体系的な研究開発が行われた 3)． 

1980年代以降，数値解析を活用した成形性や形状精度の予測技術の高精度化に関する材料モデルの研

究，要素や工具モデルなどの数値解析手法の研究が活発化し，現在プレスの成形解析に広く用いられてい

る FEM解析手法の基礎が築かれた．1990年代には，成形性の数値解析による事前予測の検討が普及した．

2000 年以降には成形シミュレーションによる形状不良予測技術，しわの予測技術，面ひずみ解析と制御技術

が検討された 3)． 

今後のさらなる自動車車体の軽量化のために，主なプレス成形対象である鋼板はさらに高強度化の傾向

の様相を強めている．高強度と成形性を両立するため，多岐にわたる材料組織を有する鋼板が実用化され始

めている．1.1.2 で述べた自動車への社会的要求に総合的に対応するためには，材料特性と成形性のみなら

ず，材料特性と部品性能の関係を明確にし，材料を使いこなすプレス成形技術の研究開発が今後一層求め

られる． 
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1.5 材料特性と成形性に関する従来の研究 
1.5.1 材料特性および成形性試験法 

プレス成形性の評価試験法のもっとも基礎的なものは引張試験 57), 58)である．引張試験に関する研究は

1880年から見られ，試験片の寸法効果が報告されている 59)．20世紀初頭には，世界中で引張試験の規格化

が進められた．一方，プレス成形性試験法としては，1880 年に液圧バルジ試験，穴広げ試験の提案が最初と

される 3)．1914年にエリクセン試験 60)，1920年にオルゼン試験 61)，1940年に円筒深絞り試験法が提案されて

いる．これらの試験法の開発が，プレス成形に関する研究の目覚しい発展の基礎となっている 3)． 

1950年以降から，成形性と材料特性の関係は，上記の基礎実験と理論的解析によって明らかにされてきた．

Fig. 1-15に，1959年に吉田によって提案されたプレス成形域区分 53)を示す．深絞り，張出し，伸びフランジ，

曲げという 4 つの成形区分の成形性に関して，基礎試験が行われ，材料の引張試験の機械特性との関連が

明らかにされている． 

 

深絞り

伸び
フランジ

曲げ

張出し
Fracture

Fracture

Fracture

Fracture

σ１,ε１

σ１,ε１

σ１,ε１

A

B

σ１,ε１

ｒ

 

Fig. 1-15吉田によって提案されたプレス成形域区分 53) 

 

深絞り性は，r 値と強い正の相関があることが報告されている 52)．絞り成形では，r 値が高い場合，パンチ肩

部の破断耐力よりも，ダイ肩部に材料が流入する際の縮みフランジ抵抗がより低い傾向となり，絞り成形性が

向上する．Lankfordら 52)は，等方性を示す材料よりも異方性を示す材料のほうが，プレス成形に適する場合が

あることを示し，フェンダーの絞り成形性と r値を関連付け，r値と n値の組み合わせによる成形可否の条件を

示した． 
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曲げ性は，n値や r値との相関はなく，材料組織の均一性が高いほど優れている．n値が低いマルテンサイ

ト鋼であっても，均一性の高い単相鋼であれば良好な曲げ性を示すことが報告されている 62)． 

伸びフランジ成形性は，材料の穴広げ試験における穴広げ率 λ と正の相関がある．穴広げ率 λ に対しても

材料組織が影響する 31)．Fig. 1-16に各種鋼板の引張強度 TS と穴広げ率 λの関係を示す 31)．材料組織の種

類のみならず組織の均一性も穴広げ性に影響を及ぼすとの報告もある 62)．また，穴広げ率 λは穴の打抜き条

件の影響を大きく受ける 63), 64)．そのため，穴広げ試験の打ち抜き方法は規格として詳細に規定されている 66) - 

68)． 

 

 

Fig. 1-16穴広げ率と鋼板強度の関係 31) 

 

張出し性は，加工硬化指数 n 値と強い正の相関がある 69)．n 値が高いほど，変形が一様に分布し，成形限

界ひずみが大きくなるため，張出し性は向上する．張出し性と鋼材の n 値との関連は，1960 年代より研究され

ている．例えば，山田 70)は，平底ポンチによる絞り成形では，n値の影響は小さいが，球頭ポンチによる張り出

し絞り成形では，r値と同様に，n値の大きい材料が望ましいことを明らかにした． Fig. 1-17に，全伸びおよび

張出し成形高さに及ぼす結晶粒径の影響を示す 71)．結晶粒径が小さいほど，全伸びが向上し，張出し成形

高さも向上する結果が得られている．これは，張出し性が材料の表面状態の影響を受けるためである．結晶粒

径が大きいほど表面凹凸が発達しやすく，張出し性が低下することが基礎実験と理論的解析によって明らか

にされている 72)．張出し成形において，材料に存在する表面凹凸による材料の板厚の不均一（初期不正）に

よりひずみの局所化が発生し，材料が破断に至るモデルが Marciniak ら 73)によって提案されており，張出し性

の向上のためには成形による表面荒れ発生の抑制が有効であるとの報告も見られる 74)． 

19 



20 1.5 材料特性と成形性に関する従来の研究 

 
Fig. 1-17張出成形性と全伸びに及ぼす結晶粒度の影響 71) 

 

数値解析を活用した成形性や形状精度の予測の高精度化のために，プレス成形時の材料特性評価試験

が種々提案されている．これについては次節で詳細に述べるが，プレスで生じる多軸応力状態での材料特性

の代表的な試験として，液圧バルジ試験 61), 75), 76)，2軸引張試験 77), 78)，ブロック状試験片に対する 2軸圧縮試

験 79)および管状試験片に対する軸力－内圧－ねじり複合試験 80)がある．中でも 2軸引張試験を用いたプレス

成形時の材料特性の研究が数多く見られる 81) - 97)． 

2 軸引張試験は，2 軸引張応力を付与するための対向する X 軸，Y 軸の 2 対のアクチュエータとそれら変

位を同期させるリンク機構を用いる手法が使用される例が多い 78), 91). 2軸引張装置にリンク機構を用いることに

よって，試験片に変形が付与されても試験片の中心が試験機中央に保持できる．2 軸引張試験は，十字型の

試験片の直行する 2方向にそれぞれ独立した引張荷重を負荷し，任意の 2軸引張変形状態を発生させること

ができ，摩擦の影響や静水圧応力の影響が生じないという利点がある．Fig. 1-18に示すように，種々の 2軸引

張用の十字型試験片が提案されている．板材を十字型に切り出し，試験片の中央部の応力およびひずみ測

定部の肉厚を腕部の荷重伝達部よりも薄くしたもの，別の材料を接合し腕部としたもの，腕部にスリットが入っ

た十字型試験片などが挙げられる．スリットを有する十字型試験片は，2 軸応力の測定精度が高いという報告

が見られ 89)，試験方法の ISO規格化がなされている 90)．これら提案されている十字試験片は，概してマクロス

 20 
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ケールでの 2軸引張試験を目的としており，その試験片サイズは数百mm四方と大きい．また，付与可能なひ

ずみ量は相当塑性ひずみで数%程度とプレスで生じる塑性ひずみに対して小さいことが課題である． 

 

(a) (b)
 

(c) (d)

(e) (f)
 

Fig. 1-18代表的な 2軸引張試験片形状 

(a)積層試験片 79) (b)十字試験片 77) 

(c)(d)(e)減厚部を有する十字試験片 83), 84), 82) 

(d)(f)スリットを有する十字試験片 84), 87) 

21 



22 1.5 材料特性と成形性に関する従来の研究 

1.5.2 プレス成形時の材料特性 

前節で述べたように，種々のプレス変形様式に応じて必要な材料特性は異なり，さらに材料特性も変形履

歴や変形様式に応じて変化する．数値解析を活用し，加工後の特性を正確に予測するためには，引張試験

で得られる単軸引張特性に加え，実加工時の 2 軸引張などの複雑な変形状態における材料特性の測定とそ

のモデル化が必要であり，プレス加工における変形様式を再現した材料特性の取得法が開発され，それら試

験法を用いた材料特性のモデル化に関する研究が数多くなされてきた． 

プレス加工中の多軸変形／多軸応力状態における伸びや表面性状に関する材料特性に関しては，成形

限界や表面荒れ限界(FLD: Forming Limit Diagram)を取得することが行われている 55)．FLDの取得方法とし

ては，中島法 98)やMarciniak法 73)が提案されており，これらの方法を用いることで単軸引張から等 2軸変形ま

でのプレス変形様式における破断や表面荒れ等の成形不具合の発生限界を測定することが可能である． 

プレスの変形様式における伸びや表面性状の材料特性に関しては，実験で取得した FLD を材料モデルと

して，数値解析に用いて，成形限界を予測することが一般的に行われている．さらに，Fig. 1-19(a)に示すよう

に，変形様式が途中で変化する複合変形経路における成形限界予測に関する研究も行なわれている 98)．複

合変形経路での成形限界の予測手法として，延性破壊条件式 100), 101)，局所分岐理論 102), 102)や応力 FLD104), 

105)による方法が提案されている．Fig. 1-19(b)に示すように，応力 FLDは主応力平面上では，変形経路によら

ず同等の限界線で成形限界評価が可能であることが報告されている 105)．このような手法を用いた数値解析に

よる高精度な成形性予測のためには，加工硬化による変形応力の変化も精度よく予測することが重要である． 

 

Independent of strain path.
σ1

Uniaxial

Biaxial

ε1

ε2

(3)

(1)

(2)

Plane strain

Dependent on
strain path

σ2

(a) (b)
 

Fig. 1-19破断限界（FLD）に及ぼす(a)ひずみ経路 98)(b)応力経路 105)の影響 

 
プレスの多軸応力下における加工硬化特性は，主に液圧バルジ試験，2軸引張試験を用いて取得され，材

料モデルの検討が数多く行われている．Hill ら 106)は，多軸応力状態下での塑性ひずみが加えられた状態で

の降伏現象を等塑性仕事点で定量的に評価し，比例負荷状態での連続的な塑性変形において，加工硬化

挙動（塑性変形時の降伏挙動の発達）が変形状態によって異なる現象を報告し，異方硬化挙動（Differential 

Work Hardening）と呼んだ 106), 107)．異方硬化挙動は，1軸応力状態，2軸応力状態でも報告がある．たとえば

集合組織が発達した薄板の単軸引張試験片を採取する方向を圧延方向に対して変化させると，全く異なる加

工硬化特性を示す報告がある 108)．2軸引張においても，材料に付与される2軸応力比によって加工硬化挙動
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が異なる異方硬化挙動が測定されている 87)．池田と桑原 109)はスリットを有する十字試験片と，リンク機構を有

する 2軸引張試験装置を用いて多軸応力下における種々の r値を持つ金属板の等塑性仕事面を測定した．

Fig. 1-20に示すように，r値が大きい IF鋼は等 2軸引張―平面ひずみ引張で塑性仕事の増加に伴い無次元

化された等塑性仕事面が膨張する傾向があることが報告されている．IF 鋼の異方硬化挙動のメカニズムに関

し，材料のミクロ組織の影響を言及している 110)．マクロスケールの材料特性に対し，材料のミクロ組織の影響

が大きく影響している 110), 111)． 

 

 

Fig. 1-20 IF鋼の等塑性仕事面の塑性ひずみによる変化(異方硬化挙動)109) 
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1.5.3 ミクロ材料組織の分析手法 

ミクロ材料組織の解析技術としては，X線回折(XRD: X-Ray Diffraction)による集合組織分析 112), 113), 走査

型電子顕微鏡 (SEM: Scanning Electron Microscope)によるミクロ組織観察 114) - 116)，EBSD(Electron 

Back-Scatter Diffraction pattern)法による結晶方位分析 117) - 119)等が挙げられる．これらの手法を用いて，成形

性とミクロ材料組織の関係が明らかにされ，成形性に優れた材料開発，数値シミュレーションによる成形性の

予測のための材料モデル開発が行われている．近年ではミクロ組織の分析手法はさらに進歩し，引張変形時

のミクロ組織のその場観察技術 120) - 122)により，マクロスケールの材料特性に及ぼすミクロ組織の影響がより直

接的に解析できるようになっている．塑性変形時のミクロ組織変化その場観察技術は，材料特性とミクロ組織

の関係を明確する上で有効な手段である． 

従来研究において，ミクロ組織変化のその場観察は単軸変形状態に限られている．一方，材料特性は変形

履歴や変形様式に応じて変化し，前節で述べたように，マクロスケールでの 2 軸引張時の材料特性に関する

研究は多くみられ，ミクロ組織の影響が言及されている．しかしながら，著者の知る限りにおいて，実際のプレ

ス変形状態である 2軸引張変形状態における，ミクロ組織変化のその場観察に関する報告はない． 

2軸引張変形状態におけるミクロ組織変化のその場観察が実現できれば，プレス変形時の材料特性に対す

るミクロ組織の影響に関する理解が大いに進み，さらに成形性に優れた材料の開発とプレス成形シミュレーシ

ョンの高精度化が期待される．そこで，本研究では，まず 2 軸引張変形状態におけるミクロ組織変化のその場

観察技術を開発する（第 2章）． 
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1.5.4 機械的特性に及ぼす材料因子の影響 

絞り成形性との強い相関を持つ r値に及ぼす材料組織の影響に関する研究は，Lankfordらによって最初に

なされた．Lankford ら 52)は，種々の鋼板の磁気トルクを測定し，特定の磁気トルク特性を持つグループの鋼板

の r値が高いことを示し，結晶方位の r値への影響を示唆した 52)．その後，BurnsとHeyer129)によって，結晶方

位の r 値の関係が詳細に研究された．彼らは，集合組織をもつ板材を変形させた場合，最初に働くすべり系

による変形が，板幅および板厚方向にどのような割合になるかにより r値が決まることを明らかにした． 

r 値へ影響する材料因子として，鋼材集合組織，炭素濃度，および結晶粒径が報告されている 123) - 128)．そ

の例として，鋼材集合組織の｛111｝方位と｛001｝方位の強度比 125)，および結晶粒度 128)の r値へ及ぼす影響を

Fig. 1-21にそれぞれ示す．Cube on faceの方位にある｛100｝<011>の場合，板厚方向に変形しやすく，r値は

非常に小さくなる．一方で，Cube on cornerの方位にある{111}<110>の場合，板厚方向に比較的変形しにくく，

r値は全体的に高くなることが報告されている 124)．そのため，r 値を高めるためには，鋼材の｛111｝方位を多く

して，｛001｝が少ないことが有効であることが明らかにされている 125)．また，結晶粒径は小さいほど r 値は低下

する傾向がある 128)．さらに，炭素濃度が低いほど集合組織が発達しやすく，r値が向上する傾向が報告されて

いる 126)．これらの知見を基礎とし，成形性に優れた材料として極低炭素 IF鋼板が研究・開発され，現在幅広く

自動車の外板に用いられている 43), 44), 47)．  

 

 

(a) (b)

va
lu

e

 

Fig. 1-21 r値に及ぼす材料因子の影響 (a)集合組織 125)  (b)結晶粒度 128) 
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張出し性やプレス加工における変形の均一性に大きな影響を及ぼす n 値(加工硬化指数)には，材料の結晶

粒径，化学成分，結晶方位が大きく影響するという種々の知見 130)- 135)がある．例えば，Morrison130)は，n = 5/ 

(10+ d-1/2) の関係を得ている．ここで，d は結晶粒径である．n 値に及ぼす合金元素の添加効果としては，鋼

材の添加合金元素の含有量が増加するほど n値が低下することが報告されている 131)．n値の向上のため，鉄

の純化が基本的な方向として考えられている．多軸応力場における結晶方位と加工硬化特性の関係としては，

{111}結晶方位が最も n値に優れ，逆に{001}結晶方位が最も低い n値を示す結果が報告されている 134)．こ

のように，n値もミクロ組織によって大きく影響を受ける． 

近年，ミクロ組織情報を用いたCPFEMを用いた数値解析モデルが種々開発され，最近では多結晶体の変

形特性予測に関する研究が数多くなされている 135) - 142)．Van Houtte ら 136)は Taylor-Bishop-Hill 理論(TBH 

theory)に基づく多結晶体の結晶塑性解析法を提案している．また，Kuroda ら 140)は結晶塑性モデルを用い，

面内異方性が小さく，加工硬化能に優れる材料集合組織について検討を行っている． 

前述のようにマクロスケールにおいては 2軸引張試験等を用いて材料特性に関する多くの実験的研究があ

る．一方，ミクロスケールにおいては数値解析を用いた検討が多い．ミクロ組織を考慮して数値解析による加

工硬化特性の予測も数値シミュレーションによって可能になりつつあるが，いまだ数値シミュレーションによる

定量的な材料特性予測には課題が残されている． 

数値シミュレーションでの定量的予測に未だ課題があるものとして，異方硬化挙動 105) - 107)がある．Fig. 1-20

に示すように異方硬化挙動は IF 鋼において顕著に見られ，2 軸引張において変形初期において加工硬化

が大きくなる挙動，その後は加工硬化が小さくなる挙動が生じることが報告されている 109)が，そのメカニズムは

未だ十分に明らかになっていない．異方硬化挙動へのミクロ結晶組織の影響が示唆されているものの，ミクロ

スケールでの実験的研究はほとんどない． 

そこで本研究では，多結晶体の塑性変形のメカニズム解明，および IF 鋼の異方硬化挙動の影響因子の解

明を目的とし，2 軸引張変形状態におけるミクロ組織変化のその場観察技術を用いて，塑性変形時のミクロ組

織変化と異方硬化挙動の関係を実験的に明らかにする（第 3章）． 
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1.5.5 プレス加工後の表面品質に関する研究 

プレス成形時の表面荒れの克服のために，1960 年代以降，アルミニウム合金板や鋼板を対象として研究が

数多くなされてきた．表面荒れの模式図をFig. 1-22に示す 146)．表面荒れは塑性ひずみの付与に伴い発生す

るメゾスケールのうねりであり，塑性ひずみによって線形的に増加する 143), 146)．Fig. 1-23に表面荒れに及ぼす

結晶粒径，変形様式，集合組織および結晶方位の影響をそれぞれ示す．材料の結晶粒径が粗大化すること

で表面荒れは発生しやすくなることが知られており例えば 143)，変形様式(変形中のひずみ比) 55), 143)などの加工

条件因子に加え，結晶構造 143)，結晶方位 148) - 156)や集合組織 154), 157), 158)などの材料因子が影響することが報

告されている． 

 

 

 

Fig. 1-22表面荒れの一例（引張変形及び圧延後の表面性状 146)） 
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Fig. 1-23表面荒れの影響因子 

(a)結晶粒径 143)(b)変形様式と塑性ひずみ量 143)(c)集合組織 154)(d)結晶方位 154) 

 

例えば，YamaguchiとMellor72) が，アルミキルド鋼の表面荒れの程度は付与される相当塑性ひずみ量と結

晶粒径によって整理できることを示している．Osakada143)らは，表面粗さは軸方向ひずみと平均結晶粒径に比

例して増大するが，その増加割合は引張と圧縮変形といった変形様式，および材料の結晶構造(ちゅう密六

方晶，面心立方晶，体心立方晶)によって異なることを明かにしている． 

表面粗さと最大主ひずみの関係は変形様式によって異なるが，変形尺度として相当ひずみを採用すれば

変形様式によらずほぼ同一となることが報告されている 72)．その一方で，変形様式によって表面荒れの発達

が異なるという報告もある 143)．このように互いに相反する実験結果が報告されている．これらの研究では供試

材が異なり，それら材料のミクロ組織も異なっていることから，表面荒れ発達の変形様式依存性へのミクロ組織

の影響が推察される． 

表面荒れとミクロ組織の関連性に関し，近年では EBSD による結晶方位解析や Atomic Force Microscopy 
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(AFM)を用いた研究が行われている 148) - 158)．しかしながらその多くはアルミニウム合金板が対象であり，現在

広く自動車の外板パネルに用いられている極低炭素鋼において，表面荒れに及ぼす材料因子（ミクロ組織，

化学成分）と加工因子（ひずみ量，ひずみ比）の相互影響は明らかになっていない． さらに，従来の極低炭

素 IF鋼の材料研究は，主に r値，伸びの特性向上 159) - 162)，そのためのミクロ組織制御 163) - 169)を目的にしたも

のであり，鋼板材料の成形時の耐表面荒れ性や成形後の表面性状について着目した研究は著者の知る限り

においてはない． 

成形後に意匠性に優れた材料開発のためには，プレス成形で生じる平面ひずみ引張から等 2 軸引張変形

における，表面荒れ発達のミクロ組織起因のメカニズムを実験的に調査し，理想的な材料のミクロ組織を明ら

かに必要があると考える．さらに，そのミクロ組織を実現する製造条件についても明らかにする必要がある． 

そこで，本研究では下記を着眼点としたミクロ組織が鋼板の表面荒れに及ぼす影響に関する研究を行う． 

（１） 極低炭素鋼板の 2軸引張下における表面荒れ発達へのミクロ組織による影響解明を目的とし，2軸引張

変形時の表面荒れ発達挙動を，Marciniak 法 73)による種々のひずみレベルの試験片の段階的な観察と，

SEM/EBSDによる 2軸引張試験のその場観察試験手法による連続観察を組み合わせ，実験的観察によ

り調査する(第 4章)． 

（２） 極低炭素鋼板の表面荒れ発達挙動の変形様式依存性へのミクロ組織の影響解明を目的とし，種々のひ

ずみ比におけるプレス成形時の表面荒れ発達挙動を，段階的なミクロ組織変化観察と，連続的なミクロ

組織変化の観察を組み合わせ，平面ひずみ引張から等 2軸引張での表面荒れ発達を観察することによ

り調査する(第 5章)． 

（３） 極低炭素鋼板のプレス加工時の表面荒れの発達挙動に及ぼす，個々の材料特性の影響を，それぞれ

分離して検討するとともに，表面荒れに影響することが推定される結晶粒間の変形抵抗差の影響を検証

し，加工時の耐表面荒れ性を実現するための高強度鋼の製造条件に関する研究を行う (第 6章)． 
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1.6 本研究の目的 
本研究は，近年の多様化する自動車ユーザーのニーズに応え，高強度かつ高意匠なパネル部品を実現

するための材料設計指針を提案することを目的とする．すなわち，プレス成形後の意匠性に大きな影響を及

ぼす多軸変形時の材料特性とミクロ組織との関係を詳細に研究し，体系化することである．具体的には，現在

広く自動車の外板に用いられている極低炭素鋼板を対象に，プレス成形時のミクロ組織変化の観察実験と

CPFEM による数値解析の両面から，高強度かつ高意匠パネル部品に関する基礎的かつ新材料開発を目的

とした研究を行う．下記に，本研究の目的の詳細内容を示す． 

 

（１） プレスで生じる多軸引張の大きな塑性変形状態を実現できる十字引張試験片を開発し，2軸引張変形状

態におけるミクロ組織変化のその場 SEM/EBSD観察技術を確立する． 

（２） 上記のその場観察技術を用いて，塑性変形時のミクロ組織変化と異方硬化挙動の関係を実験的に調査

し，多結晶体の塑性変形のメカニズム，および極低炭素 IF 鋼の異方硬化挙動の影響因子を明らかにす

る． 

（３） 成形品の意匠性に影響する 2軸引張変形時の表面荒れ発達挙動を，Marciniak法 73)による種々のひず

みレベルの試験片の段階的な観察と，SEM/EBSD による 2 軸引張試験のその場観察試験手法による連

続観察を組み合わせ，観察および分析により調査し，成形時の表面荒れ性とミクロ組織の関係を明らか

にする． 

（４） 種々のひずみ比におけるプレス成形時の表面荒れ発達挙動を，段階的なミクロ組織変化観察と，連続的

なミクロ組織変化の観察を組み合わせ，平面ひずみ引張～2軸引張での表面荒れ発達を観察することに

より調査し，CPFEMによる数値解析を用いて，成形時の表面荒れ性の変形様式依存性へのミクロ組織の

影響を検証する． 

（５） 極低炭素鋼板のプレス加工時の表面荒れの発達挙動におよぼす個々の材料特性の影響を，それぞれ

分離して検討するとともに，表面荒れに影響することが推定される結晶粒間の変形抵抗差の影響を検証

する．そして，加工時の耐表面荒れ性に優れた高強度鋼のミクロ組織の設計指針とそのミクロ組織実現

のための極低炭素鋼板の焼鈍条件について提案する．また，実験により，提案条件で作成した材料の成

形時の耐表面荒れ性について実験検証する． 

 

以上の研究目的を達成することで，CO2排出量削減のための車体軽量化と，衝突安全性の向上に加え，自

動車ユーザーのニーズに対応したパネル部品用の薄鋼板が実現でき，自動車産業界への貢献，さらには地

球環境保護への貢献を果たすことが可能となると考える． 
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1.7 本論文の構成 
本論文は 7 章からなり，本章では本研究の背景および従来の研究をまとめることにより，本研究の意義及び

重要性を述べるとともに，本研究の目的を示した．本章と結論である第 7章以外の第 2章から第 6章が本文で

ある．以下に各章の概要を述べる． 

第 2 章では，SEM のチャンバー内で 2 軸引張試験が可能な小型の二軸引張試験装置と，プレスで生じる

多軸引張の大きな塑性変形状態を実現できる十字引張試験片を開発し，2 軸引張におけるミクロ組織変化の

特徴を明らかにする． 

第 3 章では，多結晶体の塑性変形のメカニズム，および極低炭素鋼板の異方硬化挙動の影響因子を明ら

かにする．ミクロ組織の不均一変形挙動に着目し，その加工硬化特性への影響の分析を行う． 

第 4 章では，2 軸引張その場 EBSD解析で得られた結晶方位と塑性変形時の凹凸の対応関係を明らかに

し，表面荒れ発達に影響を与えるミクロ組織の影響を明らかにする． 

第 5章では，極低炭素 IF鋼のプレス成形時の種々のひずみ比における表面荒れ発達挙動を，CPFEM に

よる数値解析とプレス成形時のミクロ組織変化の観察実験の両面から調査し，極低炭素鋼の表面荒れ発達の

変形様式依存性に関し，ミクロ組織起因のメカニズムを考察する． 

第 6 章では，第 3 章から第 5 章で得られた耐表面荒れ特性に影響を及ぼす材料因子（加工硬化特性，結

晶粒径，集合組織）を分離して検討し，加工時の耐表面荒れ性に優れた高強度鋼のミクロ組織の設計指針と

そのミクロ組織実現のための極低炭素鋼板の焼鈍条件について提案する．また，提案技術，提案材料の優位

性を実験により検証する．  

第 7章では，第 2章から第 6章で得られた主要な結果を総括する． 
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第 2章 2軸引張のその場 SEM/EBSD観察試験法の開発 

2.1 緒言 

軽量化と衝突安全性向上の両立のため，高強度鋼板の自動車部品への適用が加速している．自動車の性

能向上やユーザーの嗜好変化に対応したデザイン設計の観点から，自動車部品形状は複雑化する傾向にあ

る．そのため，高強度，かつ高成形性も備えた自動車用鋼板が求められている 1)． 

一般に，鋼板の成形性は単軸引張試験で得られるマクロな材料特性値により評価される．深絞りや張出し

などのプレス成形性は，r 値と n 値，または伸びという材料特性をそれぞれ向上させることによって改善される

傾向がある 2), 3)．一方，このようなマクロな材料特性は，鋼板のミクロ組織構造の影響を大きく受ける．r値は鋼

板の表面に垂直な{111}面を持つ結晶方位が多いほど改善する 4)–6)．n 値は結晶粒径 7)および化学成分 8)に

よる影響が大きい．そのため，X線回析 9)–11)，走査型電子顕微鏡(SEM: Scanning Electron Microscope)12)–14)，

EBSD(Electron Back-Scatter Diffraction pattern)法 15)–17)によるミクロ組織構造の観察・分析が行われ，高強度

と高成形性を両立する鋼板開発に活用されている． 

近年，金属組織観察および分析技術は大きく進歩し，引張試験のその場観察 18)により，機械的性質に及ぼ

すミクロ組織構造の影響 19)–22)が，より直接的に調査できるようになってきている．Tschoppら 19)は単軸引張のそ

の場 SEM観察により，ニッケル超合金の多結晶材料を用い，ミクロ組織における単軸引張中の局所ひずみの

発達挙動を観察し，EBSD により局所ひずみが発生している箇所の結晶方位の分析も行った．局所的なひず

みの発生と結晶粒の Schmid Factor が相関し，結晶粒界付近の局所ひずみが大きいことを報告している 19)．

他にも，鉄の単結晶を用い単軸引張および圧縮変形のその場 SEM および原子間力顕微鏡を用いて変形中

のすべり系活動についての報告がある 20)．塑性変形中のすべり線の発達と結晶方位の回転を分析し，鉄の

{110}面のすべり系が有効な場合にすべり線が長く，直線になる傾向があり，一方，{112}面のすべり系が有

効な場合にすべり線が曲線または波形になる傾向が観察されている 20)．さらに，活動すべり系と加工硬化挙

動の関係についても調査がなされている 20)． 

このように材料のマクロな機械的特性はミクロ組織構造の影響を強く受け，塑性変形時のミクロ組織変化の

その場観察手法は，マクロな機械特性とミクロ組織の関係を明確化にするための効果的な手段であるといえ

る． 

実際の成形プロセスにおいては，材料は多軸変形状態にある．一方，従来のその場観察手法の報告は単

軸変形状態に限られている．さらに高いプレス成形性と高強度を兼ね備える鋼板の材料設計指針を得るため

には，実際のプレス成形で生じている 2軸引張状態に基づき，マクロな変形挙動に対するミクロ組織構造の影

響を明らかにすることが不可欠であると考える．しかしながら，2軸引張試験でのその場 SEMおよび EBSD分

析に関して報告されている研究は今のところない． 

2軸引張でのマクロな塑性変形挙動を調査するための研究は多くなされてきた 23)–43)．例えば，桑原ら 25), 26)

は十字形試験片を使用した 2 軸引張システムを開発し，種々の r 値を持つ鋼板を用いて等塑性仕事面の形

状と塑性変形に伴うその変化を明らかにした．その中で，彼らは，極低炭素（IF: Interstitial Free）鋼の加工硬

化のメカニズムに関し，材料のミクロ組織の影響についても言及している．黒田ら 27)は，アルミ合板板のマクロ

な機械的性質に対するミクロ組織の影響を調査した．彼らは結晶塑性解析を用いて，面内異方性が小さく，伸
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びが大きい最適な組織を調査している．2 軸引張状態での機械的性質に対するミクロ組織の影響は，数値解

析を用いた検討 27, 28)が多い．それに対し，実験的に 2軸引張においてミクロ組織変化と材料特性の関係を調

査した研究は非常に少ない． 

2 軸引張でのミクロ組織の変化を連続観察し，直接分析できるようになれば，ミクロ組織変化と材料特性の

関係の理解が飛躍的に進み，さらに高性能な材料開発につながることが期待される．そこで，本研究では，2

軸引張でのその場観察システムを開発する．従来報告されている SEM の真空チャンバー内での単軸引張試

験システムの考え方を 2軸引張に拡張する．マクロな 2軸引張試験機と十字形試験片を小型化し，SEMの真

空チャンバー内での試験方法を開発する．しかしながら，単に従来の十字形試験片 25), 26), 29)–36)を最小化する

だけでは，プレス成形相当の大きな 2軸引張塑性ひずみを得ることは難しい．2軸引張変形のその場 SEMお

よび EBSD分析に適した十字型試験片を開発する必要がある． 

本章ではまず，有限要素解析（FEA: Finite Element Analysis）を用いて，等 2軸引張条件における，本試験

システム用の十字形試験片の最適形状を設計する．つぎに，シミュレーションから得られた最適な試験片を実

際に製作し，開発した試験システムを用いて 2軸引張のその場 SEMおよび EBSD観察を実施する．さらに，

SEMおよびEBSD分析による 2軸引張試験のその場観察の結果の妥当性を検証し，ミクロ組織における塑性

変形に及ぼす結晶方位の影響について考察する． 
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2.2 2軸引張試験のその場観察に適した十字形試験片の開発 

2.2.1 十字形試験片の 2軸引張解析条件 

2 軸引張の SEM／EBSD によるその場観察を行うためには，観察する中心部において均一な 2 軸引張変

形が実現できる小型十字形試験片が必要である．また，試験片の中心で得られる 2 軸引張の塑性ひずみが

可能な限り大きいことが望ましい．十字形試験片の中心で均一な変形を実現するため，一般的な従来の十字

形試験片には腕部に平行なスリットを有しているものが多い 25), 31), 34)．これらの十字形試験片を単純に小型化

した場合，放電のワイヤー加工径の大きさの制限があり，小型試験片の腕の幅に応じた幅の狭いスリットを実

現できない．幅の広いスリットをそのまま採用した場合，スリット端へのひずみの局所化が問題となる． 

そこで，最適な十字形試験片形状を，有限要素法を活用して探索することにした．ソリッド要素を用いた静

的陰解法の有限要素解析ソフト DEFORM-3DTM v10.2で解析を行った． 

Fig. 2-1に数値シミュレーションで検討した十字形試験片の形状および設計パラメータを示す．試験片の外

寸は，真空チャンバー内の2軸引張試験装置のつかみ部の形状と，SEMによる観察視野を考慮して決定した．

試験片の全長は 40 mmである．試験片腕部の付け根の部分へのひずみ集中と板厚減少を抑制するために，

従来の試験片 25), 31), 34)とは対照的に，引張方向に対して 45°の方向に 4個のスリットを配置した．それらスリット

の幅は0.15 mmである．中心の評点部の大きさは，後述する引張試験システムの荷重容量から1.1 mm四方と

した．試験片の腕部の厚さは，母材を SEM／EBSD分析用に研磨・エッチングした後の厚さで 1.4 mmとした．

試験片の腕の幅 Wは，中心部の評点部の大きさとスリットの長さから寸法が決まり，1.3～6.0 mmである． 

観察部に大きな塑性ひずみを得るため，中心部の板厚を減少させた試験片 35), 36)が報告されている．これら

報告を参考に，中心の減厚形状を設計した(Fig. 2-1(c), (d)). SEM／EBSD分析を前提とし，試験片の裏側は

凹状になっているが，表側は観察部であるため平らな形状とした．試験片の減厚部と腕部の間のつなぎの部

分の曲率半径は 1 mmである．このタイプの四角形状の減厚パターンをパターン R として以降表記する．減厚

率は，減厚部の厚さ trと腕部の厚さ ta（1.4 mm）との比率として以降定義する． 
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Fig. 2-1 Shape and geometries of cruciform specimen (in mm). 
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Fig. 2-2に十字形試験片の中心部の有限要素モデルを示す．モデルは約 250,000の 4面体要素で構成さ

れている．計算時間の短縮のために，試験片の腕部近傍のメッシュサイズは，変形領域と考えられる試験片中

心部の 2.5倍の大きさなっている．中心部のメッシュサイズは，想定される試験片の結晶粒径（約 10～20 μm）

程度となるように作成した．数値計算における座標の原点は試験片の上面中心に設定した．x座標，y座標，z

座標はそれぞれ圧延直角方向（TD: Transverse Direction），圧延方向（RD: Rolling Direction），板厚方向

（ND: Normal Direction）である．スリットの長さ Lslitは腕の端部からスリットの端部までの長さと定義した．  

数値シミュレーションにおいて，腕部の端部の各節点に強制変位を与え試験片の中心の変形を解析した．

x方向と y方向に与える変位δxおよびδyは，等 2軸引張変形となるよう等しく設定した． 

後述する実験で使用する IF鋼板の単軸引張試験から得られる材料特性を，数値解析シミュレーションに用

いた．ヤング率：E = 208 GPa，ポアソン比：ν  = 0.3 とし，流動応力：σ = 577(0.0064 + εp)0．25 MPa とした．ここで，

εpは塑性ひずみである． 

解析は等方硬化則を仮定した．スリット端部の相当塑性ひずみが，実測した単軸引張での破断限界ひずみ

εlimit＝1.1の値に達した時に破断すると仮定した． 
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Slit length, Lslit
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Fig. 2-2 Finite-element model. 
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中心部で大きな塑性ひずみが実現できる最適な試験片形状を調べるため，Table 2-1に示す種々のスリット

の長さ Lslitと減厚率 tr / taを持つ，6種類の試験片を用いて解析した． 

 

Table 2-1 Geometrical conditions of specimen in FEA 

Type of
specimen

Slit length,
Lslit [mm]

Reduction ratio,
tr / ta [%]

Reduction
pattern

A 0.10 0 -
B 1.6 0 -
C 2.3 0 -
D 3.7 0 -
E 1.6 29 R
F 1.6 50 R

 

 

2.2.2 解析結果 

2.2.2.1 スリット長さの影響 

試験片中心部分の変形に及ぼすスリット長さの影響は，試験片形状A, B, C, およびDを使用して調査した．

Fig. 2-3に変位量δx = δy= 0.16 mmでの，形状 A（Lslit = 0.1 mm）および B（Lslit = 1.6 mm）の上面の相当塑

性ひずみ分布を示す．形状 Aの場合，塑性ひずみは腕部の根元と切り込みの端部近傍に局所的に集中して

おり，中心部では小さい．それに対し，形状 B ではひずみがより均等に分布し，中心部が比較的大きくなる傾

向である． 

Fig. 2-4に上面の中心部での最大の相当塑性ひずみεeq,maxに対するスリット長さの影響を示す．εeq,maxは，ス

リットの端部が，限界ひずみεlimitである 1.1に達する解析ステップの 1ステップ前のストロークで計算した，原点

（試験片中心）での相当塑性ひずみである．与える変位量δxおよびδyは，試験片形状 A では 0.80 mm，形状

Bでは 0.21 mm，形状Cでは 0.20 mm，形状Dでは 0.19 mmであった．εeq,maxは，Lslit = 1.6 mmおよび 2.3 mm

（形状 Bおよび C）で，Lslit = 0.1 mmおよび 3.7 mm（形状 Aおよび D）の場合より長くなる．スリットが長くなる

に伴い，平らな評点部の面積が小さくなり，試験片中心部で実現される塑性ひずみは比較的大きくなる傾向

である．Lslit = 3.7 mmの場合においては，スリット端へのひずみ集中が変形の初期段階からみられる傾向であ

ったため，εeq,maxが低下したと推定される． 
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Fig. 2-3 Distribution of equivalent strain at displacement of 0.16 mm. 
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Fig. 2-4 Effect of slit length on maximum equivalent strain at center of specimen. 
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Fig. 2-5に試験片形状 Bの x軸(y = 0)に沿った断面における，εxおよびεyの分布の変位量増加に伴う変化

を示す．両方向のひずみは変位量の増加に伴い増加するが，その場観察を実施予定である少なくとも x = 

-0.10～0.10 mmの中心範囲では，変位量が 0.20 mm以上の場合でも，ひずみ分布が十分に均一であること

が確認される．また，y軸に沿った断面，および x軸または y軸に対して 45°の方向に沿った断面におけるひず

み分布においても，同様に塑性ひずみ分布が十分に均一である結果が得られた． 

Fig. 2-6 に変位量が 0.16 mm の条件において，各スリット長さの条件について，x 軸に沿ったひずみ比

β (= εy/εx)の分布を示す．ひずみ比の変動は Lslit = 1.6 mmで最小となり，観察部分である 0～0.1 mmの中心

範囲でほぼ一定で，等 2軸引張相当のひずみ比 1.0が得られることが分かる． 

以上の解析結果から，最も均一な等 2軸引張状態が得られるのは試験片の Lslit = 1.6 mmのときであること

が分かる． 
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Fig. 2-5 Strain distributions along x-axis for type B. 
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Fig. 2-6 Effect of slit length on distribution of strain ratio at displacement of 0.16 mm. 
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2.2.2.2 減厚量の影響 

前述の結果は減厚が無い試験片の計算結果であった．観察領域で実現できる塑性ひずみ量の大きさに対

する試験片の減厚による影響を調査するため，3種類の減厚率 0%（形状 B），29%（形状 E），50%（形状 F）に

ついて計算を行った．スリットの長さ Lslit は前述の結果から 1.6 mm とした． 

Fig. 2-7に中心の相当塑性ひずみに対する減厚量の影響について示す．減厚 0%（形状 B）の場合に比べ

て，減厚有りの場合は，中心の相当塑性ひずみが大きくなることがわかる．中心部に付与されるひずみは，減

厚率が 30%の時に極大となり，減厚率が 50%に達すると，中心部の相当塑性ひずみが若干小さくなる傾向が

見られる．これは，減厚量が大きくなると試験片裏側のスリット先端の変形拘束が大きくなり，スリット端への応

力集中が大きくなるためであると推測される．試験片の取り扱いの観点からも減厚量は，可能な限り小さいほう

が望ましい．以上から，今回の比較の中では減厚量は 30%程度が最適であると考えられる． 
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Fig. 2-7 Effect of reduction ratio on maximum equivalent strain at center of specimen. 
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2.2.2.3 減厚形状の改善 

前述の解析結果で，等 2軸引張状態での最も均一かつ大きな塑性ひずみが実現できるのは，Table 2-1に

示す 6種類の試験片の中で切り込みの長さが 1.6 mm, 減厚率 29%の試験片，つまり形状 Eであることが明ら

かになった．しかしながら，上に示した計算結果はその場観察が行われる上面における結果であり，板厚方向

の変形の均一性については検証できていない．そのため，ここでは板厚方向全体の変形状態を分析する． 

Fig. 2-8に形状 Eの試験片，y = 0での x-z断面における相当応力の分布を示す．試験片の厚さ方向で，応

力が均等でないことが確認できる．これまで評価してきた上面(観察面)の応力は，下面よりも小さい．このような

不均一な応力分布は，この減厚パターン R の形状によって発生すると推定される．片側のみを減厚している

形状であるため，引張変形を付与した時に曲げ変形が生じることにより，結果としてひずみは上面よりも下面

で大きくなると考えられる． 
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Fig. 2-8 Distribution of equivalent stress in x-z cross-section at y = 0 

at displacement of 0.16 mm for type E. 
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そこで，曲げ変形の発生を防止するという観点で，別の減厚パターン X を提案する．Fig. 2-9 に新しく提案

する減厚パターンを示す．減厚形状を X字状にすることで，曲げモーメントの発生方向を引張軸から 45°傾け，

引張軸方向には極力曲げモーメントを発生させないようにした．評点部長さは 1.1 mm で，これは減厚パター

ン R（Fig. 2-1）の場合と同様である．これまでの検討で，最適であったスリット長さが 1.6 mm，減厚率が 29%の

条件で，減厚パターン Xの場合の相当応力分布を Fig. 2-10に示す．また，Fig. 2-11に減厚パターン Rおよ

び Xに対する z軸に沿った相当応力分布を示す．上面と下面の応力の差は，減厚パターン Rの場合よりも減

厚パターン X の場合のほうがはるかに小さく，減厚パターン X においては板厚方向の均一変形が推定され

る． 

 
Fig. 2-9 Schematic view of reduction pattern X from bottom side. 

x

z

300 323 345 368 390 413 435 458 480
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Fig. 2-10 Distribution of equivalent stress in x-z cross-section at y = 0  

at displacement of 0.16 mm in case of reduction pattern X. 
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Fig. 2-11 Distributions of equivalent stress along z-axis for reduction patterns R and X. 

 

Fig. 2-12 に減厚パターン R および X に対して得られた最大の相当塑性ひずみεeq,maxを示す．パターン X

の場合，上面と下面のひずみはほぼ均一となることが確認できる．また，その上面のひずみはパターンRよりも

パターンXの方が大きいことが分かる．その場観察において，ミクロ組織構造の変形観察は上面から行われる

ため，観察部のひずみをより大きくできるということも重要な改善点である． 
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Fig. 2-12 Maximum equivalent strains on both sides of specimen. 
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最後に，観察面内(xおよび y方向)の変形の均一性が，パターン X においても得られることを検証する．試

験片の上面と下面の x軸に沿ったひずみの分布εxおよびεyを Fig. 2-13に示す．その場観察が行う領域(赤枠

部)で，塑性ひずみが均一に分布することが確認される．y 軸に沿ったひずみの分布でも，同様の結果が得ら

れた．また，中心部の観察領域でのひずみ比は約 1.0であり，等 2軸引張変形が実現できていることが確認で

きる． 
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Fig. 2-13 Strain distributions on both surfaces along x-axis at displacement of 0.16 mm. 
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2.3 2軸引張試験のその場 SEM／EBSD観察 

2.3.1 実験装置および実験方法 
2軸引張のその場 SEM/EBSD観察のための実験装置を新たに開発し，前述の解析結果に基づいて，試験

片形状を製作し，2軸引張のその場観察実験を行った． 

本研究で開発した実験装置を Fig. 2-14に示す．装置の寸法は，電界放出型(FE: Field Emission)-SEMの

真空チャンバー内の空間制約により，奥行きが 166 mm, 幅が 140 mm, 高さが 42 mm となるように設計した．

2つのサーボモーターにより 2軸引張を実現した．従来のマクロな 2軸引張試験の場合，2方向の動きを同期

させるためにパンタグラフ機構が用いられる 25)．しかしながら，真空チャンバー内の空間が制約されており本シ

ステムには採用できない．そこで，2つのサーボモーターにより xおよび y方向のクロスヘッド動作を別々に与

え，それらクロスヘッド変位をソフトウェアにより同期制御した．各クロスヘッド変位の測定は，クロスヘッドの裏

面のステップゲージを用いて検出した．各方向の最大負荷能力は 1 kNである．クロスヘッド速度は，0.50～50 

μmの範囲で 0.50 μm/sピッチで調整，制御することができる． 
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A cruciform
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Crosshead
motions

 
Fig. 2-14 Biaxial tensile test system in vacuum chamber of SEM. 

 

その場 SEM/EBSD観察で使用する設備レイアウト図を Fig. 2-15に示す．2軸引張試験システムはコンピュ

ーターPC1 により制御される．ソフトウェアによる制御で，2 つの引張方向それぞれにあらかじめ設定した変位

を与え，試験システムに内蔵されたギアによりクロスヘッド変位を機械的に保持する．その状態で，2 軸引張中

のその場 SEM-EBSD分析を実施する．クロスヘッドの保持状態のクロスヘッド変位の戻りは，2つの引張方向

いずれも 1 μm以下であった．一般に，EBSD分析 17)は，試料を 70°傾けた状態で行われる．しかし，本観察条

件では，真空チャンバー内の寸法制限から，実現可能な傾斜角として 58°を採用した．EBSD 分析のために

PC2を使用し，結晶方位データの収集には OIM Collection v6.1を用いた．SEM観察および EBSD分析は，
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十字形試験片の中心部 200 µm四方で，500倍の拡大倍率で実施した．EBSD分析の測定ピッチは 1.0 μmと

した．FE-SEMの電子ビームの制御と画像の取得には PC3 を使用した．試験中の試験片の塑性ひずみは，ク

ロスヘッド変位と数値解析の相当塑性ひずみの関係から算出した．この手法で算出した塑性ひずみと，観察

部における結晶粒の変形前後の三重点の変化から計算した実際の塑性ひずみが一致していることを確認し

ている．また，板厚ひずみは体積不変を仮定して計算した． 

本研究で使用した試験材の機械特性を Table 2-2に示す．フェライト単相鋼である板厚 1.6 mmの IF鋼板

を用いた．RD方向に取得した JIS5号試験片を用い，3.0 mm/minのクロスヘッド速度の単軸引張試験で機械

的特性を取得した．試験片の評点部の長さおよび幅はそれぞれ 50 mm，25 mmである． 
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Fig. 2-15 Data measurement setup of biaxial tensile test system for SEM-EBSD analysis. 

 

Table 2-2 Mechanical properties of material used in this study 

YP*
[MPa]

TS*
[MPa]

u-EL*
[%]

EL*
[%]

r-value** Average
r-value0° 45° 90°

150 286 29 54 1.7 1.5 2.1 1.7

*   Measured in rolling( 0o ) direction 
** Measured at uniaxial plastic strain 15.0=pε
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ワイヤー放電加工機により，板材から前節で設計した十字形試験片を作成した．RD方向を直交する 2つの

引張方向の一方となるように切断加工した後，前節で検討した最適な寸法となるように試験片を加工した．つ

まり，スリット長さ1.6 mm，試験片の腕の幅3.0 mm，減厚量 tr = 0.4 mmとした（Fig. 2-1およびFig. 2-9を参照）．

減厚領域は，X 形とし，放電加工により加工した．試験片の観察側をバフ研磨したのち，SEM-EBSD 分析の

ために電解研磨を行い，試験片の腕部の厚さを 1.4 mm（= ta）とし，上面は減厚率が 29％となるように調整し

た．実際に制作した十字形試験片の上面および下面からの写真を Fig. 2-16に示す．  

2軸引張のその場観察実験は，各方向へ 2.5μm/sのクロスヘッド速度で行った． 
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Fig. 2-16 Photos of specimen for biaxial tensile test. 
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2.3.2 実験結果および考察 

2.3.2.1 開発試験システムでの等2軸変形の検証 

開発した試験システムで等 2軸変形が実現されるかどうかを確認するため，Marciniak法による等 2軸引張

試験 37) (以下，マクロスケールの等2軸引張試験)によって，同じ試験材を用いて得られた結果と本試験システ

ムで得られた結果を比較した．マクロスケールの等 2 軸引張試験は，直径が 100 mm の円筒パンチと辺長が

200 mmの長方形の試験片，および駆動板を使用して行った．試験のパンチストローク速度は 5.0 mm/minとし

た．試験は 0.10, 0.15, 0.20, 0.25の相当塑性ひずみが試験片の中央に付与された時点でそれぞれ終了し，ビ

ッカース硬度を測定した． 

マクロスケールの等 2軸引張試験で成形した試験片を用いて X線回折（XRD: X-Ray Diffraction）により集

合組織を測定した．方位分布関数（ODF: Orientation Distribution Function）を，直交異方性条件を仮定し計

算した．なお，本論文の結晶方位は Bunge のオイラー角の表記法（ϕ1, Φ, ϕ2）44)を使用して表現する．一方，

本開発システム(以下，ミクロスケールの等 2軸引張試験)を用いて取得したミクロ組織の EBSD分析結果を用

いて，同様に ODFを計算した． 

一般的に，IF 鋼の ODF ϕ2 = 45°断面における最大強度は，{111}面を示す位置において確認される．この

{111}の集合組織は，多いほど r値が大きくなること報告されており 4)，プレス成形における絞り成形性を高める

ための重要な集合組織である． 

Fig. 2-17にミクロスケールとマクロスケールの等 2軸引張試験を比較し，相当塑性ひずみεeqによる{111}集

合組織の最大強度の変化を示す．同じ試料を用い，単軸引張のその場 EBSD 分析試験で測定された結果も

参考のために同図に示す．単軸引張状態の場合とは対照的に，{111}集合組織の最大強度は，ミクロおよび

マクロな等 2軸引張試験の両方で，相当塑性ひずみの増加に伴いより増加する傾向である．2つの等 2軸試

験の結果は定量的によく合致している．圧縮変形において，結晶方位の安定方向は荷重方向の{111}および

{001}であり，引張変形では{110}である 45)．RDおよび TD方向の 2軸引張の場合，変形状態は ND方向の

圧縮と力学的に同じである．そのため，等 2軸引張のFig. 2-17の結果においては，ND{111}集合組織が発達

していると考えられ，従来報告と一致している． 
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Fig. 2-17 Comparison between micro biaxial test and Marciniak type test on maximum intensity  

of crystal orientation {111} planes in ODF(j2=45o). 
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Fig. 2-18 にミクロスケールとマクロスケールのそれぞれの試験における，ビッカース硬度変化と相当ひずみ

の関係を示す．硬度は試験片の中心部において，TD-NDの断面，上面から 1/4の厚さの箇所で測定した．ビ

ッカース硬度においても 2 つの試験の間でかなり良好な合致が確認でき，2 つの試験で与えられた加工硬化

量がほぼ同じであることを示唆している． 

これら実験結果の比較から，本研究で開発されたミクロスケールの等2軸引張試験システムで等2軸変形が

実現できていることが確認された． 
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Fig. 2-18 Comparison of Vickers hardness between micro biaxial test and Marciniak type test. 
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2.3.2.2 表面荒れ増大のその場観察と等2軸引張によるミクロ組織変化の分析 

つぎに，本研究で開発した SEM-EBSD分析を使用した等 2軸引張でのその場観察から得られた特徴的な

結果について述べる． 

Fig. 2-19に試験中の材料表面の 2次電子像の変化を示す．2次電子像の濃淡が発達し，表面荒れが等 2

軸変形の進行に伴い増大し，凹部と想定される部分の形状は結晶粒に近い形状をしていることが観察される．

また，すべり線が 1方向ではなく，様々な方向のものが確認される．顕著なすべり線は，凹部で観察された．顕

著な凹部の 1つを Fig. 2-19に丸で囲んで示す．2軸引張の連続的な SEM観察により，特定の結晶粒が優先

的に変形し，凹部になることがわかる．これは結晶粒間の変形抵抗の差に起因すると考えられる．張出し

性 37–40)が表面荒れの影響を強く受けることはよく知られている 41)–43)．そのため表面荒れ発達のメカニズムを明

確化することは，材料の高機能化に大きく貢献すると考えられる． 
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Fig. 2-19 SEM images during biaxial tensile test. 
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Fig. 2-20に等 2軸引張中のミクロ組織変化について EBSDを用い分析した結果を示す．この図では 3種類

のマップを採用した．結晶方位分布を示すために，ND 方向の逆極点図(IPF)マップを，結晶粒の変形の程度

を示すため，結晶粒内平均方位差(GAM)マップを，相対的な結晶粒の変形抵抗を示すため，Taylor factor 

マップをそれぞれ使用した．通常のTaylor factor46)では巨視的な降伏応力が用いられるのに対して，EBSD分

析における Taylor factor47)では均一な変形を仮定して近似的に計算される各測定点の結晶方位の降伏応力

が用いられている 48)．本研究では，体心立方構造の主なすべり系として 24個の滑り系を考慮し，それらすべり

系の臨界分解せん断応力が一定とし，一様な等 2軸引張の多軸変形を仮定して EBSD分析での 200 µm四

方(201 x 201 = 40401点)の観察点それぞれで計算した．Taylor factorは，変形抵抗を相対的に示す指標であ

り，この値が低いほど変形抵抗が低く変形が容易な領域であることを示している． 

単軸引張試験のその場観察の報告 19)と同様に，IPF マップから，変形の進展に伴って徐々に結晶方位が

変化すること，結晶方位の変動は結晶粒界近傍で比較的大きいことがわかる．また，{111}面方位の付近の結

晶粒の結晶方位は変形の進展に伴い，{111}面方位へ回転する傾向がある．この結果は Fig. 2-17によく対応

している．GAMの値は結晶粒の変形の進展に伴って増加し，GAM値の増加と IPFマップ内の結晶方位の変

化が対応している．また，IPF マップの{001}および{101}方位付近結晶粒の GAM 値が増加する傾向が見ら

れる．IPFマップと Taylor factor マップとの比較から，{001}面方位を持つ粒子の Taylor factorが比較的低い

ことがわかる．そのため，{001}方位を持つ粒子は等 2 軸引張状態で容易に変形することが推定される．その

結果，{001}方位は Fig. 2-19に示すように変形の進展に伴って凹部になると考えられる．このようなミクロな不

均一な変形により表面荒れが生じる可能性がある．さらなる調査を次章以降で実施する． 
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Fig. 2-20 IPF, GAM and Taylor factors in OIM during biaxial tensile test. 
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2.4 結言 
本研究では，SEMを利用したEBSD分析を用いて，等 2軸引張変形時のミクロ組織変化のその場観察およ

び分析を行う実験システムを開発した． 

まず，等 2 軸引張状態を想定し，本試験システムのための十字形試験片の最適な形状を有限要素解析に

より設計した．試験片の中心部にある平らな評点部を 1.1 mmに，アーム厚さを 1.4 mmに設定し解析を実施し

た．数値解析から，スリット長さが 1.6 mmの試験片に対し，評点部の減厚 0.4 mm（減厚率 29%）で，X字状の

減厚形状を加工することにより，観察部において相当塑性ひずみで約 0.2という，均一かつ十分に大きいひず

みが実現できる結果が得られた． 

つぎに，真空 SEM チャンバー内の 2 軸引張試験システムを実際に開発・製作した．そして，開発した試験

システムと提案する十字形試験片を使用し，等 2 軸引張変形時のミクロ組織変化のその場観察を実施した．

等 2軸引張変形の実現検証は，本試験システムとマクロな Marciniak法の 2軸引張試験から得られた結果を

比較することにより実施し，確認した． 

最後に，得られた等 2軸引張のその場 SEM観察および EBSD分析の特徴的な結果を示した．等 2軸引張

変形時の表面荒れの発生は，特定の結晶方位を持つ粒子の変形に関係していることが明らかになった．詳し

い調査は次章以降で実施する． 

本研究で開発した試験システムが，高強度と高成形性を備えた薄鋼板を実現するための，材料ミクロ組織

の設計指針を得るための有益な手段であると考える． 
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第 3章 極低炭素鋼板の加工硬化特性に及ぼす 

2軸引張時のミクロ組織変化の影響 
3.1 緒言 

前章で述べたとおり，高強度鋼板の自動車部品への適用が拡大している 1)．一般に鋼板は，高強度

ほど延性は低くなる傾向にある．加えて，近年の自動車外板の部品形状は複雑化傾向にある．そのた

め，生産時の成形はさらに厳しくなり，成形不良が生じやすくなる．プレスの成形性は，有限要素法

（FEM）に基づいた数値解析によって事前検討されている．しかしながら，数値解析で，“表面荒れ
2) ”，“面ひずみ 3) ”などの成形品の表面性状をミクロン単位で予測するにはいまだ課題がある．プレ

ス成形性の予測の精度をさらに向上させるためには，多軸引張状態で素材の変形挙動を正確に表現す

る材料モデルが重要である．高精度なプレス成形解析のための重要な材料特性の 1つとして，加工硬

化挙動が挙げられる． 

Morrison4)は 1軸引張状態で加工硬化指数 nに対する結晶粒径の影響を調査し，関係式 n = 5/(10+d−1/2)

（ここで，dは平均結晶粒径）を提案した．さらに，増井ら 5)は加工硬化指数 nに対する粒径の効果と

それ以外の効果に分けて調査し，n値が結晶粒径に伴い増加することを証明した．Leslieら 6)は n値に

及ぼす合金元素の添加効果を調べた．よく知られているように，n 値は一般的に合金元素の添加量の

増加に伴って減少するため，その改善のために鉄の純化が基本的な方向として考えられている．上西

ら 7)はいくつかの代表的な方位について単結晶試験片を使用して単純せん断試験を行い，加工硬化挙

動が結晶方位ごとに著しく異なることを報告した． 

多軸応力状態での加工硬化挙動についても研究例がある 8)-10)．安部ら 10)は単結晶板の張出し成形試

験を行い，多軸応力状態での加工硬化率と結晶方位との関係を調査した．その結果，法線方向（ND）

に{111}面方位を持つ結晶は最も高い n 値を示し，{001}面方位を持つ結晶は最も低い n 値を示すこと

を報告した．また，彼らは多結晶の鋼板においては，n 値の結晶方位依存性が結晶粒界の存在によっ

て弱まることを考察している． 

桑原ら 11)は 2軸引張試験システムを開発し，各種薄板材料の加工硬化挙動を測定した．彼らは 2軸

引張試験での加工硬化挙動が 1 軸引張試験でのそれとは異なることを報告した 12)．2 軸引張の加工硬

化は，1 軸引張状態の加工硬化よりも大きく，無次元化した等塑性仕事面の形状は，変形の初期段階

において第 1象限で拡大する結果を示した．さらに，0.1以上の塑性ひずみ領域において，2軸引張に

おける加工硬化量は小さくなり，第 1象限において無次元化した等塑性仕事面の形状が縮小する傾向

についても報告している．特に，極低炭素（IF: Interstitial Free）鋼でその傾向が顕著に見られる結果が

得られている．無次元化した等塑性仕事面の形状の変化は“異方硬化挙動”と呼ばれる 13), 14)．桑原ら

は，集合組織が変形初期からほとんど変化しないため，塑性変形による結晶組織の変化が異方硬化挙

動へ及ぼす影響は小さいと考察した． 

池松ら 15)は 1軸引張試験と 2軸引張試験で発達する転位下部組織構造をそれぞれ観察し，その違い

を報告した．彼らは IF鋼の異方硬化挙動の一因が転位の相互作用にあることを述べている． 

さらなる異方硬化挙動への影響因子として，結晶方位や粒界の影響も考えられるが，いまだ多軸変
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形の加工硬化挙動は不明な点が多い． 

近年，加工硬化特性について，結晶組織やミクロ組織情報を用いた数値解析法を使って予測する研

究が盛んになされている．Van Houtte16)は Taylor-Bishop-Hill（TBH）理論に基づく多結晶材の結晶塑性

解析手法を提案し，方位分布関数（ODF: Orientation Distribution Function）と結晶塑性モデル 17)により

等塑性仕事面を計算した．また，結晶塑性有限要素法（CPFEM）を用いた材料モデルが種々開発され，

多結晶材の加工硬化挙動が予測されている 18)-24)．北山ら 20)は Taylorモデル 17)と CPFEMにより鋼板の

応力－ひずみ曲線を予測し，Taylor モデルよりも CPFEM の結果が精度に優れることを示した．常見

ら 24)は CPFEMにより IF鋼のミクロ組織の多軸変形を計算し，異方硬化挙動が定性的に再現できるこ

とを示した．しかしながら，加工硬化挙動の定量的予測にはいまだ課題が残されている． 

これらの研究は，加工硬化特性がミクロ組織構造変化の影響を強く受けることを示唆している．加

工硬化特性に優れた材料の設計指針を得るためには，ミクロ組織構造と加工硬化挙動の関係の理解が

重要である．しかしながら，実際のプレス成形時の変形状態である多軸変形において，鋼板のミクロ

組織構造の変化がどのように加工硬化特性へ影響を及ぼすかは明確でない．それを明らかにするため

には，2 軸引張によるミクロ組織変化を直接観察し，その加工硬化挙動との対応関係を分析すること

が不可欠である． 

本章の目的は，2 軸引張のミクロ組織変化と加工硬化挙動の相互関係を明らかにし，多結晶材であ

る鋼板の異方硬化挙動のメカニズムを明確にすることである．まず，従来の 1軸引張およびバルジ試

験により加工硬化挙動を調査する．つぎに，前章で開発した 2 軸引張変形のその場 SEM(Scanning 

Electron Microscope)観察および EBSD(Electron Back-Scatter Diffraction pattern)分析 25), 26)手法を用い，1

軸および 2軸引張変形状態でのミクロ組織変化を調査する．等塑性仕事面の形状変化に対する集合組

織発達の影響は，Van Houtte16)による研究を参考に，TBH 理論と ODF を使用して解析した．さらに，

ミクロスケールにおける 2軸引張試験で観察される材料組織変化を分析することにより，マクロスケ

ールの試験で見られる異方硬化挙動に及ぼすミクロ組織の不均一変形による影響を考察する． 
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3.2 実験方法 

3.2.1 供試材 

本研究で使用した試験材は，3種類の IF鋼板である．材料 A, B, Cの板表面における平均結晶粒径

はそれぞれ 29, 16, 9.3 µmである．Table 3-1に JIS5号引張試験によって得られた材料の機械的特性を

示す．試験片の評点部の長さと幅はそれぞれ 50 mmと 25 mmで，引張試験のひずみ速度は 1.0 × 10−3 s−1

である．r値以外の特性は圧延方向（RD）の特性を示している．r値は 0.1の塑性ひずみで測定した．

平均 r値が 1.5より大きい IF鋼板で顕著な異方硬化挙動が報告されている 12)ため，本研究では 3鋼種

とも r値が 1.5より大きい鋼板を採用した． 

 

Table 3-2 Mechanical properties of materials used in this study. 

Material
Initial

thickness
[mm]

YP*
[MPa]

TS*
[MPa]

u-EL*
[%]

EL*
[%]

r-value** Average 
r-value0° 45° 90°

A 1.6 150 286 29 54 1.7 1.5 2.1 1.7
B 0.75 185 340 25 44 1.2 1.8 1.6 1.6
C 0.75 270 447 20 34 1.1 1.7 1.6 1.5

*   Measured in rolling( 0o ) direction 
** Measured at plastic strain of 0.10 

YP: yield stress, TS: tensile strength, 
u-EL: uniform elongation, EL: total elongation

 
 

3.2.2 マクロスケールにおける 2軸引張試験 

前述の JIS5号引張(1軸引張)試験に加え，直径が 100 mmの金型と 150 mm四方の試験片を使用し，

Fig. 3-1に示す液圧バルジ試験 28)による 2軸引張変形の加工硬化挙動の測定を行った． 

100 kNのブランクホルダー力を付与し，液圧により鋼板に張出し変形を付与した．ひずみ速度は 1

軸引張試験の場合と同じになるように調整した．2軸引張応力σbはつぎの式により計算される． 

     …(3-1) 

ここで，pは内圧，ρは厚さの中心における曲率半径，tは試験片の厚さである．tは体積一定を仮定し，

板面内のひずみから計算した．板表面のひずみを分析するために，4 台の光学カメラを備えたひずみ

測定システム AutoGrid®を使用した． 
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Fig. 3-1 Experimental setup for bulge test. 

 

3.2.3 ミクロスケールの 1軸および 2軸引張によるミクロ組織変化の観察 

塑性変形中のミクロ組織変化を観察するため，ミクロスケールにおける 1軸および等 2軸引張試験

を実施した．Fig. 3-2に前章で開発したその場 SEM-EBSD分析実験システムを示す．ここで，試験シ

ステムについて再度簡単に説明する．装置のサイズは電界放出型 SEM（FE-SEM）の真空チャンバー

内のスペースの制限により，長さが 166mm，幅が 140mm，高さが 42mmである．xおよび yクロスヘ

ッド変位はソフトウェアにより同期し，2 つのサーボモーターにより 2 軸引張を実現させている．各

クロスヘッド変位はクロスヘッドの裏面に張り付けたステップゲージによって測定している．1 軸引

張試験の場合，Fig. 3-2に示す y軸方向のみを使用した．ソフトウェア制御により両方の引張方向であ

らかじめ規定された変位をクロスヘッドに与えたのち，試験装置に内蔵したギヤによってクロスヘッ

ドを機械的に保持した．そののち，1軸および 2軸引張その場 SEM観察と EBSD分析を行った．クロ

スヘッド保持時のバックラッシュによる戻りは両方の引張方向でわずか 1 µm であった．引張試験中

の板表面の結晶方位は，OIM Collection v7.1によって測定・分析した．SEM観察および EBSD分析は，

試験片の中心部，200 µm四方の領域で，倍率 500倍で実施した．EBSD分析の測定ピッチは 1.0 µmで

ある．試験中の観察部の塑性ひずみは，クロスヘッド変位と数値解析の相当塑性ひずみの関係から算

出した．この手法で算出した塑性ひずみと，観察部における結晶粒の変形前後の三重点の変化から計

算した実際の塑性ひずみが一致していることを確認している．また，板厚ひずみは体積不変を仮定し

計算した． 
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Fig. 3-2 Experimental apparatus for uniaxial and biaxial test with SEM-EBSD analysis. 

 
 

Fig. 3-3およびFig. 3-4にミクロスケールにおける 1軸および 2軸引張試験のための各試験片を示す．

試験片の形状と寸法は前章で FEMにより検討したものである．放電ワイヤー加工により板から試験片

を切り出し，十字試験片の X 形の減厚領域（Fig. 3-4(d)）は放電加工によって実現させた．減厚部の

板厚 trは，腕部の板厚 tiの約 30%である．RD方向を 1軸試験の引張方向，および 2軸試験の一方の引

張方向に設定した．試験片の上面(観察面)は EBSD 分析のためにバフ研磨を行った後，電界研磨を実

施している． 
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Fig. 3-3 Shape and geometries of specimen for uniaxial tensile test (in mm). 
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Fig. 3-4 Shape and geometries of cruciform specimen (in mm). 
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3.3 実験結果 

3.3.1 1軸および等 2軸引張変形での加工硬化挙動 

Fig. 3-5に 3つの材料 A，B，Cのマクロスケールにおける加工硬化挙動を，1軸引張と等 2軸引張

で比較して示す．比較のため，等 2軸引張試験の横軸には板厚ひずみの絶対値|εt
P|を使用した．約 0.05

の塑性ひずみまでの変形初期においては，すべての材料で 1軸引張試験よりも等 2軸引張試験の場合

のほうが加工硬化率が大きい傾向が見られる．これらは異方硬化挙動を示すもので，Kuwabara ら 12)

の報告と一致している．加えて，Fig. 3-5から 0.10より大きい塑性ひずみ領域では加工硬化率が材料

によって異なることが確認される．材料 Aの場合，等 2軸引張試験での加工硬化率は 1軸引張試験と

同程度か，部分的には 1軸引張試験より多少低くなる傾向である．それに対し，材料 B，材料 Cの場

合，等 2軸引張試験の加工硬化率は 1軸引張試験よりも大きい．1.0 × 10−3 s−1という十分に静的なひず

み速度で，1軸引張試験と液圧バルジ試験を行っているが，材料 Aの液圧バルジ試験において取得さ

れる加工硬化率の振動が大きい傾向であった．材料ごとに 2回ずつ試験を行っているが同様の結果が

得られている．この加工硬化率の振動は材料 Aに固有のものと考えられる． 

一般に，異方硬化挙動は等塑性仕事面の形状変化，つまり一定の塑性仕事を与えた時の，2 軸引張

応力と 1軸引張応力の比率の変化で評価がなされている 11)-14)．そこで，つぎのように異方硬化挙動を

分析するための指数として応力比 Xを定義する． 

X = σb / σu     …(3-2) 

ここで，σuは 1軸引張試験における特定の塑性ひずみでの真応力，σbは 1軸試験と同じ塑性仕事を実

現する等 2 軸引張試験の真応力である．材料が異方硬化挙動を示す場合，X の値が変動する．X が増

加する場合には，等 2軸引張状態での加工硬化が 1軸引張状態での加工硬化よりも大きいことを示し

ている．Fig. 3-6に 3つの材料における塑性変形に伴う Xの変化を示す．ひずみが 0.03未満の変形初

期においては，応力比 Xはすべての材料で増加する傾向がある．それに対し，ひずみが 0.10を超える

変形後期においては，材料 Aでは X が減少するが，材料 Bおよび Cでは増加する傾向がある．この

ように変形後期の異方硬化挙動は材料によって大きく異なる傾向が得られた． 
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Fig. 3-5 Comparison of work hardening ratio between uniaxial and biaxial tensile test. 
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Fig. 3-6 Comparison of stress ratio, X, among 3 different materials. 
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3.3.2 1軸および等 2軸引張変形に伴うミクロ組織変化 

ここで，前述のマクロスケールにおける異方硬化挙動のメカニズムを分析するために実施した 1軸

および等 2軸引張変形でのミクロ組織変化の観察結果を述べる．  

Fig. 3-7および Fig. 3-8に，材料 Aでの 1軸および等 2軸引張変形によるミクロ組織変化を連続的に

取得した結果をそれぞれ示す． 
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Fig. 3-7 IQ, IPF, GAM and Taylor factors maps during uniaxial tensile test for material A. 
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Fig. 3-8 IQ, IPF, GAM and Taylor factors maps during biaxial tensile test for material A. 

 
これらの図では，変形前と，変形後（2段階）の塑性ひずみで 4種類のマップを示す．Image Quality 

(IQ) マップ，ND 方向の逆極点図(IPF)マップ，結晶粒内平均方位差(GAM)マップ，Taylor factor マッ

プである．IQマップは蓄積したひずみエネルギーを簡易的に分析するために使用した．ND方向の IPF

マップは結晶方位の分布を示すために使用した．GAMマップは結晶粒毎の変形の程度を示すために使

用した．Taylor factorマップは結晶方位毎の変形抵抗を相対的に示すために使用した．一般的な Taylor 

factor は多結晶体における巨視的降伏応力と臨界分解せん断応力の比である 17)．一方，本研究で用い

る EBSD分析における Taylor factorは，EBSD測定結果を構成する各結晶方位要素に均一な変形状態を

仮定し計算している．本研究では，体心立方構造の主なすべり系として 24個の滑り系を考慮し，それ

らすべり系の臨界分解せん断応力が一定とし，それぞれ一様な RD方向の 1軸引張，等 2軸引張変形

を仮定してOIM Analysis v7.2.1により 40401の観察ポイントで計算した．Taylor factorの値が低いほど，
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変形抵抗が低く変形が容易な領域であることを示している． 

まず，Fig. 3-7に示す 1軸引張変形時のミクロ組織変化において，以下の傾向が確認できる．IQの

値は観察視野全体で，変形の進行に伴って減少している．IPF マップでは，変形の進行に伴い，結晶

方位が徐々に変化し，結晶方位の変化が特に結晶粒界付近で比較的大きい 29)．特に，○で囲んだ{111}

近傍方位の結晶粒の場合，結晶方位は{111}面を示す青色から{221}方位を示す水色まで変化する傾向

がみられ，{111}集合組織は若干弱くなる傾向が推定される．GAM の値は，観察視野全域に亘り，変

形の進行に伴い増加している．Taylor factorの値も変形の進行に伴って増加する傾向が見られる．特に，

変形前において比較的小さい Taylor factor を示していた領域でその傾向が顕著である．観察視野全体

でみると，Taylor factorは大きな値を示す赤色が大半となり，Taylor factorの値の分布はより均一化す

る傾向である． 

つぎに，Fig. 3-8に示す等 2軸引張変形時のミクロ組織変化を，Fig. 3-7と比較しながら分析すると，

以下の傾向が確認できる．1軸試験の結果と同様，IQの値は変形の進行に伴って減少している．変形

の後期においては，局所的に IQが大きく減少している場所が見られる．IPFマップにおいては，{111}

近傍方位を持つ結晶粒は変形の進行に伴い，{111}面方位に変化する傾向がある（例：○で囲んだ結晶

粒）．1 軸試験では確認されなかったが，等 2 軸変形においては明らかな{111}集合組織の発達が確認

される．本結果は，前章の研究で実施したマクロスケールでの Marciniak 法 30)による 2 軸引張試験後

のサンプルを用いた X線回折による集合組織測定の結果と一致している． 

GAMマップからは，その粒子間の値の差が等 2軸変形の進行に伴い増加することが確認される．具

体的には，変形前の GAMの平均値と最大値はそれぞれ 0.5と 1.6である．相当塑性ひずみで 0.21の等

2軸変形後には，それぞれ 1.5と 4.8である．一方，1軸変形では 0.23の相当塑性ひずみでそれぞれ 2.3

と 4.9であった．IPFマップを対応させ，GAMマップを分析すると，{001}近傍方位を持つ結晶粒とそ

の近傍で GAM 値がより増加する傾向が確認できる．これはそれら結晶粒における不均一な変形に起

因するものと推定される． 

Taylor factorマップからは，変形の進行に伴い Taylor factorの値が高い結晶粒と低い結晶粒へ分かれ

る傾向が見られる．IPFマップを対応させ，Taylor factorマップを分析すると，Taylor factorの値が低い

領域の結晶方位は{001}方位に近いことがわかる．一方，Taylor factor の値が高い領域の結晶方位は

{111}方位に近い．Taylor factorの値の差，すなわち粒子間の変形抵抗差によって不均一な変形が発生

することが推定される． 

同様に，材料 B および C においても，ミクロ組織変化と{001}方位における不均一変形に関し，材

料 Aと同じ傾向を示した．これらの結果をのちの Fig. 3-9および Fig. 3-11に示す． 

Fig. 3-8の IPFマップに示すように，等 2軸変形の進行に伴い，{111}および{001}面が ND方向に対

して配向する傾向がある．そこで，等 2 軸変形による{111}および{001}組織への集積の程度を定量的

に調査した．Fig. 3-9に EBSD分析によって得られた等 2軸に伴う{111}および{001}方位強度の変化を

示す．図に示す方位強度は，EBSD 測定の各結果に対して，ODF を計算し，{111}または{001}面の結

晶方位の強度を抽出して示している．鋼種間での比較のため，各ひずみレベルでの強度は変形前の強

度によって無次元化して示している．材料 Aでは方位強度が変形初期において急速に増加するが，材
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料 B および C では増加が緩やかな傾向が見られる．加藤 31)は圧縮変形時の安定方位は荷重軸方向の

{111}および{001}であると報告している．RDおよび TD(圧延直角)方向での 2軸引張の場合，ND方向

には圧縮変形となるため，本結果は加藤の報告と一致していると考えられる． 

ここで Fig. 3-6を参照すると，材料 Aの X値は変形初期で急激に増加する傾向があり，異方硬化挙

動が確認されている．前述のように，材料 Aでの方位強度も変形初期で急速に増加しており異方硬化

挙動と対応関係が見られる．{111}および{001}集合組織の発達が異方硬化挙動へ影響している可能性

が考えられる． 
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Fig. 3-9 Intensity variations of crystal orientation (a) {111} and 

(b) {001} planes in IPF during biaxial tensile test. 
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3.4 考察 
前述の実験結果は，集合組織が等 2 軸引張変形で発達するが，1 軸引張ではほとんど発達しないこ

とを示していた．また，Fig. 3-9に示す集合組織の発達挙動は，Fig. 3-6に示す応力比の変化と定性的

に一致が見られた．さらに，不均一な変形が特に材料 A の変形後期に起こっていることが示唆され，

Fig. 3-6に示す変形後期のおける応力比の変化，すなわち異方硬化挙動への影響が推定される．そこで，

異方硬化挙動に及ぼすミクロ集合組織の発達と不均一変形の発生のそれぞれの影響について詳しく検

討する． 

 

3.4.1 異方硬化挙動に対するミクロ組織変化の影響 
Fig. 3-9に示すように，等 2軸引張変形に伴い{111}および{001}方位強度の特徴的な増加がみられた．

そこで，集合組織発達により異方硬化が生じると仮定して分析を実施する．異方硬化挙動は，降伏曲

面形状の変化によって定量化されている 11)．そこで，結晶方位変化による異方硬化への影響を定量的

に調査するために，TBHモデルに基づく降伏曲面（等塑性仕事面）の計算 16)を実施した．現象をより

単純化して把握するため，変形中に結晶方位の変化が顕著であった 2つの結晶粒についてそれぞれ分

析を行った．1つの結晶粒は{111}近傍方位をもつ Fig. 3-8の○で囲んだ結晶粒，もう 1つの結晶粒は

{001}近傍方位をもつ□で囲んだ結晶粒である．各ひずみ条件での降伏曲面（等塑性仕事面）形状の計

算はつぎのように行った．結晶方位分析ソフト OIM Analysis v7.2.1を使用し，各ひずみ条件での EBSD

測定の結果から 2個の分析対象結晶粒をそれぞれ抽出し ODFを計算した．その計算した ODFを Van 

Houtteによって開発された TBHモデルによる計算ソフトウェア 16)に読み込み，降伏曲面形状を算出し

た．計算には{110}<111>および{211}<111>の 24のすべり系，完全拘束条件を仮定した TBHモデルを

使用した． 

Fig. 3-10に，{111}および{001}近傍方位をもつ結晶粒のそれぞれに対して，塑性ひずみによる降伏

曲面形状の変化を計算した結果を示す．σx, σyはそれぞれ RD方向，TD方向応力で，条件間の比較の

ため，それぞれの条件における RD方向の 1軸引張の降伏応力σx1 で規格化した降伏曲面形状を示して

いる．降伏曲面の膨張および収縮に着目すると，{111}近傍方位の結晶粒は 2軸引張の塑性ひずみの付

与によって降伏曲面が膨張する挙動，{001}近傍方位の結晶粒は若干降伏曲面が収縮する傾向が確認で

きる．しかしながら，本結果を用いて計算した応力比 X の変化は最大でも 3%であり，多結晶体で計

算した場合はさらに影響が小さくなった．一方，Fig. 3-6に示す実験で得られた応力比 Xの変化は 10%

を超えている．以上から，異方硬化挙動に対する集合組織の発達による影響は若干あるが，主因ではないと

考えられる．池松ら 15)，米村ら 35)，常見ら 24)の研究を参照すると，IF鋼への異方硬化挙動に対し，転位

下部組織構造の発達と転位の相互作用の影響がかなり大きく，むしろこれらが主因として考えられる．
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Fig. 3-10 Yield locus calculated by TBH theory for each grain of each strain level of material A. 
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3.4.2 不均一変形と異方硬化挙動の対応関係 

局所的な変形の発生は，KAM（Kernal Average Misorientation）値の増加と相関することが報告され

ている32)．そこで，本研究では不均一な変形の程度を示すためにKAM値を採用した．Fig. 3-11に3種の

IF鋼の等2軸引張試験時，相当塑性ひずみ0.13におけるIPFマップとKAMマップを示す．前述のように，

材料A, B, Cの平均結晶粒径はそれぞれ29, 16, 9.3 µmである．IPFマップから，すべての材料において大

部分の結晶粒は{111}または{001}面方位を持つことがわかる．これはFig. 3-9に示しているように，等2

軸引張による{111}および{001}集合組織発達のためである．また，結晶粒内の方位差は，結晶粒径が

大きくなるにつれて増加する傾向が見られる．材料A, B, Cにおける{001}近傍方位の粒内の方位差は最

大でそれぞれ20°,12°, 10°であり，{111}近傍方位の粒内の方位差は最大でそれぞれ16°, 12°, 9°であった．

KAMマップからは，粒内のKAM値に差があり，その値が粒界で比較的高い傾向がわかる．IPFおよび

KAMマップから，3.0を超えるKAM値が{001}粒子の境界付近に現れる傾向が見られる．本観察結果は，

材料の不均一変形の程度に対し結晶粒径および結晶方位が影響することを示唆している． 
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Fig. 3-11 IPF, and KAM maps during biaxial tensile test. 

 
不均一変形の発生を定量的に分析32), 33), 34)するため，平均KAM値の変化を評価した．各材料のEBSD

の測定領域全体に対して，平均KAM値をKAM値から計算した．Fig. 3-12に材料A，B，Cに対する等2

軸引張試験時の平均KAM値の変化を示す．材料Aでは，平均KAM値は塑性変形に伴って継続的に増加

する．ただし，0.02未満の小さいひずみ範囲では平均KAM値はほとんど変化がない．つまり，材料A

は変形の初期においては均一に変形し，そののちは不均一に変形していると推定される．それに対し，

材料BおよびCの平均KAM値は，0.1程度のひずみ範囲においてほとんど変化がない．結果として，大
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きなひずみ領域では材料Aにおいて，材料B，Cよりも変形の不均一性が大きくなると考えられる． 
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Fig. 3-12 Evolution of average KAM value during biaxial tensile test. 

 
前述のように，等2軸引張変形における安定方位は{111}および{001}面方位である．それに対し，Fig. 

3-11のIPFおよびKAM値マップで確認できるように，結晶粒内の一部に{111}と{001}方位以外の結晶方

位が散見され，その部分は比較的高いKAM値を示している．結果，高いKAM値を持つ領域での変形

モードは，低いKAM値を持つ領域で起こると推定される等2軸引張変形モードとは異なること考えら

れる．したがって，高いKAM値を持つ領域での加工硬化挙動は，結晶方位および有効な活動すべり系

が異なるため24), 35)，低いKAM値を持つ領域の加工硬化挙動と異なっていると考えられる． 

変形の不均一性と異方硬化挙動との関係についてさらに考察する．Fig. 3-6，Fig. 3-12から，Fig. 3-6

の応力比XはFig. 3-12の平均KAM値が小さいときに高くなるという関係が見られる．材料Aの応力比X

は，ひずみ0.02未満程度の領域でのみ増加する．一方，材料BおよびCのXの値は，その領域での増加

が材料Aと比べ小さく，ひずみ0.1以上の領域において増加する．この等2軸引張における異方硬化挙動

と変形の均一性には対応が見られる． 

最後に，材料ごとに応力比Xの増減傾向が異なっている塑性ひずみ0.1の領域において，不均一変形

の発生状況をより定量的に評価するため，平均KAM値の変化について粒界付近の領域と粒子の中心領

域に分けてそれぞれ算出した．ここでは，粒界は隣り合う測定点に15°を超える方位差を持つ位置とし
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た．その粒界を起点として，2 µm離れた領域を粒界付近の領域，それ以外の領域を中心領域と定義し

た．そして，相当ひずみが0.08から0.13へ増加したときの平均KAM値の増加量をそれぞれの領域で算

出した．その結果をFig. 3-13に示す．材料Aの平均KAM値の増加は，領域に関係なく材料BおよびCの

増加量よりはるかに大きいことがわかる．また，すべての材料において平均KAM値の増加量は中心領

域よりも粒界付近の領域で大きい傾向がある．つまり，IF鋼の粒界領域は中心領域よりも不均一変形

が生じやすいことを示唆している． 

以上から，マクロスケールで測定されたひずみ0.1以上の領域における材料間の異方硬化挙動の違い

は，材料のミクロ組織における不均一変形の有無が一因であると考えられる． 
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Fig. 3-13 Comparison of increment in average KAM value between at grain boundary and other region. 
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3.5 結言 
本研究では，平均結晶粒径の異なる3種類のIF鋼を用い，マクロスケールの1軸引張および等2軸引張

で得られる加工硬化特性とミクロ組織変化の関係を調査した．マクロスケールにおいて測定された異

方硬化挙動の材料による差異の原因を解明するため，1軸引張および等2軸引張によるミクロ組織変化

を観察し，TBH理論による結晶塑性解析を実施した．得られた結果を以下に要約する． 

(1) IF鋼は異方硬化挙動を示し，相当塑性ひずみで0.1以上の異方硬化挙動は材料によって異なる． 

(2) 集合組織の発達と不均一な変形が，引張試験時のミクロ組織変化のその場観察によって確認され

た．これらは1軸引張試験よりも2軸引張試験で顕著である結果であった．これらのミクロ組織変

化と異方硬化挙動との関連が示唆される． 

(3) 結晶塑性解析によって，結晶粒単体の変形による結晶方位回転が，異方硬化挙動に対し多少であ

るが影響する結果が得られた．  

(4) 2軸引張試験中のミクロ組織のその場EBSD分析結果を，マクロスケールの異方硬化挙動を対比させ

た結果，ミクロスケールでの変形の均一/不均一と異方硬化挙動に良い対応が確認された． 

IF鋼の異方硬化のメカニズムとしては，本研究で得られた集合組織の発達と均一/不均一変形に加え，

転位下部組織構造の発達とすべり系同士の相互作用35)が1軸引張と2軸引張で異なっているためと考え

られる． 
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90 4.1 緒言 

第 4章 張出し成形時の表面荒れに及ぼすミクロ組織の影響 

4.1 緒言 

これまで述べてきたとおり，流線形の鋭い稜線を意匠面に有する自動車外板パネルの造形ニーズが

高まっている．一般的に，自動車パネル部品の鋭い稜線は，小さな曲率半径を持つプレス金型を用い，

薄鋼板を絞り張出し成形することによって得られる．そのような成形においては，比較的大きな 2軸

引張の塑性変形が材料に付与されるため，成形不良である「表面荒れ」が懸念される．「表面荒れ」は，

「肌荒れ」や｢オレンジピール｣とも呼ばれ自動車部品の表面に生じるミクロンオーダーの凹凸 1), 2)で

あり，製品の外観に影響する問題である．また表面荒れの表面凹凸は，大きいものでは 0.1～10 mm程

度の波長をもつことが報告されている 3), 4)． 

表面荒れの克服のために，アルミニウム合金板や鋼板を対象に多くの研究がなされてきている．一

般的に，表面荒れは塑性ひずみによって線形的に増加し 5)-24)，変形様式 9)-20)などの加工条件因子に加

え，結晶粒サイズ 3)-11), 16)-24)，結晶構造 10)，結晶方位 19)-22), 25)-30)，ミクロ組織 2), 25), 31), 32)などの材料因子

が影響することが報告されている．  

表面荒れに関する初期の研究は，主にプレス成形実験によって行われた．YamaguchiとMellor3) は，

アルミキルド鋼の表面荒れの程度は付与される相当塑性ひずみ量と結晶粒径によって整理できること

を示している．Mahmudi ら 7)は，銅板においても同様に整理が可能であることを報告し，加えて材料

のミクロ組織の不均一性による影響を述べている．Osakada ら 10)は，表面荒さは軸方向ひずみと平均

結晶粒径に比例して増大するが，その増加割合は引張と圧縮変形といった変形様式，および材料の結

晶構造(ちゅう密六方晶，面心立方晶，体心立方晶)によって異なることを明かにしている．Guangnan15)

は，鋼板およびアルミニウム合金板を用いて，2 軸引張および単軸引張下における表面荒れの発達挙

動を調査し，塑性ひずみ付与による結晶方位回転が表面荒れの要因であると述べている．河合ら 18)は

アルミニウム合金板の表面荒れに対するひずみ比の影響を調査した．さらに，表面から第 2層までの

内部の結晶粒の不均一変形が表面の凹凸に影響する可能性を示した． 

その後の研究では，数値シミュレーションを用いた表面荒れの研究が行われており，表層だけでな

く，内部の結晶粒が表面荒れの発達にどのように影響するかも可視化できるようになった．Yamaguchi

ら 19)は平面ひずみ引張変形において，アルミニウム合金板の表面荒れの発達を分析し，表面層の結晶

粒の影響が支配的であることを確認した．さらに，彼らは表面から第 4層までの内部の結晶粒の不均

一な変形が表面荒れに影響を及ぼすと考察した．その一方，Leeら 31)は平面ひずみ引張変形において，

アルミニウム合金板の表面層の結晶方位と表面荒れには関係が見られなかったことを述べている．Wu

ら 27)は張出し成形におけるアルミニウム合金板の表面荒れ現象を，EBSD(Electron Back-Scatter 

Diffraction pattern)分析で測定したミクロ組織を用いた結晶塑性解析で分析した 27)．表面荒れの発達に

は，最表層の不均一変形に加えて内部の結晶粒の変形による結晶粒間の相互作用も影響を与えること

述べ，表層よりも内部の結晶粒径分布をランダム化することによって，表面荒れを抑制できることを

示している．同様の分析方法により，Shi ら 33)は単純曲げ変形下で検討を行っている．最表層の結晶

粒が表面荒れに対して支配的であり，内部の結晶粒の影響は限定的であることを示した． 
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最近では，EBSDによる結晶方位解析や Atomic Force Microscopy (AFM)を用い，表面荒れと表面お

よび内部のミクロ組織の関連性に関する研究がより詳細に行われている．Tongら 26)はアルミニウム合

金板を対象に表面のミクロ結晶構造と表面プロファイルの関連を単軸引張試験のその場観察で直接的

に調査した．木村ら 30) は絞り成形で生じる縮みフランジ変形において，強い{111}<112>集合組織を持

つ高純度フェライト系ステンレス鋼の表面荒れ形成挙動について調査した．Banovic ら 32)はアルミニ

ウム合金板に等 2 軸引張を Marciniak 法 34)によって付与し，ミクロ集合組織の変化と表面荒れの発達

を分析した．面心立方格子(FCC)構造を有するアルミニウム合金板において，初期の{220}集合方位が

強いほど表面荒れの発達が顕著である結果を示している．加えて，2軸引張の塑性ひずみによって{220}

集合方位がさらに強くなることを報告した． 

表面荒れについてこのように多くの研究が行われているが，FCC構造を持つアルミニウム合金板に

関する研究が多い一方，体心立方格子(BCC)構造を持つ鋼板に関する研究は近年ほとんど行われてい

ない．1970年ごろには鋼板の研究が多く見られたが，一般的な低炭素鋼に限られていた．現在，自動

車の外板に広く使用されている極低炭素(IF: Interstitial Free)鋼板に関しては，表面荒れ発達に関する知

見がほとんど無いのが現状である．複雑形状のプレス成形品における表面品位をさらに向上させるた

め，IF鋼の表面荒れ発達に対する結晶粒径，集合組織，結晶方位などのミクロ組織の影響を明確にす

る必要がある． 

そこで本章では，張出し成形時の IF鋼板の表面荒れの発達とミクロ組織変化を詳しく調査するため，

2種類の試験を実施する．1つはMarciniak法 34)によるマクロスケールの 2軸引張試験であり，もう 1

つは 2章において開発した電子顕微鏡(SEM: Scanning Electron Microscope)の真空チャンバー内での 2

軸引張試験によるミクロ組織変化のその場 SEM／EBSD分析による連続観察試験 35)である．さらに 2

軸引張変形後の鋼板断面の EBSD観察と表面の凹凸分析によって，表面荒れ発達に対する内部のミク

ロ結晶組織の不均一変形の影響についても考察する． 
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4.2 実験方法 

4.2.1 供試材 

供試材として，4種類のフェライト単相鋼板を用いた．Table 4-1に供試材の機械的特性を示す．機

械的特性は圧延方向(RD)の JIS5号単軸引張で取得した．平均 r値は，塑性ひずみが 0.15のときの r値

を RD方向に対し 0°, 45°, 90°方向でそれぞれ測定し，算出した．r値の面内異方性∆rはつぎのよう

に計算した． 

( ) 2/2 90450 rrrr +⋅−=∆      …(4-1) 

0r , 45r , 90r はRD方向からそれぞれ0°, 45°, 90°のr値である． 

Table 4-1に示す材料は，Fig. 4-1に示すように，強度と r値だけでなく，結晶粒径と集合組織の点で

も異なる．この図には，EBSD法で得られる RD－TD(圧延直角)方向断面の逆極点図(IPF)マップを示す．

結晶方位の測定は板表面から 0.1 mmの場所で行った．材料 A, B, Cは IF鋼板で，{111}方位の集合組

織が発達しており，それぞれ 20, 9.3, 16 µmの異なる平均結晶粒径 dを持つ．材料 Dは比較的ランダム

な結晶方位分布を持つアルミキルド鋼板である．材料 Dの平均結晶粒径は 15 µmで，材料 Cとほぼ同

じである． 

 

Table 4-1 Mechanical properties of materials. 

Material
Initial

thickness
[mm]

YP*
[MPa]

TS*
[MPa]

u-EL*
[%]

EL*
[%]

r-value**
Average 
r-value

In-plane
anisotropy

∆r0° 45° 90°

A 0.60 195 331 23 41 1.9 2.0 2.4 2.1 0.21

B 0.75 270 447 20 34 1.1 1.8 1.6 1.6 - 0.46
C 0.75 185 340 25 44 1.2 1.8 1.7 1.6 - 0.36
D 1.2 270 357 20 39 1.2 0.93 1.5 1.1 0.44

*   Measured in rolling( 0o ) direction 
** Measured at uniaxial plastic strain of 0.15 
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50 µm

(a) Material A

d = 15 µmd = 16 µm

d = 9.3 µmd = 20 µm

ND
111

001

101

(b) Material B

(c) Material C (b) Material D

RD

TD

 

Fig. 4-1 Initial microstructure and texture (IPF map) of materials  

at 0.1 mm from surface (d=average grain size). 
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4.2.2 マクロスケールにおける 2軸引張時の表面荒れ発達挙動の観察 

表面荒れ発達挙動を観察するため，300 mm四方の矩形試験片を用い，Fig. 4-2に示すMarciniak法
34) による円筒張出し試験で等 2軸引張の塑性ひずみを付与した．材料がダイ肩から流入しないようド

ロービードでロックし，φ100 mmのパンチを押し込むことにより，材料に張出し変形を与えた．成形

速度は，10 mm/s とした．材料に付与される塑性ひずみは，材料に 2 mm格子のスクライブドパター

ンを鋼板用インクで描写し，その成形前後の長さ変化から算出した．さらに，測定された面内の主ひ

ずみを用い，体積一定条件とMisesの降伏条件を仮定して相当塑性ひずみεp
eqを算出した．材料の面性

状を保護するため，パンチとの接触側(Fig. 4-2の上側)にパターンを描写した．なお，相当塑性ひずみ

0.50 の条件において，表裏面に付与される塑性ひずみの差は 0.002 以下であり，板厚方向のひずみ分

布は均一であった． 

Fig. 4-3にMarciniak法による成形試験後の表面ミクロ分析用試験片の採取位置，および観察箇所の

概略図を示す．表面の測定は，Fig. 4-2に示す下側の面で行った．複数の段階で試験を停止して，複数

の異なるひずみ量を付与した成形試料を作成し，各成形試料において表面荒れが最も確認される中心

部分から 25 mm四方の観察用試験片をそれぞれ切り出した． 

マクロスケールの表面プロファイルは，接触式の粗さ計で測定した．測定は，RD方向に測定長 10 mm，

走査速度は 0.15 mm/s で実施した．一般的に鋼板の表面粗さの場合，算術平均粗さ Ra
36)と算出平均う

ねり Wa
37)に使用されるカットオフのパラメータ λcは 0.8 mmであるが，本研究では比較的広い波長域

の凹凸を Waとして評価するため，λcとして 0.25mmを採用した．また，Raおよび Waの評価長さは 1.0 

mmであり，λcはその約 1/4に相当する．λcより短い波長を持つ表面曲線を用いて，ミクロスケールの

凹凸を定量的に示すパラメータ Raを算出した．また，λcより長い波長を持つ表面曲線を用いて，マク

ロスケールの凹凸(うねり)を定量的に示すパラメータとして Waを算出した． 

また，作成した表面ミクロ分析用試料を用い，1.2 mm四方の領域で，レーザー顕微鏡と SEMによ

り表面のミクロ 3次元形状を測定した．その部位での結晶方位分布は EBSD法により測定した．プレ

ス成形後の表面凹凸を可能な限り維持する 38)ため，EBSD用の試験片の研磨は 2 µmの深さの範囲に制

限した．EBSD 用観察試料調整時の電界研磨では，まずダミー材を使用した試行錯誤を行い，研磨量

が 2 µm以下となる条件を決定している． 
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Fig. 4-2 Schematic of tools for Marciniak type test. 
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location

Measurement 
location

 
Fig. 4-3 Sampling and measurement locations of specimen after Marciniak type test. 
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4.2.3 2軸引張時のミクロ組織変化のその場観察 

前項 4.2.2で説明している従来の観察方法の問題の 1つは，引張変形中のミクロ組織変化が連続的に

観察できないことである．マクロスケールにおける表面荒れの発達とミクロ組織の関係をより直接的

に調査するため，第 2 章で開発した 2 軸引張試験の SEM/EBSD によるその場観察システム(Fig. 4-4)

を使用し，連続的にミクロ組織変化を観察した．実験装置の詳細は，前章にて詳述している 35), 39)． 

 

Biaxial tensile test system
FE-SEM vacuum chamber

Vacuum chamber

Camera for 
EBSD analysis

Electron gun

x

y

 
Fig. 4-4 Experimental apparatus for biaxial tensile test with SEM-EBSD analysis35, 39). 

 

等 2軸引張試験は，クロスヘッド速度 2.5 μm/sで行った．結晶三重点の間の RDおよび TD方向の

長さの変化から相当塑性ひずみを算出した．SEMおよびEBSDによるミクロ組織変化のその場観察は，

試験片の中心 200 μm四方の領域で行った．EBSDの結晶方位測定ピッチは 1 μmである．ソフトウェ

ア OIM Analysis v7.2.1を使用して結晶方位を分析した．その場観察試験手法により，従来手法では必

要であった途中の電解研磨による表面凹凸変化への影響をなくし，直接的に表面プロファイルとミク

ロ組織変化の関係を分析することができる． 

成形時間と試料に付与された相当塑性ひずみの量からひずみ速度を見積もると，ミクロスケールに

おける 2 軸引張試験でのひずみ速度のオーダーは 3100.1 −×  s-1であった．同様に，Marciniak 法を用い

たマクロスケールにおける成形試験でのひずみ速度のオーダーは 1100.1 −×  s-1であった．また，実際の

プレス成形における，ひずみ速度は約 0.1  s-1程度であり，本研究のひずみ速度と実際のそれとはかい

離がある．しかしながら，実験的 11)にも数値解析的 33)にも，表面荒れの発達へのひずみ速度の影響は

ほとんどないことが報告されている．そのため，本研究の結果は，実際のプレス成形にも応用するこ

とができると考えられる． 
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4.3 実験結果 

4.3.1 Marciniak法による成形試験における表面荒れの発達 

Fig. 4-5に等 2軸引張で 0.50の相当塑性ひずみεp
eqが与えられたのちの供試材の表面状態を示す．表

面の凹凸がより明瞭に観察できるように，試験片を傾けて二次電子像(SEI)を取得した．IF鋼板の中で

平均結晶粒径の小さい材料 Bの表面荒れは，粒径の大きい材料 Aおよび Cと比べて小さく見える．ま

た，変形前の結晶粒径がほとんど同じ場合でも，IF鋼である材料 Cの表面荒れはアルミキルド鋼であ

る材料 Dと比べて小さく見える．しかし本結果のみでは，この差は定量的に評価できない． 

 

1 mm

(a) Material A (b) Material B

(c) Material C (d) Material D

 

Fig. 4-5 Observed surface profile of specimen after Marciniak type test  

with equivalent plastic strain of 0.5. 
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そこで，Fig. 4-6に試験前およびパンチストローク 21 mm, 23 mm, 25 mmにおいて，接触式の粗さ計

によって測定した表面形状を示す．図には各パンチストロークに対応する相当塑性ひずみ量を併記し

た．本図に記載した 1 mmの領域は，10 mmの測定全長の内で最大の凹凸(振幅)が確認された場所を選

択して表示した．凹凸の大きさは材料 Aおよび Dで大きいことが確認され，凹凸の周期(間隔)は平均

結晶粒径が最も小さい材料 Bで最小となることがわかる． 
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Fig. 4-6 Magnified view of variation of surface profile during Marciniak type test. 
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Fig. 4-7に等 2軸引張試験中の各材料の算術平均粗さ Raの変化を示す．Fig. 4-6に示すように，評価

対象の長さは 1.0 mm である．いずれの材料においても，Raはひずみの増加に伴って直線的に増加す

ることがわかる．この結果は従来の知見 3)-22)とも一致している．IF鋼板である A, B, Cの中では，Ra

は結晶粒径の大きい材料のほうが大きく，本結果も従来の報告 3)-11),16)-24)と一致する．しかしながら，

材料 Cと Dを比較した場合，材料 Dは結晶粒径が材料 Cよりもわずかに小さいにも関わらず，材料

Dの Raが大きい．この傾向は Fig. 4-8に示す Waにおいてより顕著である． 

Fig. 4-8に等 2軸引張試験中の各材料の算術平均うねり Waの変化を示す．Waは比較的長い波長での

表面荒れを定量的に示すパラメータである．材料 Bおよび Cの Waはひずみの増加に伴いわずかに増

加する．それに対し，材料 Aおよび Dの Waは大きなひずみ領域で著しく増加する．その結果，材料

Dの Waは結晶粒径が最大である材料 Aの Waよりも大きくなっている． 

Fig. 4-1に示したように，材料 Dの組織は材料 A, B, Cとは異なっている．このことから，表面荒れ

の発達は，結晶粒径だけでなく，材料組織による影響を受けることが推定される． 
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Fig. 4-7 Variation of surface roughness during Marciniak type test (d = initial average grain size). 
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Fig. 4-8 Variation of surface waviness during Marciniak type test. 
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Fig. 4-9に SEM観察および EBSD分析によって得られた板の表面荒れの発達とミクロ組織の変化を

示す．本結果においても，図の左側に示す SEIから，材料 Aおよび Dにおいて，相当塑性ひずみεp
eq

の増加に伴い表面荒れが顕著に発達することが確認できる．材料 A, B, Cの変形前の結晶方位は主に

ND(法線方向)に(111)が配向しており，この傾向は変形後も変化しない．それに対し，材料 Dの結晶方

位は変形前にはランダムであるが，ND(001)および ND(111)方位が変形に伴い増加する．4つの材料の

中で，最も表面荒れが大きい材料 D では，ND(001)方位が変形後において最も多くなる傾向が見られ

る． 

 
Fig. 4-9 Surface profile and crystal orientation in Marciniak type test. 
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4.3.2 ミクロスケールにおける 2軸引張による表面荒れ発達のその場観察 

前述したように，材料 Cと Dは初期結晶粒径がほとんど同じであるが，表面荒れの発達挙動は大き

く異なっている．材料 Cおよび Dについて，ミクロ組織の変化の観点から，等 2軸引張変形時の材料

の変形挙動をより詳細に分析するため，SEM/EBSD 法によるその場観察(詳細は第 2 章を参照)を行っ

た． 

Fig. 4-10および Fig. 4-11に，材料 Dおよび Cの等 2軸引張変形時の表面のミクロ組織変化をそれぞ

れ示す．これらの図には，SEI，IPFマップ，Taylor factorマップ 40), 41), 42)をそれぞれ示す．Taylor factor

マップは，各結晶粒の変形抵抗の大小を示す指標である．本研究では，各観察点での結晶方位につい

て BCC構造の 24のすべり系と均一な等 2軸変形を前提として Taylor factorを計算した．前章で述べ

たように，相当塑性ひずみで 0.2 程度までのひずみ範囲において，等 2 軸引張時の表面状態は Taylor 

factorの値の分布と良い対応関係が見られる 35)． 

まず，Fig. 4-10から材料 Dについてつぎのような特徴が確認できる．材料 Dの SEIは，塑性変形の

進行に伴い，観察領域全域にコントラストの濃淡が大きい部分が見られ，不均一変形の発生を示唆し

ている．これは Fig. 4-6(d)に示す結果に対応している．IPFマップから，塑性変形に伴い結晶粒内の方

位分布が大きくなること，{001}および{111}近傍方位が増加することが確認できる．これらの結果は

Fig. 4-9(d)に示すミクロ組織変化の断続的な観察結果とも一致する．Taylor factorマップでは，比較的

低い Taylor factorを持つ結晶粒が広範囲に分布している．Fig. 4-10の IPFマップと Taylor factorマップ

の比較から，Taylor factorは{001}方位が存在する領域で小さい値をとる傾向が確認できる． 
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Fig. 4-10 SEI, IPF, and Taylor factor maps of sheet surface  

during microscopic biaxial tensile test (Material D). 
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それに対し，Fig. 4-11からは材料 Cについてつぎのような特徴が確認できる．材料 Cの SEIは，変

形の進行に伴い，不均一変形が材料 Dよりも局所的に発生していることを示唆している．相当塑性ひ

ずみ 0.13における IPFマップでは，材料 Dと同様に，結晶粒内の方位分布が確認できる．材料 Cでは

変形前でも{111}集合組織が発達しているが，集合組織は変形に伴いさらに発達している 39)．材料 D

と比べると，ND(001)方位を持つ結晶粒が存在する領域は少ない傾向が見られる．この結果はFig. 4-9(c)

に示すミクロ組織変化の断続的観察と一致する．Taylor factor マップでは，大部分の赤色(変形抵抗が

大きい)部と一部の青色(変形抵抗が低い)部の 2色に明確に分かれている．IPFマップと Taylor factorマ

ップの比較から，材料 C は変形抵抗が比較的低い{001}近傍方位を持つ結晶粒が少ないことが確認で

きる．このため，材料 C では，{001}方位を持つ結晶粒近傍の狭い領域において不均一変形が発生す

ると考えられる． 

従来研究 43)を参照すると，高い Schmid factor(≒低い Taylor factor)を持つ結晶粒は，低ひずみ域にお

いて優先的に変形することが報告されている．この結果と本研究におけるその場観察の結果から，多

結晶粒の不均一変形は，各結晶方位での加工硬化の差よりもむしろ初期結晶方位の影響を大きく受け

ていると推定される．また，等 2軸引張変形においては，{001}近傍方位を持つ結晶粒が他の方位の粒

子に比べ変形抵抗が低いため，不均一な変形が発生しやすいと推定される．しかしながら，高ひずみ

域においては，不均一な変形に対して各結晶方位での加工硬化挙動の差の影響が大きくなる可能性が

考えられる． 
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Fig. 4-11 SEI, IPF, and Taylor factor maps of sheet surface 

during microscopic biaxial tensile test (Material C). 
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4.4 考察 
前述の結果は{001}近傍方位を持つ結晶粒の存在が表面荒れの発達と関係していることを示してい

る．そこで，それらの関係を詳しく調査する． 

Fig. 4-12に，材料Cのミクロスケールの等2軸引張を行い，0.13の相当塑性ひずみを与えたのち，{001}

近傍方位をもつ結晶粒の分布と表面形状を比較した結果を示す．EBSD分析後に，同じ位置をレーザー

顕微鏡による表面形状の測定を行うことで本結果を得た．IPFマップ中の白丸は，TD方向およびRD方

向の3つの線に沿った線の中で{001}近傍方位の結晶粒の位置を示し，右側の表面形状を示す図の矢印

はそれにそれぞれ対応する位置を示している．{001}近傍方位を持つ結晶粒が存在する場所では，表面

が凹んでいることが明確に確認できる．これは，{001}近傍方位が周囲の他の結晶方位を持つ結晶粒に

比べ変形抵抗が低いため，{001}近傍方位が存在する位置で比較的大きな変形が発生することに起因す

ると考えられる．本結果から，表面の{001}近傍方位を持つ結晶粒が表面荒れ発達に大きく影響するこ

とは明白である．一方，測定した線に沿って凹凸を見ると，{001}近傍方位以外の部分にも凹部が存在

している．この凹部の発生からは，内部の結晶粒の変形の影響が示唆される． 
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Fig. 4-12 IPF map of sheet surface and surface profile after microscopic 

biaxial tensile test for Material C with equivalent strain of 0.13. 
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内部の結晶粒の影響を調査するため，Marciniak法による等2軸引張試験後の試験片を用い，断面の

結晶方位分布を観察した．Fig. 4-13にその一例として，材料Aに相当塑性ひずみ0.5を付与した後の断

面の表面付近のIPFマップ，表面形状，および表面を起点とし第1層から第4層までの各層のTaylor factor

の分布を示す．横軸の約200 μmの位置に，IPFマップの内部層に赤色の結晶粒，つまり{001}方位を持

つ結晶粒があり，この結晶粒は低いTaylor factorを持っている．この部分の表面形状には明確な凹部が

確認される．Fig. 4-13の第1層のTaylor factorの分布からは，表層部分には変形抵抗差がほとんどないと

推定される．このような場合，{001}近傍方位を持つ内部の結晶粒が表面荒れの発達に対してより大き

な影響を及ぼすようになると考えられる． 
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Fig. 4-13 IPF map, surface profile and Taylor factor of four layers from surface at ND-RD cross-section 

after Marciniak type test with equivalent strain of 0.50 for Material A. 

105 



106 4.4 考察 

最後に，表面荒れの発達に対する{001}方位の影響をさらに評価するため，相当塑性ひずみで0.3の

変形を付与したMarciniak法による試験後の試験片を用い，長さ1.0mmの各断面での算術平均うねりWa

と表面層の{001}から15°以内の結晶方位を持つ粒子の割合を測定した．Fig. 4-14に{001}近傍方位の面

積分率とWaとの関係を示す．初期結晶粒径がほぼ同じである材料CおよびDについて，各材料の複数の

位置で{001}近傍方位の面積分率とWaを評価した．Waは{001}近傍方位を持つ結晶粒の面積比の増加に

伴い増加する．D材のような{001}近傍方位の結晶粒が多く存在する鋼板では，{001}近傍方位に起因

し，実験で観察されたような不均一な変形が板面全体にわたり発生するため，表面荒れの発達が大き

くなると考えられる． 
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Fig. 4-14 Relation between surface waviness and area ratio of grains with orientations 

in vicinity of ND(001) at equivalent strain of 0.30 for Materials C and D. 
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4.5 結言 
極低炭素(IF)鋼のプレス成形後における表面品位をさらに改善するため，本研究では表面荒れ発達に

対するミクロ組織の影響を調査した．種々の結晶粒径と集合組織を備えた3種類のIF鋼とアルミキルド

鋼を用い，SEMの真空チャンバー内でのミクロスケールにおける2軸引張試験とMarciniak法によるマ

クロスケールにおける2軸引張試験を行い，表面形状とミクロ組織変化の関係を詳しく分析した．得ら

れた結果を以下に要約する． 

(1) 結晶粒だけでなく，鋼板のミクロ結晶方位も等2軸引張変形での表面荒れ発達に対して大きな影響

を及ぼす． 

(2) {001}近傍方位を持つ結晶粒と等2軸引張変形後の表面の凹部との間には十分な相関関係が見られ

た．これは，これらの方位を持つ結晶粒の変形抵抗が相対的に低いためであると考えられる． 

(3) {001}近傍方位を持つ結晶粒が多数ある鋼板では，不均一な変形が発生しやすくなるため，表面荒

れがより発達すると考えられる． 
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第 5章 張出し成形時の表面荒れに及ぼすひずみ比の影響 

5.1 緒言 

自動車の形状デザインは近年さらに複雑になり，鋭い稜線部を意匠面に有するパネル形状の造形ニ

ーズが高まっている．鋭い稜線部の近傍には，比較的大きな多軸引張の塑性変形が生じるため，いわ

ゆる「表面荒れ」1)がより顕著に発生する懸念がある．表面荒れは外観品位2, 3)だけでなく，プレス成

形での破断発生4)にも影響するため，その発達を可能な限り抑制することが望ましい． 

前章で述べたように，鋼板やアルミニウム合金板について，プレス成形での表面荒れを克服するた

めの研究が長年行われてきた4)-18)．表面荒れは，結晶構造，結晶方位などの材料因子4), 5), 10)-18)に加え，

塑性ひずみ量や変形様式(変形中のひずみ比) 6)-9), 14)などの加工因子が影響することが報告されている． 

しかし，過去の表面荒れの実験的研究は，面心立方格子(FCC)構造を持つアルミニウム合金板での検

討7)-13), 16)-18)が主である．また，体心立方格子(BCC)構造を持つ鋼板においてはアルミキルド鋼とリムド

鋼4-6)に限られている．集合組織が発達した極低炭素(IF: Interstitial Free)鋼の表面荒れについては知見が

ほぼ皆無であった． 

そのため，前章では2軸引張変形時のIF鋼板の表面荒れの発達とミクロ組織構造の変化を詳しく調

査19)するため，2種類の試験を行った．1つはマクロスケールでのMarciniak法21)によるの等2軸引張試験

であり，もう1つは著者らが開発したミクロスケールの2軸引張試験22), 23)である．その結果，鋼板の結

晶粒径だけでなく，ミクロ結晶方位も表面荒れの発達に大きな影響を及ぼすことがわかった．また，

{001}近傍方位を持つ結晶粒が多いアルミキルド鋼ではさらに表面荒れの発達が大きいことがわかっ

た．この原因として，{001}近傍方位を持つ結晶粒は，低い変形抵抗を有するため，不均一変形が発生

しやすいことを述べた． 

しかし，前章で調査したのは，等2軸引張変形条件のみであった．張出し変形にもさまざまな変形モ

ードがあり，Osakadaら9)が指摘しているように，表面荒れの発達挙動はひずみ比の影響を受ける．そ

のため，本章では種々のひずみ比に対し，張出し変形時のIF鋼板の表面荒れの発達とミクロ組織の変

化を調査した．ひずみ比によるこれらの違いを調査するため，マクロスケールおよびミクロスケール

両方の試験手法および分析手法を用いて，等2軸引張と平面ひずみ引張変形の間での観察結果の比較を

行った．さらに，結晶塑性有限要素解析(CPFEA)24)-27)を用いて表面荒れの発達に対する結晶方位分布

の影響を数値的に調査した． 
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5.2 実験方法 

5.2.1 供試材 

Table 5-1に本研究で用いた供試材を示す．いずれも冷延焼鈍板である．集合組織，r値が異なり，さ

らに平均結晶粒径が異なる4種類のフェライト単相鋼を用いた．機械的特性値は圧延方向(RD)に対し0°

方向の値である．平均r値は，塑性ひずみが0.15のときのr値を0°, 45°, 90°方向で測定して算出した．r

値の面内異方性∆rも併せて示す．Fig. 5-1にEBSD(Electron Back-Scatter Diffraction pattern)分析によって

測定したRD-圧延方向(TD)断面の逆極点図(IPF)マップを示す．図からも明らかなように平均結晶粒径

と集合組織がそれぞれ異なる材料である．前章と同様に材料A, B, CはIF鋼板で, 法線方向（ND）に{111}

の集合組織が発達している．3つの材料の平均結晶粒径はそれぞれ，29, 9.3, 16 µmである．それに対し，

材料Dは結晶方位が比較的ランダムなアルミキルド鋼であり，平均結晶粒径は15 µmでC材と近い平均

結晶粒径と引張強度を持つ材料である． 

 

Table 5-1 Mechanical properties of materials 

Material
Initial

thickness
[mm]

YP*
[MPa]

TS*
[MPa]

u-EL*
[%]

EL*
[%]

r-value**
Average 
r-value ∆r***

r0 r45 r90

A 1.6 150 287 29 54 1.7 1.5 2.1 1.7 0.45
B 0.75 270 447 20 34 1.1 1.8 1.6 1.6 -0.35
C 0.75 185 340 25 44 1.2 1.8 1.7 1.6 -0.46
D 1.2 270 357 20 39 1.2 0.93 1.5 1.1 0.44

*   Measured in rolling( 0o ) direction 
** Measured at plastic strain of 0.15 in  0o , 45o, 90o from rolling direction
*** In-plane anisotropy of r-value, ∆r = (r0 - 2r45 - r90) / 2  
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50 µm
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d = 29 µm

 
Fig. 5-1 Initial microstructure and texture (IPF map) of materials 

at 0.1 mm from surface (d: average grain size). 
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114 5.2 実験方法 

5.2.2 Marciniak法による 2軸引張試験での表面荒れ発達挙動の観察 

表面荒れ発達挙動の変形様式依存性を観察するため，Marciniak法21)による張出し試験を行った．直

径が100mmの円筒パンチを用いた．長手方向(圧延方向:RD)の辺長300 mmの試験片を用い，短手方向(圧

延直角方向:TD)の辺長は，平面ひずみから等2軸引張まで各種変形様式が得られるように，140～300 

mmで変化させた．材料の変形様式を示すパラメータとして，以下の塑性ひずみ比βを用いた． 

β = ε2 /ε1                …(5−1) 

ここでε1はRD方向の最大主ひずみであり，ε2はTD方向の最小主ひずみである．材料に付与される塑性

ひずみは，材料に2 mm格子のスクライブドパターンを鋼板用インクで描写し，その成形前後の長さ変

化から算出した．パンチ速度は10 mm/s である．加工時間と試験片中心に実質付与された塑性ひずみ

から平均ひずみ速度を算出すると，そのオーダーは1.0×10-1 s-1である．Table 5-1に示すように材料に

は異方性があるが，ここでは簡易的に，相当塑性ひずみをMisesの降伏条件を仮定して計算した． 

前章と同様に，局所くびれが発達するまでのパンチストロークの各段階で試験を停止させ，表面荒

れ発達の観察用サンプルを作成した．それぞれの観察用サンプルで，もっとも表面の荒れが顕著であ

った中心部から25 mm四方の分析用試験片を採取した． 

表面プロファイルは接触式の粗さ計で測定した．表面プロファイルの測定条件は，RD方向に測定長

10 mm，走査速度は0.15 mm/s とした．本研究では，後に述べる解析で比較的容易に評価が可能な表面

性状パラメータとして，算術平均断面粗さPa
28)を採用した．実験結果と解析結果の比較は，パラメー

タPaを用いて行った．Paは式(2)によって算出され，各評価長さは1.0 mm, 計10領域(10 mm)の評価区間

で平均値を算出した． 

∑
=

=
N

n
na P

N
P

1

1
 [µm]      …(5−2) 

ここで，Pnは断面曲線におけるND方向の座標値を示している．Nは測定点数を示している． 

また，成形後の板表面200 µm四方をSEM(Scanning Electron Microscope)により観察し，結晶方位を

EBSD法により測定した．表面の凹凸を可能な限り維持する20), 29)ため，前章と同様EBSD測定のための

試験片の研磨は2 µm以下とした． 

 

5.2.3 ミクロスケールにおける 2軸引張試験での表面荒れ発達のその場観察 

表面荒れ発達に及ぼすひずみ比の影響を直接的にミクロ組織の観点から明らかにするため，2軸引張

試験のその場SEM観察システム(実験装置の詳細は第2章参照)を用い，平面ひずみ引張および等2軸引

張変形時のミクロ組織変化を観察した．等2軸引張(β = 1.0)と平面ひずみ引張(β = 0.0)の試験は，2方向

の引張ストローク速度を制御することによって実施した．RD方向のクロスヘッド速度を2.5 µm/sに固

定し，TD方向のクロスヘッド速度を調整した．試験中の相当塑性ひずみは，RD方向とTD方向の結晶

三重点間の長さ変化から算出した．本試験のひずみ速度を見積もると，そのオーダーは 3100.1 −×  s-1で

あった．SEMおよびEBSDによるミクロ組織のその場観察は，張力保持した状態で試験片中心の200 µm

四方に対し行った．結晶方位はOIM collection v7.2.1を用いて分析した．EBSDの分析ピッチは1 µmとし

た． 
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5.3 実験結果 

5.3.1 マクロスケールにおける表面荒れ発達に及ぼすひずみ比の影響 

Fig. 5-2(a)および(b)に，Marciniak法による2軸引張試験における，平面ひずみ引張(β = 0.0)と等2軸引

張(β = 1.0)変形での材料CおよびDの表面形状をそれぞれ示す．縦軸Zは，高さの平均位置からの位置を

示している．材料に付与された相当塑性ひずみεp
eqおよび表面形状から算出したPaの値をそれぞれのグ

ラフに併記している．前節で述べたように，材料C，DはそれぞれIF鋼，アルミキルド鋼である．材料

C，Dは異なる組織を持つが，平均結晶粒径はほぼ同じである． 

Fig. 5-2(a)から，材料Cではβ = 0.0の場合，β = 1.0の場合より全体的に表面凹凸は大きくなるが，局

所的な凹凸の波長は小さくなることが確認できる．Paの値からも同様の傾向が確認できる．β = 0.0の

場合，εp
eq = 0.27におけるPaは1.2 µmで，β = 1.0，εp

eq = 0.32におけるPa = 1.0 µm と比べても大きい．そ

れに対し，Fig. 5-2(b)に示す材料Dでは，大きいεp
eqほどPaも大きくなっていることから，β = 0.0とβ = 1.0

とで表面荒さの発達に違いがほとんど見られないと推定される． 
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Fig. 5-2 Comparison of surface profile between plane-strain (β = 0.0) and equi-biaxial tenion (β = 1.0) 

after Marciniak type test for materials C and D (d: initial average grain size). 

 

Fig. 5-3にMarciniak法による試験の各ひずみ比におけるPaの塑性ひずみに伴う変化を示す．当然であ

るが，Paはすべての材料について，ひずみの増加に伴い増加する．表面荒れ発達のひずみ比依存性は

IF鋼(材料A, B, C)とアルミキルド鋼(材料D)とで大きく異なっていることがわかる．材料Dにおいては，

Paの増加にひずみ比の依存性がなく，相当塑性ひずみによって整理できる．この結果は，表面荒れが

ひずみ量で整理できるという従来知見と一致している7), 8)．それに対し，材料A, B, Cの場合, Paの変化
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はひずみ比によって異なっている．0.2以上の相当塑性ひずみでは，β = 1.0の場合よりもβ = 0.0の場合

に表面荒れが急激に増加する傾向が見られる．一方，0.2未満の相当塑性ひずみの範囲内では，ひずみ

比の依存性は小さく，結晶粒径が小さい材料ほど表面荒れの増加が小さい傾向が見られる．この結果

は，従来の研究結果4)-7), 9), 14)とも一致している． 
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Fig. 5-3 Evolutions of surface roughness with equivalent plastic strain in Marciniak type test. 
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5.3.2 表面荒れ発達に及ぼすひずみ比の影響のミクロ分析 

Fig. 5-4, Fig. 5-5に，材料C，Dに対し，ひずみ比βが0.0および1.0の条件でMarciniak法による成形試験

を行ったのち，表面のミクロ組織のSEM/EBSD分析を行った結果をそれぞれ示す．二次電子像(SEI)は，

表面の凹凸状態を観察できるよう，試料を図の上下方向に傾斜させ，電子顕微鏡の倍率500倍で撮影し

た．EBSDのIPFマップは，SEIで示した位置の結晶方位分布を表している．付与した相当塑性ひずみ量

を図に記しており，下側に行くほど，ひずみ量が多い条件での結果である． 

Fig. 5-4において，β = 0.0，相当塑性ひずみ0.36の場合のSEIを，β = 1.0，相当塑性ひずみ量0.52の場

合のSEIを比較すると，明らかにβ = 1.0よりもβ = 0.0の場合に表面の濃淡が大きくなっていることがわ

かる．それに対し，Fig. 5-5のβ = 0.0，相当塑性ひずみ0.33の場合のSEIとβ = 1.0，相当塑性ひずみ量0.36

の場合のSEIでは違いはほとんど見られない．これらの結果は，Fig. 5-2に示したマクロスケールの観

察結果と一致しており，材料CのIF鋼においては表面荒れ発達のひずみ比依存性が大きいことを示唆し

ている． 
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Fig. 5-4 Surface profile and crystal orientations of material C after Marciniak type test. 
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Fig. 5-4, Fig. 5-5のそれぞれのIPFマップでは，材料C, D両方において，β = 0.0の場合にβ = 1.0の場合

よりも結晶粒内での結晶方位変化がより顕著に見られる傾向がわかる．また，特にFig. 5-5のIPFマッ

プでは，材料Dは変形前にはランダムな方位分布を持っている(Fig. 5-1(d))が，β = 0.0とβ = 1.0の両方の

場合に, {001}および{111}方位が変形によって増加することが確認できる． 
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Fig. 5-5 Surface profile and crystal orientations of material D after Marciniak type test. 
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5.3.3 ミクロスケールにおける 2軸引張試験での表面荒れ発達のその場観察 
2軸引張変形時の表面のミクロ組織変化を連続に観察し，表面荒れ発達に及ぼすひずみ比の影響を調

査するため，平面ひずみ引張および等2軸引張試験のSEM/EBSD法によるその場観察を行った． 

Fig. 5-6およびFig. 5-7に，β = 0.0およびβ = 1.0の条件で，ミクロスケールにおける2軸引張試験時の

材料Aの表面のミクロ組織変化をそれぞれ示す．これらの図には，IQ(Image Quality)マップ，IPFマッ

プ，Taylor factor30)マップをそれぞれ用いた．IQマップは各分析点における変形の程度を示している．

Taylor factorマップは，各結晶粒の変形抵抗の大小を示す30), 31)ために用いた．本研究では，各観察点で

の結晶方位についてBCC構造の24のすべり系と均一な平面ひずみ引張／等2軸変形を仮定してTaylor 

factorを計算した．Taylor factorが低いほど，変形抵抗が低いことを示している． 

Fig. 5-6からはつぎの傾向が確認できる．IQマップでは，変形の進行に伴い白と黒のコントラストが

明確になる，つまりβ = 0.0の場合において不均一な変形が発生していることが示唆される．IPFマップ

では，結晶粒内で結晶方位変化が大きくなる傾向である(例：点線○部および□部)．この結晶方位変

化は，変形の不均一によって発生したものと推定される．Taylor factorマップでは，2.0程度の小さな値

から4.0以上の大きな値まで様々な値をもった結晶粒が分布している．これは，β = 0.0の場合に，変形

抵抗が結晶粒ごとに大きく異なっていることを示唆している．また，Taylor factorの分布は，変形前後

で変化が見られない．IQマップとIPFマップの比較から，IQマップのコントラストが明確になる場所と，

結晶方位の変化が激しい箇所の対応が確認できる(例：破線の□部)．また，IPFマップとTaylor factor

マップの比較から，前章で得られた結果と同様に，Taylor factorは{001}方位を持つ部分で比較的小さ

いことがわかる． 

Fig. 5-7からつぎの傾向が確認できる．IQマップでは，変形によりコントラストがわずかに増加する

だけである．Fig. 5-6のIQマップと比較すると，β = 1.0の場合は比較的均一な変形が起こることが示唆

される．IPFマップでは，結晶粒内の結晶方位変化が，Fig. 5-6の変化と比べて軽微であることを示し

ている．Taylor factorマップでは，Taylor factorの値が2.0～3.0の狭い範囲のみに分布していて，その分

布はβ = 1.0の場合も変形前後でほとんど変化しないことを示している．IPFマップとTaylor factorマップ

の比較では，同様に，Taylor factorは{001}方位を持つ部分で比較的小さいことがわかる． 

Fig. 5-6およびFig. 5-7では，ひずみ比に応じ，2軸引張時の板面のミクロ組織変化の違いを実験的に

示した．しかし，実験においては，まったく同じミクロ組織を持つ試験片に対し，2つの水準のひずみ

比を付与することができない．そこで，Fig. 5-1に示す変形前のミクロ組織とその結晶方位情報を使用

し，β = 0.0およびβ = 1.0の変形を仮定した場合のTaylor factorの計算を行うことで，ひずみ比そのもの

の影響を調査した． 
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Fig. 5-6 SEI, IPF and Taylor factor maps at surface of material A 

during microscopic biaxial tension test for β = 0.0. 
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Fig. 5-7 SEI, IPF and Taylor factor maps of Material A for β = 1.0. 
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前述の方法で，材料CおよびDの変形前のミクロ組織を用いて得られたTaylor factorマップをFig. 5-8

に示す．Fig. 5-6およびFig. 5-7と同様に，両方の材料において，β = 0.0の場合には2.0程度の小さい値

と4.0以上の大きな値を持つ結晶粒が混在するが，β = 1.0の場合に2.0～3.0程度の値を持つ結晶粒のみ

が存在することが確認できる．結晶粒間の変形抵抗の大きな違いにより不均一な変形が発生すると推

定され，β = 0.0の場合にβ = 1.0よりも表面荒れの発達が起こりやすい可能性がある．また，材料Dにお

いては，β = 0.0の場合も3.0程度の中間的なTaylor factorの値をもつ結晶粒が多い傾向がある．その結果，

隣接する結晶粒間での変形抵抗の違いは材料C(IF鋼)よりも材料D(アルミキルド鋼)の場合に小さくな

ると推定される．そのため，材料Dにおいては，β = 0.0の場合と，β = 1.0の場合の表面荒れの発達の差

異が小さくなる可能性がある． 
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Fig. 5-8 Comparison of Taylor factor maps of material C and D  

between β = 0.0 and β = 1.0 at a strain of 0.0. 
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5.4 考察 
前述のように，材料に付与されるひずみ比とミクロ組織の相互影響によって，表面荒れの発達挙動

が変化することが実験的に得られた．ここでは，表面荒れ発達に対する結晶方位分布の影響をCPFEA

によって数値的に分析する．CPFEAを使用した表面荒れの数値解析を行う前に，まず基礎的な実験と

そのCPFEA結果の比較により，本研究で使用するCPFEAモデルの信頼性を検証する． 

 
5.4.1 CPFEAモデル 

本研究では，それぞれのすべり系のすべり速度を表現するために， BCC金属のひずみ速度依存型の

結晶塑性モデル25)を用いた．考慮したすべり系は，12 の{110} <111>および 12の {112} <111> の計24
すべり系を考慮した24)．基準のひずみ速度とひずみ速度依存性のパラメータはそれぞれ 0γ = 0.002 s-1お

よびm = 0.02とした．モデルの詳細はHamaらの先行研究26), 27)に詳述している． 

 
5.4.2 CPFEA結果の信頼性の検証 

結晶粒間の変形抵抗差および結晶粒内の方位変化が表面荒れの発達にそれぞれ影響を与えることが

示唆されたことから，最初に応力－ひずみ関係のCPFEAによる再現精度について検証を行った．応力

－ひずみ関係は，フェライト系単結晶板の単純せん断変形で取得した．単結晶板の作成と単純せん断

試験の実験は，文献24)に詳述されている方法により行い，結晶方位の異なる3種類の単結晶サンプル

を使用して試験を行った．Table 5-2に本研究で使用したサンプルの結晶方位を示す．解析には，1要素

から構成される8 節点ソリッド要素を採用した27)．解析は文献27)に詳述されている方法に従い実施し

た．単結晶材料の作成方法は文献24)に従ったため，この研究では文献24)に報告されている材料パラ

メータを使用した． 

 

Table 5-2 Euler angles (Bunge’s law) of single crystal specimens (unit: degree) 

Orientation No. φ1 Φ φ2

1 211.4 88.6 164.9

2 106.3 100.4 64.7

3 45.4 87.3 254.9
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Table 5-2に示す3つの単結晶方位の試験片を用いて得られた応力－ひずみ関係について，実験と解析

の比較をFig. 5-9に示す．解析によって得られた応力値は，実験の応力値と比べて若干大きいが，定性

的に解析結果は実験結果と一致するという結果が得られた． 
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Fig. 5-9 (a) Experimental and (b) numerical results of shear stress-shear strain curves 

obtained under simple shear of single crystals. 

 

つぎに，材料Aの2軸引張時の結晶方位変化について予測精度の検証を行った．Fig. 5-6およびFig. 5-7

に示す実験結果を用いて，結晶方位の変化を測定した．Fig. 5-10に示すIPFマップは，Fig. 5-6およびFig. 

5-7の変形前におけるマップと同じである．β = 0.0の条件では相当塑性ひずみで0.14までの結晶粒1, 2, 3

の方位変化と，β = 1.0の条件では相当塑性ひずみで0.13までの結晶粒4, 5, 6の方位変化をそれぞれ測定

した．この結果をFig. 5-10の下部に示す． 

解析では，Fig. 5-10に示す200 µm四方のIPFマップをそれぞれモデル化した．これらの解析モデルは，

各辺の長さが2 µm立方体のソリッド要素10,000個で構成し，厚さが2 µmで，厚さ方向（z：ND）には1

要素のモデルである．所定のひずみ比が実現されるように，解析モデルの端辺に変位境界条件を割り

当て，図中の結晶粒1～6の2軸引張時の結晶方位変化を追跡した．結晶方位変化の実験値と計算値の比

較をFig. 5-10の下部の図に示す．結晶方位変化は，実験結果と解析結果が良好に一致していることが

確認できる． 

これらの実験結果と解析結果の比較から，結晶粒の変形抵抗の大小と結晶方位変化が重要であると

想定される表面荒れの発達に関する数値解析において，本研究で使用したCPFEAモデルが信頼できる

と結論づけることができる． 
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Fig. 5-10 Variations of crystal orientation during biaxial tension for (a) β = 0.0 and (b) β = 1.0. 
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5.4.3 CPFEAによる鋼板の表面荒れ発達の数値解析 

2軸引張変形での表面荒れ発達に対する結晶方位分布の影響を明確にするため，前述のCPFEAモデ

ルを用いた数値解析を行った．表面荒れの数値解析モデルをFig. 5-11に示す．計算領域は縦方向(x：

RD)150 µm, 横方向(z：ND)46 µm, 深さ方向(y：TD)6 µmと設定した．本数値解析モデルは，各辺の長

さが2 µm立方体のソリッド要素約5,000個で構成されている． 

計算は以下の境界条件で行った．Fig. 5-10の場合と同様に，Fig. 5-12に示す結晶方位の分布は，材料

CのRD-ND断面での結晶方位分布を離散化して作成した．左のy-z面をx方向に拘束し，x 方向の変位を

右のy-z面に与えた．さらに，前方のx-z面をy方向に拘束し，y方向の変位を裏面のx-z面に与えた．所定

のひずみ比となるように，xおよびy方向の変位量を設定した．モデル底部のx-y面はz方向に拘束し，上

面の自由表面の形状を用いて，表面荒れの大きさをPaで評価した． 
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Fig. 5-11 Finite-element model for simulation of biaxial stretching. 
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Fig. 5-12 Initial crystal orientations embedded into finite-element model shown in Fig. 5-11. 
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Fig. 5-13にβ = 0.0およびβ = 1.0の，相当塑性ひずみ0.2における解析結果を示す．この図では，表面

形状だけでなく，実験では可視化できないRD-ND断面でのひずみ分布を分析することができる．大き

な塑性ひずみは，Fig. 5-12に示す{001}近傍方位を持つ粒子に近い位置で発生していることがわかる．

また，結晶方位の差が大きい場所で，厚さ方向に帯状に不均一な変形が観察される．さらに，結晶方

位の差が大きい図の左側において，より顕著な不均一変形が発生することを示している．これら結果

から，表面性状は表面付近および内層の結晶粒の不均一変形の影響を受けることが理解できる．図に

は，式(5-2)から算出した表面荒れを示すパラメータPaを併記している．β = 0.0の場合にPaは0.6 µmで，

β = 1.0の場合は0.2 µmである．これは，β = 1.0の場合よりも，β = 0.0の場合に相当塑性ひずみの局所化

が顕著であるためと推定される． 
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Pa=0.6 µm

(a) β = 0.0

(b) β = 1.0
 

Fig. 5-13 Simulation results of equivalent strain distribution  

at mean equivalent strain of 0.2 for (a) β = 0.0 and (b) β = 1.0. 
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Fig. 5-14には，変形前のRD-ND断面において，β = 0.0とβ = 1.0をそれぞれ仮定し計算したTaylor factor

マップを比較して示す．Fig. 5-13に示した塑性ひずみの集中とTaylor factorが低い箇所との一致が確認

できる．Fig. 5-8で示した傾向と同様に，β = 0.0の場合はTaylor factorの値が広範囲に分布するが，β = 1.0

の場合は狭い範囲にのみ分布する．そのため，β = 0.0の場合に，β = 1.0の場合よりも結晶粒間でのTaylor 

factorの値の差が大きくなる．たとえば，Fig. 5-14に示す結晶粒AとBの間のTaylor factorの差は粒界近

傍において，β = 0.0の場合は0.63，β = 1.0の場合は0.17である．Fig. 5-13に示したひずみの集中のひず

み比による差異は，隣接する結晶粒間の変形抵抗の差から生じるものと考えられる．この結果は，多

結晶体の不均一な変形は，初期結晶方位20)だけでなく，ひずみ比による影響を受けることを示してい

る． 
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Fig. 5-14 Comparison of Taylor factor maps between β = 0.0 and β = 1.0 at the initial state. 
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Fig. 5-15に，実験と解析によって得られた2軸引張によるPaの変化を比較して示す．実験においては，

変形前の表面は平らではないが，解析においては完全に平らである．これら初期状態の影響を除外し

て比較するため，初期値からのPaの増加量に関し比較を行った．CPFEAモデルによる計算結果は，定

性的にも定量的にも実験結果と良好に一致する結果が得られた． 

なお，パラメータPaは，Fig. 5-10に示す解析モデルによっても評価したが，この解析から計算され

た表面荒れは実際のものよりもはるかに小さく，Paの値は，Fig. 5-13に示したものよりも約10倍小さ

い結果であった．この結果が示すように，CPFEAによって表面荒れの大きさを評価するときは，厚さ

方向の結晶方位分布を考慮する必要がある． 
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Fig. 5-15 Evolutions of surface roughness obtained by CPFEA in comparison 

with experimental results for material C. 
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前章では，表層の結晶粒だけでなく，表面付近の内部の結晶粒も表面荒れの発達に対して影響を及

ぼすことを実験的に示した．つまり，板表面付近の結晶方位によって決まる結晶粒ごとの変形抵抗の

差が表面荒れの発達に影響を及ぼしている．ここから，表層付近の結晶方位が比較的近く，変形抵抗

差が小さい材料であれば，表面荒れの発達を抑制できる可能性が考えられる．これを数値解析上で，

検証するため，Fig. 5-16に示すような想像上の結晶方位分布を持つ鋼板について，数値解析を行った．

結晶粒の分布と形状はFig. 5-12に示す実際の鋼板と同じであるが，表層付近，つまり表面を起点とし

て第1層から第5層までの結晶粒の結晶方位差が小さく，{111}方位から±10°以内である方位をランダム

に割り当てた． 

この仮想材料の数値解析結果をFig. 5-17に示す．β = 1.0の場合よりもβ = 0.0の場合に表面荒れの発達

が大きいが，Fig. 5-13(a)と比べると大幅に低減されていることがわかる．β = 1.0の場合は，Fig. 5-13

と比べPa はほとんど変化しないが，0.2 µmという低い値で維持され，不均一変形の発生は抑制されて

いる．β = 0.0の場合は，Pa は0.6 µmから0.4 µmに低減され，不均一変形の発生も抑制されている．こ

れらの結果から確認できるように，結晶方位差に起因する結晶粒間の変形抵抗の差は，表面荒れの発

達に大きな影響を及ぼしている．プレス成形時の表面荒れの発達を抑制し，優れた成形性を備えた材

料を実現するためには，結晶粒間の変形抵抗の差を低減し，不均一変形を抑制することが必要である

と考えられる． 
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Fig. 5-16 Imagined distribution of crystal orientations used in CPFEA. 

Orientations of all grains in superficial layers are assumed to be within ±10 degrees 

from the orientation ND{111}. 
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Fig. 5-17 Simulation results of equivalent strain distribution at mean equivalent strain of 0.2 for 

(a) β = 0.0 and (b) β = 1.0,using the imagined distribution of crystal orientations of Fig. 5-16. 
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5.5 結言 
本研究では，IF鋼板の2軸引張での表面荒れ発達に対するひずみ比の影響を調査した．結晶粒径が同

等のIF鋼板とアルミキルド鋼板を用い，平面ひずみ引張および等2軸引張変形での表面荒れの発達とミ

クロ組織変化を，マクロスケールの成形試験とミクロスケールでの変形のその場観察試験で調査した．

さらに，結晶塑性有限要素解析(CPFEA)を用いて，表面荒れの発達への結晶方位分布の影響について

考察した．得られた結果を以下に要約する． 

(1) 塑性ひずみの増加に伴い表面荒れは増加する．アルミキルド鋼板においては，表面荒れの発達挙

動へのひずみ比依存性はほとんど見られないが，IF鋼板においては，ひずみ比依存性が見られた．

IF鋼板の場合，表面荒れは等2軸引張よりも平面ひずみ引張変形で急激に発達する． 

(2) IF鋼板では，等2軸引張よりも平面ひずみ引張条件で，変形によって結晶粒内での結晶方位差がよ

り急速に発生する．Taylor factorの分布から，平面ひずみ引張において，結晶粒間の変形抵抗の差

が等2軸引張よりも大きいことが推測される．これにより，平面ひずみ引張において不均一な変形

がより発生しやすく，結果的に等2軸引張よりも平面ひずみ引張で表面荒れの発達がより大きくな

ると考えられる．一方，アルミキルド鋼板の場合，平面ひずみ引張における結晶粒間の変形抵抗

の差はIF鋼よりも小さいことが推定される． 

(3) 結晶方位分布と形状を考慮することで，実験で見られたミクロ組織における不均一変形の発生が

CPFEAで再現でき，得られた表面荒れの発達の解析結果は実験結果と良好に一致した．さらに，

結晶方位差に起因する結晶粒間の変形抵抗の差が表面荒れの発達に大きな影響を及ぼすことが解

析からも確認された． 
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第 6章 {００１}結晶方位低減による極低炭素鋼板の耐表面荒れ性の向上 

6.1 緒言 

前章までに述べてきたように，比較的大きな多軸引張の塑性ひずみが板材に付与される場合，製品表面の

粗さが急増し，外観を悪化させる「表面荒れ」1), 2)が課題となる．塗装後の鮮鋭性を担保し，良好な製品を得る

ためには成形時の表面粗さの発達を抑制する必要がある 3), 4)． 

表面荒れ克服を目的として，1960 年代から多くの研究がなされてきた．それらを以下に要約する．多くの研

究者によって，板材の成形試験で巨視的な表面荒れ発達が実験的に調査されている 2), 5)-10)．また，

SEM/EBSD を用いたミクロ組織観察と結晶塑性解析等を活用し，表面荒れに及ぼす微視的な組織影響が調

査されている 5), 11)-16)．その中で表面荒れに影響を及ぼす因子として，加工因子と材料因子の両方が報告され

ている．表面荒れに影響を及ぼす加工因子としては主に塑性ひずみ量 6)-11), 13)が挙げられている．塑性ひず

み量の増大に伴い表面荒れが増加するなどの成形不良が発生する 1)ため，プレス成形プロセスにおいて塑性

ひずみ量を可能な限り低減する必要がある．一方，材料因子として主に結晶粒径の影響 6)-8), 11)が挙げられ，

種々の金属板で多くの知見が得られている．成形品の表面性状の改善のためには，加工条件および材料面

の両方が重要である． 

成形性に優れた材料として，極低炭素 IF(Interstitial Free)鋼板が現在幅広く自動車の外板に用いられてい

る 1), 17)-19)．IF鋼板は，TiやNbを添加し鋼中のC, Nを析出固定したもので，高いランクフォード値(r値)を示し，

深絞り成形性に優れている 17)-19)．IF鋼板の r値は，板面に{111}集合組織が発達するほど高くなることが知ら

れており，r値を向上させるための研究が多くなされてきた 17)-28)．例えば，潤滑剤を使用した熱間圧延を経るこ

とにより強い{111}集合組織を発達させ，平均 r値 2.9 という非常に高い絞り成形性を持つ IF鋼板が製造でき

ることが報告されている 21)．しかしながら，IF鋼板の研究は，主に r値，伸びの特性向上 20-24)，そのためのミク

ロ組織制御 25)-31)を目的にしたものが多く，成形時の耐表面荒れ性について着目した研究は著者の知る限りに

おいてはない．また，近年適用が拡大しつつある外板用高強度鋼板に関しては，成形時の表面荒れとミクロ

組織の関係についての知見が不足している． 

鋭い稜線をもつ自動車外板パネルにおける表面品質を向上させるためには，外板材料として広く普及して

いる IF 鋼のプレス加工時の表面荒れの発達挙動を明らかにする必要があると考える．これまでの一連の研究
5), 32)-34)で，第 2章においては SEM(Scanning Electron Microscope)/EBSD(Electron Back-Scatter Diffraction 

pattern)分析を用い 2 軸引張変形時のミクロ組織変化をその場観察する手法を開発し，第 3 章以降で表面荒

れに及ぼす材料因子と加工因子の複合的な影響を調査してきた．高強度 IF鋼板も対象とし，加工によるミクロ

組織の変化を観察した．その結果，{001}方位を持つ結晶粒と他結晶粒との間での不均一な変形が表面荒れ

の発達（第 4, 5章）だけではなく，材料の加工硬化挙動（第 3章）にも影響することを明らかにした．さらに第 5

章において，塑性ひずみ量以外の加工因子である変形様式，すなわち最大主ひずみと最小主ひずみの比，

が表面荒れに及ぼす影響について調査した．IF 鋼とアルミキルド鋼を用いて，種々の変形様式における

SEM/EBSD によるミクロ組織変化のその場観察を行った結果，IF 鋼はアルミキルド鋼に比べて，表面荒れ発

達の変形様式依存性が大きいことがわかった．その一因として，集合組織が発達している IF 鋼では結晶粒間

の強度差の変形様式依存性が大きいことを見出した 34)． 
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ここまでの検討においては，材料特性が種々異なる材料が用いられており，個々の材料特性の影響につい

ては必ずしも分離できていない．また，表面荒れの増大に影響すると示唆されている{001}近傍方位を低減す

ることによる耐表面荒れ性の改善効果は未検証である．そこで本章では，個々の材料特性の影響を分離して

検討するとともに，{001}近傍方位を持つ結晶粒と他結晶粒間の強度差の変形様式依存性が表面荒れに及

ぼす影響を検証した．さらに，加工時の耐表面荒れ性に優れた高強度鋼を製造するための熱処理条件を検

討し，得られた材料の成形試験を行いその効果を検証した．  
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6.2 実験方法  

6.2.1 供試材 

本研究で用いた材料の化学組成をTable 6-1に示す．ミクロ組織と機械的特性を変化させるため，C，Mnお

よび P量を変化させた化学組成を有する Tiおよび Nb添加極低炭素鋼を実験用真空溶解炉で溶製した．そ

の後，熱間鍛造により板厚 20 mmの鋼材とした．Fig. 6-1に示すように，その鋼材を 1250℃で 1800秒加熱し

た後，圧延終了温度が900℃以上となる条件で板厚4mmまで熱間圧延した．熱間圧延後，鋼板を水スプレー

で 680℃まで冷却し，その温度から 20℃/h の冷却速度で室温まで徐冷した．続いて，熱延板の表裏面を 0.5 

mmずつ面削したのち，圧下率 75%で板厚 0.75 mm まで冷間圧延した．集合組織および結晶粒径を変化さ

せるため，冷延板を Ar雰囲気下で 760から 815℃の範囲で，60 または 120秒間の等温焼鈍を施した． 

 

Table 6-1 Chemical compositions of materials (mass%) 

Material C Si Mn P S sol. Al N Ti Nb

A 0.003 0.02 0.1 0.02 0.003 0.04 0.003 0.01 0.02

B 0.008 0.02 0.1 0.1 0.004 0.04 0.003 0.04 0.07

C 0.008 0.02 1.5 0.1 0.004 0.04 0.004 0.07 0.03
 

 

Slab reheating
1250℃, 1800 s

Hot-rolling
Finishing temp. > 900℃

20℃/h Cold-rolling

Reduction 75%

Annealing
60 ~ 120 s
760℃ ~ 815℃

10℃/s
680℃

 

Fig. 6-1 Schematic illustration of hot-rolling, cold-rolling and annealing conditions. 
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Fig. 6-2に得られた板材のミクロ結晶組織を示す．EBSD観察により得られた，表面から 0.1 mmの位置にお

ける逆極点図(IPF)マップである．d は求積法で算出した平均結晶粒径である．鋼材の結晶粒径と集合組織

が異なるA材，B材，C材を供試材として用いた．それぞれの熱処理条件において，板面における 400 µm四

方の EBSD 観察視野から得られた，平均結晶粒径 d，最大結晶粒径，結晶粒径の標準偏差，および法線方

向（ND）に{001}から 20°以内の結晶方位を持つ結晶粒が全体視野に占める割合 A{001}を Table 6-2に示す． 

Table 6-3 に引張試験（JIS5 号試験片）から得られた各板材の機械的特性を示す．n 値は，塑性ひずみが

0.05から 0.15の範囲での，Swiftの加工硬化則 35)によるものであり，r値は塑性ひずみ 0.15で計測したもので

ある． 

これらの板材は，表面荒れへの結晶粒径，{001}方位，および機械的特性の影響をそれぞれ分離できるよ

うに作成したものである．A材は，{001}方位が少なく，最も低強度で n値が高い特徴がある．A-1材と A-2材

は，平均結晶粒径は異なっているが，{001}方位の面積分率および機械的特性は概ね同じ材料である．B 材

は，A材同様{001}方位が少ないが，強度および n値は A材と C材の中間である．B-1材と B-2材は，平均

結晶粒径は異なっているが，{001}方位の面積分率および機械的特性は概ね同じ材料である．C材は，A材, 

B材に比べて{001}方位が多く，最も高強度で n値, r値が低い特徴がある．C-1材, C-2材, C-3材は，平均結

晶粒径と{001}方位の面積分率が異なっているが，機械的特性は概ね同じ材料である．なお，C-3材は，後述

するように，本研究の最終段階で作成されたものであり，それまでの検討は A-1材から C-2材までの 6種類の

板材について行っている． 
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A-1 A-2
d = 18 µmd = 16 µm

d = 15 µm d = 18 µm

ND
111

001 101

RD

TD

50 µm

B-1 B-2

d = 16 µm d = 15 µm

C-1 C-2

d = 12 µm

C-3
 

Fig. 6-2 IPF maps of materials 0.1 mm from sheet surface (d: average grain size). 
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Table 6-2 Annealing conditions and microstructural properties of materials 

Material
Annealing 

temp.
[℃]

Annealing 
time
[s]

Average 
grain size

[µm]

Maximum 
grain size

[µm]

Standard 
deviation

[µm]

Area fraction 
of  ND{001} 
orientation, 
A{001}[%]

A-1 760 60 16 36 6.7 8.7

A-2 790 60 18 35 7.4 8.5

B-1 800 60 15 36 6.8 8.5

B-2 800 120 18 46 9.4 8.4

C-1 775 60 16 34 8.4 13

C-2 815 120 15 31 8.0 19

C-3 785 60 12 31 7.3 13
 

 
Table 6-3 Mechanical properties of materials 

Material YP*
[MPa]

TS*
[MPa]

u-EL*
[%]

EL*
[%] n value** r value***

A-1 143 320 27 49 0.30 2.2
A-2 147 317 27 47 0.30 2.2
B-1 205 394 22 37 0.26 2.2
B-2 200 392 22 38 0.26 2.1
C-1 263 433 18 33 0.22 2.0
C-2 256 428 20 36 0.24 1.9
C-3 254 426 19 33 0.22 1.9

*    Measured in transverse( 90o ) direction 

*** Measured at plastic strain of 0.15

**   n value parameter for Swift’s hardening law35), 
approximated for plastic strain range from 0.05 to 0.15
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6.2.2 表面荒れ発達挙動の観察 

2軸張出し成形での表面荒れ発達挙動を観察するため，Fig. 6-3に示すような，中島法 36)による球頭張出し

試験を行った．長手方向(圧延方向:RD)100 mm，幅方向(圧延直角方向:TD)55 ~ 100 mmの試験片を用い，

平面ひずみから等 2 軸引張まで変形様式を変化させた．材料の変形様式を示すパラメータとして，以下の塑

性ひずみ比 β を用いた． 

β = ε2 /ε1                   (6−1) 

ここでε1 は試験片中心に付与された最大主ひずみでRD方向の塑性ひずみ，ε2 は最小主ひずみでTD方向の

塑性ひずみである．成形速度は1 mm/sである．成形時間と塑性ひずみから平均ひずみ速度を算出すると，そ

のオーダーは 1.0 x 10-2 s-1である．材料に付与される塑性ひずみは，成形前に材料の表面に描写された2 

mm格子のスクライブドパターンの成形前後の長さ変化から計算した． 

 

BlankPunch

Die

φ 50
Binder

φ 52

RD:100 
TD: 55 - 100 

(unit : mm)

Tefron
sheet

 
Fig. 6-3 Schematic of Nakazima type test36). 

 
微小な局所くびれが目視で確認できるストロークで球頭張出し試験を停止した．その後，別個の試験片を

用いて，そのストロークまでの各段階で試験を停止した各成形サンプルから，付与された塑性ひずみを測定し，

Hill の降伏条件式 37)を仮定して相当塑性ひずみεp
eqを計算した．さらに，表面プロファイルをレーザー顕微鏡

で測定した．表面プロファイルは，測定視野を 1 mm四方とし，塑性ひずみを測定した領域の中央とその上下

左右の隣接する領域の計5か所で測定した．本研究では，以下の式で算出される算術平均表面粗さSa
38)を表

面荒れのパラメータとして採用する．Saを計算する際の表面形状のカットオフ値として，S-フィルターは 0.8 µm，

L-フィルターは 2.5 mm とした． 

( )∫∫=
A

a dxdyyxZ
A

S ,1
 [µm]          (6−2) 

 

ここで，Aはパラメータ算出する評価領域面積，Ｚ(x, y)は板面内の位置(x, y)における高さを示している． 
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6.3 実験結果 

6.3.1 表面荒れ発達に及ぼす結晶粒径の影響 
集合組織，化学成分がそれぞれ同じである A-1材と A-2材，および B-1材と B-2材を用いて，表面荒れ発

達の結晶粒径依存性を Fig. 6-4に示す．両方の鋼種において，従来指摘されてきた 6)-8), 11)ように結晶粒径が

小さいほうが表面荒れの発達が少ないことがわかる．また，変形様式の違いによる影響では，前章の結果と同

様に，平面ひずみ (β = 0.0)での表面荒れの発達が等 2 軸 (β = 1.0) よりも大きい．結晶粒径依存性はβ = 

1.0 において顕著である．結晶の細粒化による表面荒れ発達の抑制効果は，β = 1.0 においてのほうが大きい

傾向である． 
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Fig. 6-4 Effect of grain size on the evolution of surface roughness, Sa 

with equivalent plastic strain in Nakazima type test. 
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6.3.2 表面荒れ発達に及ぼす n値の影響 

集合組織と平均結晶粒径はほぼ同じであるが，n値が異なる A-2材と B-2材を用い，表面荒れ発達への n

値の影響を Fig. 6-5に示す． β = 0.0，β = 1.0の両方の条件で，表面荒れ発達に及ぼす n値の影響はほとん

ど認められない．特に相当塑性ひずみ 0.3以下の低ひずみ域ではその傾向が顕著である．また，塑性ひずみ

の増大に伴い Saのバラツキが大きくなることがわかる．  
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Fig. 6-5 Effect of n value on the evolution of surface roughness, Sa. 

 

6.3.3 表面荒れ発達に及ぼす{001}結晶方位の影響 

第 4章では，表面荒れ発達への{001}結晶方位の影響を示唆したが，他の因子と完全に分離してその影響

を確かめることはできなかった．ここでは，同じ結晶粒径を持ち，{001}結晶方位の面積分率の異なる材料を

用いてその影響を調べた．その結果を Fig. 6-6に示す．Fig. 6-6(a)に示される A-1材と C-1材は，同じ 16 μm

の平均結晶粒径を持ち，{001}結晶方位の面積分率はそれぞれ，8.7%，13%と異なる材料である．また，Fig. 

6-6(b)に示されるB-1材とC-2材は，同様に 15 μmで，8.5%, 19%と異なる．両図より，{001}近傍方位をもつ結

晶粒が多い C-1材と C-2材では，表面荒れが発達しやすいことが確認できる．特にβ = 1.0において，表面荒

れが増大する傾向がある． 

なお，{001}近傍結晶方位を多く持つ材料で表面荒れ発達が大きい原因は，第 4章および第 5章で考察し

たように，その方位の結晶粒の変形抵抗が低く，周囲との変形抵抗差から不均一変形しやすいためと考えら

れる 34)． 
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Fig. 6-6 Effect of texture on the evolution of surface roughness, Sa. 
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6.4 考察 

6.4.1 表面荒れ発達のひずみ比依存性 

前章で，表面荒れ発達は，平面ひずみ引張変形（β = 0.0）のほうが，等 2軸引張変形（β = 1.0）よりも大きい

ことを示した．本研究でも概ね同様の結果が得られたが，Fig. 6-6(b)に示した C-2 材のように，表面荒れの発

達がβ = 0.0 とβ = 1.0 とであまり変わらない結果も得られた．このことについて考察する． 

Fig. 6-7に，C-1材と C-2材の初期結晶方位に対し，β = 1.0 およびβ = 0.0の条件で計算した EBSD分析

における Taylor factorの分布 5), 34), 40)を示す．通常の Taylor factor39)では巨視的な降伏応力が用いられるのに

対して，EBSD分析における Taylor factor5), 34), 40)では均一な変形を仮定して近似的に計算される各測定点の

結晶方位の降伏応力が用いられている 41)．本研究では，体心立方構造の主なすべり系として24個の滑り系を

考慮し，それらすべり系の臨界分解せん断応力が一定とし，一様な平面ひずみおよび等 2 軸引張の多軸変

形を仮定して EBSD分析での Taylor factorを計算した．Taylor factorは，変形抵抗を相対的に示す指標であ

り，この値が低いほど変形抵抗が低く変形が容易な領域であることを示している． 

 

(a) C-1 (b) C-2

β =0.0

β =1.0

RD

TD

50 µm

2.0 4.3

Taylor factor 

 
Fig. 6-7 Comparison of Taylor factor maps in EBSD analysis of materials C-1 and C-2  

between β = 0.0 and β = 1.0 before deformation. 
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EBSD分析における Taylor factorの分布は変形様式によって大きく異なる 34)ことがわかる．β = 0.0ではβ = 

1.0 よりも，面内の Taylor factorの差が大きいことが確認できる．しかし，C-1材のβ = 0.0では，Taylor factorの

値が 2または 4程度の結晶粒が大半であり，3程度の中間的な値を示す結晶粒が少ないのに対し，C-2材のβ 

= 0.0では 3程度の結晶粒が比較的多く存在している．C-2材のβ = 0.0で 3程度の値を示す結晶粒と，Fig. 

6-2 に示す C-2 材の IPF マップを対比すると，それらは{111}方位や{001}方位ではなく，その中間の方位を

持つ結晶粒であることがわかる．C-2材では，中間的な値を示す結晶粒によって，隣接する結晶粒間のTaylor 

factor，すなわち変形抵抗の差が小さくなり，β = 0.0においても表面荒れの発達が比較的抑制されたものと考

えられる． 

以上のことは，Fig. 6-8によってよりよく理解できるであろう．Fig. 6-8に，C-1材とC-2材のβ = 1.0 およびβ = 

0.0での EBSD分析における Taylor factorの頻度分布を示す．いずれの材料においても，β = 0.0では 2から

4 まで広く分布しているが，C-2 材では，中間的な値の分布も多く，大きなピークを示すことなく，満遍なく分布

していることがわかる． 

Fig. 6-9 は，各材料のβ = 0.0 での中間的な Taylor factor の割合を示すものであり，EBSD 分析における

Taylor factorが 3.2近傍（3.0～3.4）である結晶粒（Fig. 6-8の四角枠参照）の面積分率を示す．C材ほど顕著

ではないが，いずれの材料においても，中間的な Taylor factorの結晶粒が多い材料のほうが，表面荒れのひ

ずみ比依存性は小さいことがわかる（Fig. 6-4，6参照） 
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Fig. 6-8 Comparison of Taylor factor distributions in EBSD analysis of materials C-1 and C-2  

between β = 0.0 and β = 1.0 before deformation. 
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Fig. 6-9 Comparison of area fractions of grains with intermediate orientations  

whose Taylor factor in EBSD analysis is approximately 3.2 under β = 0.0. 

 

147 



148 6.4 考察 

6.4.2 耐表面荒れ性に優れた材料の作製 
6.4.2.1 焼鈍条件 

結晶粒径については，従来から指摘されているように 6)-8), 11)，本研究でも，粒径が小さいほど表面荒れの発

達が抑制される傾向を示した．Table 6-2 に示すように，焼鈍時の保持温度が高いほど，また保持時間が長い

ほど結晶粒径が増大し，粒径のばらつきも増大する傾向が見られる．ただし，C-1 材のように，焼鈍温度が十

分に高くないと，再結晶が完了しないために，大きな結晶が残り，粒径のばらつきも大きくなった材料も見られ

る．したがって，微細な結晶粒を得るための焼鈍条件としては，再結晶が完了する温度の直上で短時間保持

することが望ましいと考えられる． 

本研究では，表面荒れとミクロ結晶方位との関係についても明らかにした．表面荒れ抑制のためには，でき

るだけ{001}方位の結晶粒の比率を低減する必要があると考えられる． 

また，一方で軽量化と耐衝突安全性の両立の観点から，自動車用鋼板としては高強度鋼が望まれる．した

がって，C材のような高強度鋼で，これら二つの条件を可能な限り満たす焼鈍条件を検討する． 

Fig. 6-10(a)に，C材のような PおよびMn添加鋼における，焼鈍温度と正極点図の{001}強度との関係を，

岡本ら 26)の実験結果（図中×印）とともに示す．焼鈍時間60 sのものである．正極点図の{001}強度が極小値を

示す温度があることがわかる．Fig. 6-10(b)に，本研究で用いた C 材について，焼鈍温度と{001}近傍の結晶

方位を持つ結晶粒の面積分率 A{001}の関係を示す．温度上昇とともに{001}方位の結晶が増加していることが

より顕著にわかる．今回の実験結果では，このように，焼鈍温度が高くなるほど，また図は省略するが，焼鈍時

間が長くなるほど，従来指摘されている{111}方位を持つ結晶粒の成長 25-29)だけでなく，{001}方位を持つ結

晶粒についても成長することがわかった．今回着目しているのは鋼板の表層付近であるため，圧延時にせん

断変形を受けやすく{001}方位が発生しやすい 21)と推定され，{001}方位は焼鈍時に粒成長しやすい可能性

がある． 

{001}方位の低減と結晶粒微細化を実現する焼鈍条件は，再結晶完了温度の直上，短時間保持の条件と

考えられ，図中☆印で表される 785℃, 60 sの条件で C-3材を作製した．Table 6-2に示すように，C-3材は，

平均結晶粒径が 12 µm と小さく，かつ{001}近傍の結晶の面積分率 A{001}も 13%と比較的低く抑えられた． 
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Fig. 6-10 Effect of annealing temperature on (a) pole intensity and (b) area fraction of grains  

with ND {001} orientation in steels containing Mn and P . 
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6.4.2.2 表面荒れ発達の改善の検証 
前述のようにして得られたC-3材の張出し成形における表面荒れ発達の度合いをC-1およびC-2材と比較し

てFig. 6-11に示す．C-3材においては，表面荒れの発達は，平面ひずみおよび等2軸引張変形の両方で低減

され，特に等2軸変形で顕著に表面荒れの発達が低減する結果が得られた．C-3材での表面荒れの発達は，

高強度鋼であるにもかかわらず，A材，B材の表面荒れの発達と比べても遜色ない結果である．結晶粒微細化

と{001}方位低減を両立することで，高強度鋼においても加工時の耐表面荒れ性を有する材料が得られること

が確認できた． 

Nilanら42)は，鋼板における良好な塗装後鮮鋭性を得るためには，算術平均表面粗さRaで0.8以下を確保

する必要について述べている．これを参考に今回の結果を再評価すると，相当塑性ひずみで0.3程度の加工

をC-3材に加えたとしても，表面荒れのパラメータSaの値は0.8程度であることから，プレス加工後も良好な塗装

後鮮鋭性が得られることが期待される． 
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Fig. 6-11 Improvement of surface roughening of material C. 
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6.5 結言 

本研究では，鋭い稜線を意匠面に有するデザインが要求されるなど，ユーザーのニーズが多様化してき

ている，自動車外板パネルの表面品位の向上を目的として，鋼板のプレス成形時の表面荒れの発達に及ぼ

す材料特性，とりわけ結晶粒間の強度差の変形様式依存性および{001}近傍方位の影響を実験的に調査し

た．また，得られた結果から，加工時の耐表面荒れ性に優れた高強度鋼板を製造するための熱処理条件を検

討し，その効果を検証した．得られた主な結果は以下のようである． 

(1) 結晶粒径が小さいほど表面荒れ発達は抑制される．またこの傾向は，平面ひずみ引張変形よりも等2軸引

張変形において顕著である． 

(2) 集合組織において{001}方位の割合が低下するほど表面荒れ発達は抑制される．またこの傾向は，平面

ひずみ引張変形よりも等2軸引張変形において顕著である．{001}近傍結晶方位を多く持つ材料で表面

荒れ発達が大きい原因は，その方位の結晶粒の変形抵抗が低く，周囲との変形抵抗差から不均一変形

しやすいためである． 

(3) 集合組織と結晶粒径が同様であれば材料の加工硬化指数n値は，相当塑性ひずみ0.3程度以下の低ひ

ずみ域においては表面荒れ発達に影響を及ぼさない．  

(4) 結晶粒を微細化し，かつ{001}方位をできるだけ低減できる焼鈍条件を採用した結果，PおよびMnを添加

した高強度鋼板においても，張出し成形時の耐表面荒れ性に優れた鋼板を得ることができた． 

151 



152 参考文献 

参考文献 
1) 薄鋼板成形技術研究会編：プレス成形難易ハンドブック第 4版，日刊工業新聞社，(2017), pp.161. 

2) 小林徳夫，村田庫一，石垣秀生：“自動車車体外板プレス成形における破断部変形状態(第 1報)”，塑性

と加工，Vol.10, Vol.106, (1969), pp.793-800. 

3) 櫻井理孝，稲垣淳一，山下正明：“合金化溶融亜鉛めっき鋼板の塗装後鮮映性に及ぼす表面形状の影

響”，鉄と鋼，Vol.89, No.1, (2003), pp.18-22. 

4) 角山浩三，今中誠，古川九州男，岸田朗，山田恭裕：“塗装後の鮮映性に及ぼす鋼板表面粗度の影響”，

鉄と鋼，Vol.75, No.11, (1989), pp.2090-2097. 

5) M. Kubo, Y. Nakazawa, T. Hama, H Takuda: “Effect of Microstructure on Surface Roughening in Stretch 

Forming of Steel Sheets”, ISIJ International, Vol.57, No.12, (2017), pp.2185-2193. 

6) K. Osakada and M. Oyane: “On the roughening of free surface in deformation processes”, Bulletin of the 

JSME, Vol.14, No.68, (1971), pp.171-177. 

7) 小豆島明，宮川松男：“自由表面あれに及ぼす加工因子及び金属因子の影響”，塑性と加工，Vol.27, 

No.310, (1986), pp.1261-1267. 

8) Y. Z. Dai and F. P. Chiang: “On the Mechanism of Plastic Deformation Induced Surface Roughness”, 

Journal of Engineering Material Technology, Vol. 114, No.4, (1992), pp.432-438. 

9) K. Yamaguchi, N. Takakura, and S. Imatani: “Increase in forming limit of sheet metals by removal of 

surface roughening with plastic strain”, Journal of Materials Processing Technology, Vol.48, (1995), 

pp.27-34. 

10) R. Mahmudi and M. Mehdizadeh: “Surface roughening during uniaxial and equi-biaxial stretching of 70-30 

brass sheets”, Journal of Materials Processing Technology, Vol.80, No.81, (1998), pp.707–712. 

11) C. Guangnan, S. Huan, H. Shiguang, and B. Baudelet: “Roughening of the Free Surfaces of Metallic Sheets 

during Stretch Forming”, Materials Science and Engineering, Vol.A128, (1990), pp.33-38. 

12) P. D. Wu, D. J. Lloyd, A. Bosland, H. Jin, and S. R. MacEwen: “Analysis of roping in AA6111 automotive 

sheet”, Acta Materialia, Vol.51, (2003), pp.1945-1957. 

13) M. R. Stoudt and J. B. Hubbard: “Analysis of deformation-induced surface morphologies in steel sheet”, 

Acta Materialia, Vol.53, (2005), pp.4293–4304. 

14) T. J. Turner and M. P. Miller: “Modeling the Influence of Material Structure on Deformation Induced 

Surface Roughening in AA7050 Thick Plate”, Journal of Engineering Materials and Technology, Vol.129, 

(2007), pp.367-379. 

15) 木村謙，広瀬智史，潮田浩作，秦野正治，高橋明彦：“強い{111}〈112〉集合組織をもった高純度フェライ

ト系ステンレス鋼の深絞り成形時の肌荒れ発生機構”，日本金属学会誌，Vol.77, No.10, (2013), 

pp.440-447. 

16) Y. Shi, P. Z. Zhao, H. Jin, P. D. Wu, and D. J. Lloyd: “Analysis of Surface Roughening in AA6111 

Automotive Sheet Under Pure Bending”, Metallurgical and Materials Transactions A, Vol.47A, (2016), 

pp.949-960. 

 152 



参考文献 153 

17) 武智弘：“IF鋼の金属学的進歩と問題点”，日本金属学会会報，Vol.30, No.8, (1991), pp.677-684. 

18) 秋末治：“深絞り用冷延鋼板の開発と将来”，まてりあ，Vol.33, No.1, (1994), pp.24-28. 

19) 高橋学：“薄板技術の 100年−自動車産業と共に歩んだ薄鋼板と製造技術−”，鉄と鋼，Vol.100, No.1, 

(2014), pp.82-93. 

20) 小山一夫，松村義一，佐柳志郎，松津伸彦，木野 信幸：“{111}集積度を極限まで高めた超高ランク
フォ-ド値高成形性冷延鋼板の開発”，日本金属学会会報，Vol.31, No.6, (1992), pp.535-537. 

21) 鹿島高弘，橋本俊一，井上博史，稲数直次：“極低炭素 Ti添加冷延鋼板のγ値及び集合組織に及ぼす

フェライト域熱延時の潤滑条件の影響”, 鉄と鋼, Vol.77, No.2, (1991), pp.282-289. 

22) 奥田金晴，坂田敬，K. Eloot，古君修，小原隆史：“{111}熱延集合組織を有する IF鋼からの強い{111}冷

延集合組織形成機構”，鉄と鋼，Vol.85, No.8, (1999), pp.633-638. 

23) 秋末治，高階喜久男：“極低炭素冷延鋼板の集合組織に及ぼすニオブの影響”，日本金属学会誌，

Vol.36, (1972), pp.1124-1130. 

24) 橋本修，佐藤進，田中智夫：“Nb添加極低炭素アルミキルド鋼による超深絞り用冷延鋼板の開発”，鉄と

鋼，Vol.67, No.11, (1981), pp.1962-1971. 

25) 岡本篤樹：“冷延鋼板の再結晶集合組織におよぼす炭素の影響”，鉄と鋼，Vol.70, No.15, (1984), 

pp.1906-1913. 

26) 岡本篤樹，水井直光：“極低炭素Ti添加冷延鋼板の再結晶集合組織に及ぼすMnとPの影響”，鉄と鋼，

Vol.76, No.3, (1990), pp.422-429. 

27) I. Samajdar, B. Verlinden, P. Van Houtte: “Textural Changes through Grain Growth in Ti-bearing IF-steel 

Investigated by Orientation Imaging Microscopy and X-ray Diffraction”, ISIJ International, Vol.37, No.10, 

pp.1010-1015. 

28) 瀬沼武秀，亀田正春：“極低炭素冷延鋼板の r値の面内異方性に及ぼす冷延率と熱延板組織微細化の

影響”，鉄と鋼，Vol.82, No.10, (1996), pp.870-875. 

29) 村木峰男，峠哲雄，坂田敬，小原隆史，古林英一：“フェライト鋼の{111}再結晶集合組織生成機構の－

考察”，鉄と鋼，Vol.85, No.10, (1999), pp.751-757. 

30) M. Y. Huh, L. A. Barrales-Mora, O. Engler: “Effect of texture on grain growth in an interstitial-free steel 

sheet”, International Journal of MATERIALS RESEARCH, Vol. 103, No.12, (2012), pp.1423-1433. 

31) 芳賀純，澤田英明，潮田浩作：“Ti 添加極低炭素冷延鋼板の再結晶核成長に及ぼす B の影響”，鉄と鋼，

Vol. 103, No.5, (2017), pp.221-229. 

32) M. Kubo, H. Yoshida, A. Uenishi, S. Suzuki, Y. Nakazawa, T. Hama, and H. Takuda: “Development of 

Biaxial Tensile Test System for In-situ Scanning Electron Microscope and Electron Backscatter Diffraction 

Analysis”, ISIJ International, Vol.56, No.4, (2016), pp.669-677. 

33) M. Kubo, Y. Nakazawa, H. Yoshida, S. Yonemura, T. Hama, and H. Takuda: “Effect of Microstructure 

Variation on Differential Hardening Behavior of Steel Sheets under Biaxial Tensile State”, ISIJ International, 

Vol.56, No.12, (2016), pp.2259-2266. 

34) M. Kubo, T. Hama, Y.Tsunemi, Y. Nakazawa and H. Takuda: ” Influence of Strain Ratio on Surface 

153 



154 参考文献 

Roughening in Biaxial Stretching of IF Steel Sheets”, ISIJ International, Vol.58, No.4, (2018), pp.704-713. 

35) H. W. Swift: ”Plastic instability under plane stress”, Journal of the Mechanics and Physics of Solids,Vol.1, 

No.1, (1952), pp.1-18. 

36) 中島浩衛，菊間敏夫，長島晋一:“薄鋼板のネッキング現象と張出し性”，日本金属学会会報，Vol.6, 
No.10, (1967), pp.699-710. 

37) R. Hill: ”A theory of the yielding and plastic flow of anisotropic metals”, Proceedings of the Royal Society 

A, Vol.193, (1948), pp.281-297. 

38) ISO 25178: Geometric Product Specifications (GPS) – Surface texture: areal is an International 

Organisation for Standardisation collection of international standards relating to the analysis of 3D areal 

surface texture. 

39) G. I. Taylor: “Plastic strain in metals”, Journal of Institute of Metals, Vol.62, (1938), pp.307-324. 

40) J. Jiang, T. B. Britton and A. J. Wilkinson: “The orientation and strain dependence of dislocation structure 

evolution in monotonically deformed polycrystalline copper”, International Journal of Plasticity, Vol.69, 

(2015), pp.102-117. 

41) TSL solutions: OIM analysis version 7.2.1 technical reference, AMETEK, Inc., Berwyn, (2015). 

42) T. G. Nilan, B. M. Perfetti and B. J. Scialabba: “Effect of sheet surface roughness and painting variables on 

painted sheet appearance”, SAE Technical Paper, Vol.800208, (1980), pp.1-8. 

 154 



第 7章 結 論 155 

第 7章 結 論 

近年，自動車産業界では地球環境保護を背景とした CO2排出量削減と衝突安全性のさらなる向上が求め

られている．加えて，近年の多様化する自動車ユーザーのニーズに応えるため，高意匠なパネル部品を実現

するための成形性に優れる高強度鋼板が求められている．ところが，それら複数の要求をすべて満足するた

めの薄鋼板の設計指針は明らかになっていない．特に，現在広く自動車のパネル部品に用いられている極低

炭素(IF: Interstitial Free)鋼板のプレス成形後の表面品位への加工因子，結晶粒径以外の材料因子の影響

については明らかになっていない． 

以上のようなことから，本研究では，これら多様化する自動車産業界と自動車ユーザーのニーズに応え，高

成形性，高強度かつ高意匠なパネル部品を実現するための材料設計指針を提案することを目的とした． 

 

第 1 章では，まず自動車を取り巻く社会環境，自動車デザイン形状の変遷，および技術課題の変遷につい

て論じた．つぎに，自動車に数多く適用されている材料であり，本研究が対象とする素材である，薄鋼板の歴

史とそのプレス成形技術の変遷について論じた．さらに，本研究以前になされた，プレス成形時の材料特性に

関する研究，材料特性とミクロ組織の関連性に関する研究，およびプレス加工後の表面品位に関する研究に

ついて論じ，本研究の着眼点と目的について述べた． 

 

第 2 章では， 2 軸引張変形状態におけるミクロ組織変化のその場 SEM(Scanning Electron 

Microscope)/EBSD(Electron Back-Scatter Diffraction pattern)観察技術を確立することを目的とし，まず，その

観察に用いる最適な十字試験片形状を FEM による数値解析により設計した．また，SEM の真空チャンバー

内で 2 軸引張試験が可能な装置を製作した．その結果，この数値解析により最適化した試験片形状によって，

観察部において相当塑性ひずみで約 0.2という，均一かつ十分に大きい等 2軸引張のひずみが実現できた．

さらに，開発した試験システムと十字形試験片を使用し，等 2 軸引張変形時のミクロ組織変化の SEM/EBSD

を用いたその場観察を実現でき，等 2 軸引張変形時の表面荒れの発生が特定の結晶方位を持つ粒子の変

形に関係していることを明らかした． 

以上の第 2 章における 2 軸引張変形状態におけるミクロ組織変化のその場観察手法の確立により，プレス

変形時の材料特性に対するミクロ組織の影響に関する理解が大いに進み，さらに成形性に優れた材料の開

発とプレス成形シミュレーションの高精度化が期待できる． 

 

第 3章では，多結晶体の塑性変形のメカニズム解明，および IF鋼板の異方硬化挙動の影響因子の解明を

目的とし，第 2 章で開発した 2 軸引張変形状態におけるミクロ組織変化のその場観察技術を用いて，塑性変

形時のミクロ組織変化と異方硬化挙動の関係を実験的に調査した．その結果，IF鋼板は異方硬化挙動を示し，

相当塑性ひずみで 0.1 以上の異方硬化挙動が材料によって異なることがわかった．これら材料間での異方硬

化挙動の差異は，ミクロスケールでの不均一変形の発生の有無と対応することが示唆された．ミクロ組織での

不均一な変形が，マクロスケールでの加工硬化挙動，さらには異方硬化挙動へ影響することを明らかにした． 
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第 4 章では，IF 鋼板の 2 軸引張下における表面荒れ発達へのミクロ組織による影響解明を目的とし，2 軸

引張変形時の表面荒れ発達挙動を，Marciniak 法による種々のひずみレベルの試験片の段階的な観察と，

第2章で開発した試験手法による連続ミクロ組織観察を併用して，実験的に調査した．その結果，結晶粒だけ

でなく，鋼板のミクロ結晶方位も等 2軸引張変形での表面荒れ発達に対し大きな影響を及ぼすことを明らかに

した．また，{001}近傍方位を持つ結晶粒の存在部と等 2軸引張変形後の表面の凹部とが対応することを

示した．さらに，{001}近傍方位を持つ結晶粒が多く存在するアルミキルド鋼板では，不均一な変形が

発生しやすくなるため，表面荒れが発達しやすくなることを示した． 

 

第 5 章では，IF 鋼板の表面荒れ発達挙動の変形様式依存性へのミクロ組織の影響解明を目的とし，種々

のひずみ比におけるプレス成形時の表面荒れ発達挙動を，段階的なミクロ組織変化観察と，第 2 章で開発し

た連続的なミクロ組織変化の観察手法を組み合わせ，平面ひずみ引張から等 2 軸引張での表面荒れ発達を

観察することにより調査した．その結果，IF鋼板の場合，表面荒れは等 2軸引張よりも平面ひずみ引張変形で

より発達することを明らかにした．また，平面ひずみ引張変形によって結晶粒内での結晶方位差がより急速に

発生することを示した．その結果，平面ひずみ引張において不均一な変形がより発生し，表面荒れが大きくな

ることを示した．さらに，結晶塑性解析を用いることで，結晶方位差に起因する結晶粒間の変形抵抗の差が表

面荒れの発達に大きな影響を及ぼすことを確認した． 

 

第 6 章では，第 3 章から第 5 章で得られた耐表面荒れ特性に影響を及ぼす材料因子（加工硬化特性，結

晶粒径，集合組織）を分離して検討し，加工時の耐表面荒れ性に優れた高強度鋼のミクロ組織の設計指針と

そのミクロ組織実現のための極低炭素鋼板の焼鈍条件について検討し，実際に製造した提案材料の優位性

を実験により検証した．その結果，結晶粒径が小さいほど，等 2 軸引張変形において，平面ひずみ引張よりも

顕著に表面荒れ発達が抑制されることを示した．また，{001}方位の割合が低下するほど表面荒れ発達は抑

制され，この傾向は平面ひずみ引張変形よりも等 2 軸引張変形において顕著であることを示した．さらに，集

合組織と結晶粒径が同様であれば材料の加工硬化指数 n 値は，相当塑性ひずみ 0.3 程度以下のひずみ域

においては表面荒れ発達に影響を及ぼさないことを明らかにした．最後に，結晶粒を微細化し，かつ{001}方

位を可能な限り低減できる焼鈍条件を選定することで，P および Mn を添加した高強度鋼板においても，張出

し成形時の耐表面荒れ性に優れた鋼板を実現できることを示した． 

 

以上で述べたように，本研究では，多様化する自動車産業界と自動車ユーザーのニーズに応え，高成形

性，高強度かつ高意匠なパネル部品を実現するための材料設計指針を提案した． 

本論文において研究開発した技術は，ミクロ結晶組織とその変形後の表面性状の関係に着目したものであ

り，鋼板以外の材料を用いた場合にも適用可能である．ただし，加工力が作用した際に生じる主な活動すべり

系は，結晶構造によって変化するため，同じ鋼板でも例えばオーステナイト系ステンレス鋼や，鋼板以外のア

ルミニウム合金板の場合では，表面品位の向上のための低減すべき結晶方位と最適な集合組織は，鋼板の

場合と多少の差異を生じることが考えられる．さらに，本論文では，自動車のパネル用部材を対象として論じた

が，この研究成果は自動車以外の輸送機や様々な工業製品に使用される部品，すなわち板材の塑性加工に
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よって製造された多くの部材にも適用可能であることは明らかである． 

今後，本研究で得られた知見が有効に活用され，板材の塑性加工によって製造された表面品位に優れる

実部材が社会環境へ貢献するとともに，本研究で得られた知見が板材の塑性変形に関する研究のさらなる発

展の一助となることを期待する． 
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